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業務実績等報告書様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 

 中長期目標（中長期計

画） 

年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 R5

年度 

R6 

年度 

（自己評価） 

R7 

年度  

R8 

年度 

 

R9 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

 

  R5

年度 

 

R6 

年度 

（自己評価） 

R7 

年度  

R8 

年度 

 

R9 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 

 Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 １．分野横断的な研究

の推進等 A （A）      Ⅰ-1 

   業務運営の効率化に

関する目標を達成す

るためにとるべき措置 
B （B）      Ⅱ  

２．船舶に係る技術及

びこれを活用した海洋

の利用等に係る技術に

関する研究開発等 

A （A）      Ⅰ-2  

   

         

３．港湾、航路、海岸及

び飛行場等に係る技術

に関する研究開発等 
A （A）      Ⅰ-3  

 Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

４．電子航法に関する

研究開発等 
A （A）      Ⅰ-4  

  財務内容の改善に関

する目標を達成する

ためにとるべき措置 
B （B）      Ⅲ  

５．研究開発成果の社

会への還元 

 
S （A）      Ⅰ-5  

   

         

６．戦略的な国際活動

の推進 A （A）      Ⅰ-6  

 Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 

 

 

 
         

  その他業務運営に関

する重要事項 B （B）      Ⅳ  

 

          

   

         

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 分野横断的な研究の推進等 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 統合を機に新たに構築する体制の下、分野横断的な研

究を効率的かつ効果的に実施し、国土交通省の政策実現に大きく貢献

していくことが期待されているため。 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

分野横断的研究の実施数 － 4 5              

分野横断的研究に従事する職員

数 

－ 21 24              

                 

                 

                 

                  

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 １．評価軸  〈評定と根拠〉 評定  
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研究所は、海洋の利

用推進や運輸産業の国

際競争力の強化等の政

策について、 第 1 期に

引き続き分野横断的な

研究を効率的かつ効果

的に実施し、その実現

に大 きく貢献していくこ

とが期待されている。  

各分野の技術シーズ

や専門的な知見を応用

し、国土交通省の政策

の実現に大き く貢献し

ていくことを目的とした、

以下の研究開発を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋の利用推進、我が

国産業の国際競争力強

化といったテーマは、海

上技術安全 研究所、港

湾空港技術研究所及び

電子航法研究所の３研

究所が保有する技術と

知見 を効果的にかつ最

大限に活用して取り組む

べき政策課題である。こ

のため、３研究 所の研

究領域にまたがる分野

横断的な研究を効率的

かつ効果的に実施し、そ

の政策 の実現に貢献す

る。 そこで、安全・安心

社会の構築に貢献すべ

く、船舶、港湾、空港、ほ

か陸上物流に 関連した

ビックデータを活用し、災

害時等を想定したシミュ

レーションを行うこと で

自治体等の利用を念頭

に置きながら効果的な研

究開発を実施する。 ま

た、今後益々発展が期

待される再生可能エネ

ルギー関連施設の促進

に関連し、 特に進展の

目覚ましい洋上風力発

電施設を対象とした初期

計画、施工、運用時の保 

守点検等に関連した総

合的研究開発を実施す

る。 それに加え、海洋

環境保全の観点から重

要となる、海上での衝

突、座礁時の船舶事 故

時等の際に環境汚染で

海洋の利用推進、我

が国産業の国際競争力

強化といったテーマは、

海上技術安全研究所、

港湾空港技術研究所及

び電子航法研究所の３

研究所が保有する技術

と知見を効果的にかつ

最大限に活用して取り組

むべき政策課題である。

このため、３研究所の研

究領域にまたがる分野

横断的な研究を効率的

かつ効果的に実施し、そ

の政策の実現に貢献す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○各分野の専門的知

見を活用して分野

横断的研究を推進

し、成果を創出した

か。 

 

２．評価指標 

○研究開発等に係る

具体的な取組及び

成果の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定：Ａ 

 

根拠： 

年度計画は全て達成していることに加

え、分野横断的な研究においては新た

な研究企画開始、社会実装や実用化に

向けた実績及び国土交通省の政策実

現への貢献といった優れた成果を創出

した等、３研究所の統合効果を発揮し、

期待された以上の顕著な成果を挙げた

ため。  

令和 6 年度の特筆すべき事項は、以

下のとおり。 

 

（１）分野横断的な研究の推進 

  

○災害時輸送シミュレータの開発にお

いては、水害での救助方法について整

理を実施し、水害救助シミュレータのプ

ロトタイプを作成した。 

災害救助シミュレーションに関する研

究の多くは単一の輸送手段による救助

に限定されているが、本研究は、複数

の輸送手段による救助を同時に評価し

ており新規性がある。さらに複数のシナ

リオによる水害の救助状況を再現して

おり独創性がある。 

 

〇洋上風力発電施設の安全評価手法

等の確立のための調査に関する研究

では、検査の技術基準・安全ガイドライ

ン（鋼製浮体）の要因整理表を作成し

た。これは検査の省力化・省人化に寄

与する。 

  

〇洋上風力発電施設の防食システム

の検査方法に関する研究については、

実構造物に接触せずに防食電流密度

の分布を観測した例は，世界初であり、
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- 船舶、港湾、空港、ほ

か陸上物流に関連した

ビッグデータを活用した

地震・ 津波や高潮・高

波等による大規模災害

時の輸送シミュレータ等

災害防止・被 害最小化

方策に関する研究開発 

 

- 再生可能エネルギー

関連施設の主軸と見込

まれる洋上風力発電施

設の計画、 施工、保守

点検等の高度化に関す

る研究開発 

 

 

- 海洋環境保全に関連

し、船舶事故時等に環

境汚染で問題となる油

の回収等、 環境汚染

防止に寄与する研究開

発 

 

また、これら以外の新た

な分野横断的な研究テ

ーマの模索や検討も継

続的に行 う。 

問題となる搭載油を効率

的・効果的に回収し、環

境汚染を 最小限にとど

めるための研究開発が

必要とされている。 これ

らの分野横断的な研究

課題について、３研究所

が連携し、効率的かつ効

果的 に実施する。 具体

的には、以下の研究開

発を進める。  

①安全・安心社会の実

現に向けたビッグデータ

を活用した地震・津波、

高潮・高波 等による大

規模災害時の輸送シミュ

レータ等災害防止・被害

最小化方策に関する 研

究開発 

 

 ②再生可能エネルギー

関連施設促進に関連し、

洋上風力発電施設の計

画・施工、保 守点検等

の高度化に関する研究

開発 

  

 

③海洋環境保全に関連

し、船舶事故時等で問題

となる油の回収等、環境

汚染防止 に寄与する研

究開発  

 

 

上記の研究テーマを通じ

て、我が国の運輸・海事

産業の国際競争力を強

化しつつ、 さらに、当該

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで、安全・安心社会

の構築に貢献すべく、船

舶、港湾、空港、ほか輸

送に関連したビックデー

タを活用しながら、地震・

水害等による大規模災

害時の輸送シミュレータ

による災害防止・被害最

小化方策に関する研究

開発を実施する。 

また、今後益々発展

が期待される再生可能

エネルギー関連施設の

促進に関連し、洋上風力

発電施設の計画・施工、

保守点検等の高度化に

関した研究開発を実施

する。 

それに加え、環境汚染

を最小限にとどめるた

め、海上での船舶の衝

突、座礁等で問題となる

搭載油を効率的・効果的

に回収するための研究

開発を実施する。 

上記の研究テーマを

通じて、我が国の運輸・

海事産業の国際競争力

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）分野横断的な研究の推進 

  

〇災害時輸送シミュレータの開発 

令和６年度は、来年度分析で対象とする岡山県の基礎的な実

態調査を実施した。また、令和 2 年 7 月豪雨（熊本県人吉市）を

対象として、水害での救助方法について整理を実施し、水害救

助のシミュレータのプロトタイプを完成させた。 

シミュレータは、浸水区域を設定し、地域内の居住人数等を入

力することで、避難所まで輸送するシミュレータとなっている。 

査読付き論文：２件 

〇洋上風力発電施設の安全評価手法等の確立のための調査に関

する研究 

 リスクの定量化を企図して、検査の技術基準・安全ガイドライン

（鋼製浮体）の要因整理表を作成した。また、水深 400m を超える

海域にて期待されるトート係留を対象に、係留索に異常が発生した

ときの検出や影響について明らかにした。 

〇洋上風力発電施設の防食システムの検査方法に関する研究 

「電流密度測定装置および腐食測定方法」、「電位差測定装置

のオフセット補正方法および電位差測定装置」を開発し、特許を

出願した。 

実構造物に接触せずに防食電流密度の分布を観測した例

は，世界初である。 

特許出願：２件 

〇固定翼人機による海上・沿岸の自動監視観測に関する技術開発 

無人機の目視外飛行の動態を把握する無線システム（BLE お

よび LTE）の機能および性能の向上とともに、有人機の位置監視

システムやその他システムの情報を統合する管理システムを構

築した。海上飛行実験を実施し、無人機を有人機と同様の頻度

で補足できることを確認した。 

〇重油のエマルション化による流動促進化及び回収技術の開発 

潜水士が潜れない大水深下でロボット

による観測・監視が可能になる。 

 

〇固定翼人機による海上・沿岸の自動

監視観測に関する技術開発では、洋上

風力発電の風車を点検する無人機の

監視を想定し、有人機同様の頻度で督

促できることを海上実験で確認でき、周

辺監視として有効であることを示した。 

  

○重油のエマルション化による流動促

進化及び回収技術の開発では、O/W

化法の研究を進め、長距離管路搬送実

験を行い、従来知られている CAF 法と

比較して、非イオン系界面活性剤を使

用する O/W 化法は荒天時などの作業

一時停止に強く、優位であることを明ら

かにした。 

  

 

 ○分野横断的な研究の発掘促進を目

的に設立された、分野横断的推進会議

を定期的に開催し、連携研究項目の選

定と所内研究予算の充当など、分野横

断研究の推進強化が図られた、新規に

「小型波浪ブイを用いた洋上精密測

位 」及び創設した萌芽的課題「コンテ

ナターミナルにおける本船動静の不確

実性を考慮した荷役機械の運用計画

立案に関する調査」を開始することとし

た。 

 共通基盤技術の確立や新たな分野横

断的な研究開発テーマの検討に資する

ため、うみそら研勉強会（2 回）、ミニ勉

強会（３回）による 3 研究所間での研究

成果の水平展開の継続に努めるととも

に、交通モード連携の可能性検討のた

め、他研究所との研究交流を進めてい

る。 
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テーマ以外の分野横断

的な研究テーマについて

も、模索や検討を継続 

的に行い、新たな研究テ

ーマの確立と実施を目

指す。 

 

を強化しつつ、共通基盤

となる技術の活用を支援

する３研勉強会等の活

動を実施して研究の連

携を進める。当該テーマ

以外の分野横断的な研

究テーマについても、模

索や検討を継続的に実

施する。 

船舶の燃料として使用される粘度の高い重油について、沈船

から回収することを対象とし、非イオン系界面活性剤の使用を検

討した。長距離管路搬送実験を行い、従来知られている CAF 法

と比較して非イオン系界面活性剤を利用した O/W 化法が優位で

あることを明らかにした。 

〇その他の分野横断的な研究テーマの確立に向けた取組 

うみそら研内での分野横断的研究の新規テーマの発掘や、萌

芽的連携推進研究課題の創出、実施課題のさらなる推進を図る

ため分野横断的研究推進会議を定期的に開催し分野横断的研

究の主要課題と位置づけられた洋上風力発電をはじめ、「内部

特別予算活用型分野横断的研究課題」に採択された研究項目

の進捗報告や、次年度の継続に向けた課題ごとの研究計画に

ついて、上記推進会議にて審議を行った。その結果、引き続き災

害時輸送シミュレータの開発、浮体式洋上風力発電施設の安全

評価手法等の確立のための調査研究、洋上風力発電施設の防

食システムの検査方法に関する研究、海難事故時における油流

出・処理効率向上技術の開発を実施することとした。また、新た

な連携推進研究課題として、小型波浪ブイを用いた洋上精密測

位、萌芽的連携推進研究課題として、コンテナターミナルにおけ

る本船動静の不確実性を考慮した荷役機械の運用計画立案に

関する調査にも着手することとした。 

 また、3 研の研究内容の把握による連携促進や連携研究の進

捗管理を目的として、3 研究所での連携勉強会を定期的に行うと

ともに、研究所ごとに主催する研究計画評価委員会や外部向け

の研究発表会において、相互の参加や発表を通じた研究情報の

共有に努めた。さらに、連携研究の進捗を管理するために「研究

の連携案件調査票」を定期的（年 2 回）に更新し、研究所内で共

有することにより、継続中の研究項目の実施状況の把握や、新

たな連携課題の発掘のためのデータベース化を図った。3 研の

各研究者情報を共有するため、3 研の全ての研究員に対して、

引き続きリサーチマップへの情報登録を推奨した。また、連携研

究に取り組む研究者へのインセンティブ向上として、重油のエマ

ルション化による流動促進化及び回収技術の開発の成果の成

果を理事長表彰した。 

 また、理事長表彰で分野横断研究の

成果を表彰（研究所連携研究を組織し

て重油のエマルション化による流動促

進化及び回収技術を開発した功績）し、

研究実施のインセンティブ向上を図っ

た。 

 

以上の様に、分野横断的な研究の推進

については、研究を着実に実施してい

ると共に、新しい連携研究も立ち上げる

とともに、研究実施へのインセンティブ

向上の取り組みも行っており、継続的、

発展的に十分な成果を挙げていると評

価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 船舶に係る技術及びこれを活用した海洋の利用等に係る技術に関する研究開発等 

関連する政策・施策   当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

  

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】我が国の海上輸送の安全の確保等のための技術的課題

の解決は、国土交通省の政策目標実現に不可欠であるため。 

  

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

  

 

２．主要な経年データ 

  主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

    基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

科学雑誌掲載論文数 － 52 編 36 編      予算額（千円） 3,585,860 3,595,993      

査読付き国際会議論文数 － 34 編 31 編      決算額（千円） 4,118,834 4,576,411      

科学雑誌掲載論文・査読付き国

際会議論文の被引用数 

－ 762 回 987 回      経常費用（千円） 3,862,294 4,375,211      

各種表彰の受賞件数 － 10 件 11 件      経常利益（千円） -17,607 -139,496      

重点的に取り組むまたは実用に

資する研究実施件数 

－  10 件 10 件      行政コスト（千円） 3,989,913 4,501,692      

  基礎研究の実施数 － 17 件 15 件      従事人員数 197 名 197 名      

 国際連携活動数 － 7 件 7 件               

注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は各年 4 月 1 日現在の役職員数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

  中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

国土交通省は、海

上輸送の安全の確

保、海事分野の脱・

低炭素化の実現、浮

体式洋上風力発電

施設をはじめとする

海洋関連技術の開

発等に取り組むとと

もに、海事産業のＤ

Ｘの推進等、国際競

争力を強化するため

中長期目標に掲げら

れた研究開発課題で

ある海上輸送の安全

の確保、海洋環境の保

全、海洋の開発、海上

輸送を支える基盤的技

術開発等に対する適

切な成果を創出し、国

土交通省が推進する

政策に技術的に貢献

するため、本中長期目

標期間においては、次

中長期目標に掲げられた研究開発課題であ

る海上輸送の安全の確保、海洋環境の保全、

海洋の開発、海上輸送を支える基盤的技術開

発等に対する適切な成果を創出し、国土交通

省が推進する政策に技術的に貢献するため、

本中長期目標期間においては、次に記載する

研究に重点的に取り組むこととする。これらに

取り組むにあたっては、研究開発成果の社会

実装が強く求められていることも踏まえ、国の

政策とともに民間ニーズ等を踏まえたものとな

るよう適切な対応を図ることとする。 

１．主な評価軸 

○成果・取組が国の

方針や社会のニー

ズに適合し、社会

的価値（安全・安心

の確保、環境負荷

の低減脱・低炭素

化の実現、国家プ

ロジェクト海洋開発

への貢献、海事産

業の競争力強化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞評定：A 

  

根拠： 

年度計画は全て達成しており、研究開

発成果の最大化に向けた顕著な成果の創

出や、将来的な成果の創出の期待が認め

られる。有識者から構成される外部評価委

員会の委員より、各評価軸に沿った評価を

受けたところ、令和 6 年度の特筆すべき事

項は、以下のとおり。 

  

評定  
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の政策を推進してい

る。 

研究所は、このよ

うな国土交通省の政

策における技術的課

題への対応や関係

機関への技術支援

等のため、次の研究

開発課題について、

重点的に取り組むこ

ととする。 

さらに、独創的ま

たは先進的な発想

に基づき、研究所の

新たな研究成果を創

出する可能性を有す

る萌芽的研究に対し

ては、先見性と機動

性を持って的確に対

応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）海上輸送の安全

の確保 

に記載する研究に重点

的に取り組むこととす

る。これらに取り組むに

あたっては、研究開発

成果の社会実装が強く

求められていることも

踏まえ、国の政策とと

もに民間ニーズ等を踏

まえたものとなるよう適

切な対応を図ることと

する。 

また、これら重点的

に取り組む研究開発課

題以外のものであって

も、本中長期目標期間

中の海事行政を取り巻

く環境変化により、喫

緊の政策課題として対

応すべきものがある場

合は、重点的に取り組

む研究開発課題と同様

に取り組むこととする。 

さらに、独創的また

は先進的な発想に基

づき、研究所の新たな

研究成果を創出する可

能性を有する萌芽的研

究についても、先見性

と機動性をもって的確

に対応するとともに、研

究ポテンシャルの維

持・向上、海事分野で

の新たなシーズの創生

を図るための取組を行

う。 

 

（１）海上輸送の安全の

確保 

また、これら重点的に取り組む研究開発課題

以外のものであっても、本中長期目標期間中の

海事行政を取り巻く環境変化により、喫緊の政

策課題として対応すべきものがある場合は、重

点的に取り組む研究開発課題と同様に取り組

むこととする。 

さらに、独創的または先進的な発想に基づ

き、研究所の新たな研究成果を創出する可能

性を有する萌芽的研究についても、先見性と機

動性をもって的確に対応するとともに、研究ポ

テンシャルの維持・向上、海事分野での新たな

シーズの創生を図るための取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）海上輸送の安全の確保 

海難事故の削減、事故時の影響最小化等を

図ることにより、海上輸送における安心・安全を

等）の創出に貢献

するものであるか。 

 

○成果・取組の科学

的意義（新規性、

発展性、一般性

等）が、十分に大き

いか。 

 

○成果が期待された

時期に創出されて

いるか。 

 

○成果が国際的な水

準に照らして十分

大きな意義があり、

国際競争力の向上

につながるもので

あるか。 

 

○萌芽的研究につい

て、先見性と機動

性を持って対応し

ているか。 

 

２．評価指標 

○ 研究開発等に係

る具体的な取組及

び成果の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）海上輸送の安全の確保 

〇短波頂不規則波で計測された船体応答デ

ータから、カルマンフィルタ手法を用いて、

なお、予算額と決算額のかい離の主な

要因については、受託事業等が予定を上

回ったことであり、積極的な業務運営を図

ったものと考える。 

  

（国の方針・社会的観点） 

〇海上輸送の安全の確保において、波高

非線形に対応した短期及び長期予測

は、次世代船舶の強度設計に必要な手

法であり、他機関（特に外国船級協会）

に先駆けてこれを開発したことは、海事

産業の競争力強化につながる。 

〇海洋環境の保全においては、GHG 削減

への社会的要請は非常に高く、民間企

業と共同開発した高度空気潤滑システ

ム「AdAM」の実船適用一番船が就航し

たことは、社会的な価値の高い研究成

果であると評価できる。 

〇海上輸送を支える基盤的な技術開発で

は、第 5 期国土交通省技術基本計画や

第 4 期海洋基本計画で DX 造船所の推

進が述べられており、海事産業の競争

力強化の観点及び具体的な国内造船所

のニーズに基づいて実施しており、政策

課題へ直接的に貢献するものである。 

 

（科学的観点） 

〇海上輸送の安全の確保においては、波

浪中非線形を含む複雑な応答の長期的

な予測及び評価を設計者が行えるよう

理論展開を行い、手法を整備したことは

一般性として科学的意義が大きい。 

〇海洋の開発では、複数 AUV 隊列制御

技術の開発及び実装に貢献した功績に

より、資源開発の安定供給に加えて我

が国安全保障に大きく寄与したと評価さ

れ、日本の海事分野において特に顕著

な功績を挙げた個人や団体を称える「令

和６年「海の日」海事関係功労者国土交
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海難事故の原因

分析・再発防止と社

会合理性のある安

全規制の構築による

安全・安心社会の実

現及び国際ルール

形成への戦略的な

関与を通じた海事産

業の国際競争力の

強化に資するため、

自動運航船やゼロエ

ミッション船等の次

世代船舶の安全性

評価手法、自動操

船・操船支援に係る

技術の高度化に関

する研究開発や、海

難事故等の再現技

術や評価手法、これ

らを通じた適切な再

発防止策の立案等

に関する研究開発に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海難事故の削減、事

故時の影響最小化等

を図ることにより、海上

輸送における安心・安

全を適切に確保するこ

とが社会から要請され

ており、不断に取り組

む必要がある。その一

方、国際海事機関（ＩＭ

Ｏ）における技術的合

理性のない安全規制

の導入に対しては、技

術的な知見を基に、社

会的負担とのバランス

を確保した適切な安全

規制体系の構築を図る

必要がある。また、自

動運航船やゼロエミッ

ション船をはじめとする

次世代船舶の安全性

評価手法、自動操船・

操船支援に係る技術

の高度化など、船舶の

安全性向上に係る技

術開発成果を背景とし

て我が国が国際ルー

ル策定を主導すること

は、安心・安全社会の

実現とともに我が国海

事産業の国際競争力

強化の観点から重要で

ある。 

さらに、海難事故の

高度な再現技術の確

立等により、発生原因

を正確に解明し、事故

の適切な評価を行い、

適切な再発防止技術

を開発することは、海

適切に確保することが社会から要請されてお

り、不断に取り組む必要がある。その一方、国

際海事機関（ＩＭＯ）における技術的合理性のな

い安全規制の導入に対しては、技術的な知見

を基に、社会的負担とのバランスを確保した適

切な安全規制体系の構築を図る必要がある。 

また、自動運航船やゼロエミッション船をはじ

めとする次世代船舶の安全性評価手法、自動

操船・操船支援に係る技術の高度化など、船舶

の安全性向上に係る技術開発成果を背景とし

て我が国が国際ルール策定を主導することは、

安心・安全社会の実現とともに我が国海事産業

の国際競争力強化の観点から重要である。 

さらに、海難事故の高度な再現技術の確立

等により、発生原因を正確に解明し、事故の適

切な評価を行い、適切な再発防止技術を開発

することは、海難事故の削減のため不可欠であ

る。 

このため、以下の研究開発を進める。 

 

①次世代船舶等の安全性評価・リスク解析手

法及び自動操船・操船支援技術の高度化並び

に船体構造評価技術に関する研究開発 

－海難事故の原因分析・再発防止と社会合理

性のある安全規制の構築による安全・安心

社会の実現及び国際ルール形成への戦略

的な関与を通じた海事産業の国際競争力の

強化を目標に、研究開発の推進を図る。本年

度は、自動運航船等のリスク解析のための

モデルベースリスクアセスメント手法の開発、

自動避航操船及び自動離着桟システムの開

発並びにこれらシステムの安全評価技術の

高度化、ＭＲ等を活用した船舶建造の安全性

向上に資する作業支援システムの開発を行

う。等 

②海難事故等の再現技術や評価手法に関する

研究開発等 

－事故再現シミュレーションツールの高度化、

事故簡易推定手法の検討及び開発、事故時

今まで困難であった船の実海域出会い波と

船体応答の時刻歴のリアルタイム推定を可

能にした。安全な運航、合理的設計の実現

に結びつく。 

〇前年度開発した船体非線形応答の統計予

測法である RTP 法を非線形横揺れ運動に

対して適用できるよう開発した。結果とし

て、長期予測の大幅な計算時間削減を可

能に。本手法は民間活用が進んでいる全

船荷重構造一貫解析システム DLSA-Basic

システムに導入済み。 

〇科学雑誌掲載等論文 3 編、査読付き国際

会議論文 14 編、国際会議（OMAE）の最優

秀論文賞等、各種表彰を 4 件受賞、プログ

ラム登録 5 件 

 

トピックス 1 

〇自動避航アルゴリズムの開発では、航路情

報の交換により取得した相手船の計画進

路に基づいて動向を予測することで、より最

適な衝突回避を可能とした。小型実験船

「神峰」を使って実機運用を行い、衝突回避

機能及び切り替え機能の有効性を確認し

た。 

〇自動運航船の実運航に必要な安全評価手

法の確立のため、FTSS と SHS を連携させ

た自動避航アルゴリズム評価を試行した。

外部機関で開発された自動避航システムを

FTSS シミュレータに接続し、システムの有

効性を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通大臣表彰」を受賞し、科学的意義が大

きいと考える。 

 

（時間的観点） 

〇海上輸送の安全の確保では、自動運航

船の開発は現在進行中であり、適切な

時期に研究が進められている。 

〇海洋の開発においては、成果が国の

LNG バンカリングガイドラインの改訂に

反映されるなど、時宜にあったタイミング

で研究成果が創出されている。 

〇海上輸送を支える基盤的な技術開発に

おいては、デジタル化・DX の推進が進

む昨今の状況や我が国造船業の国際

競争力の回復が望まれている現状にお

いて、適切な時期に成果を創出してい

る。 

 

（国際的観点） 

〇海上輸送の安全の確保においては、自

動運航船の安全評価は各国が検討を進

めているところであり、日本としての方針

を明示し、IMO 等のガイドラインに反映さ

せていくことは国際競争力の向上に繋

がるものである。 

〇海洋環境の保全において、研究成果を

用いた ISO 規格提案・発行に向けた対

応は、国際社会における日本の地位と

信頼を高めることに繋がるものである。 

〇海洋の開発においては、世界初の取り

組みである水中完結型の複数 AUV 協

調群制御技術等ついて、国家プロジェク

トにおいて実証試験を実施する予定で

あり、当該分野における国際競争力の

著しい向上が期待される。 

〇海上輸送を支える基盤的な技術開発で

は、造船分野におけるデジタルトランス

フォーメーション(DX)を推進する取り組

みついて、国内造船所の生産性向上や



  
 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海洋環境の保全 

船舶による環境負

荷の大幅な低減と社

会合理性を兼ね備

えた環境規制の実

現及び国際ルール

形成への戦略的な

関与を通じた海事産

業の国際競争力の

強化に資するため、

水素・アンモニア等

のゼロエミッション燃

料の燃焼解析技術

を始めとする温室効

果ガス削減技術の

高度化及び実海域

における実船性能向

上に関する研究開

発、並びに船舶の運

航時における環境負

荷低減に資する基

盤的技術及び環境

影響評価手法等に

難事故の削減のため

不可欠である。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①次世代船舶等の安

全性評価・リスク解析

手法及び自動操船・操

船支援技術の高度化

並びに船体構造評価

技術に関する研究開

発 

②海難事故等の再現

技術や評価手法に関

する研究開発等 

 

（２）海洋環境の保全 

国際海運における

2050 年カーボンニュ

ートラルの実現や内航

海運におけるカーボン

ニュートラルの推進に

向けて、水素、アンモニ

ア等のゼロエミッション

燃料船等の開発・実用

化、安全基準の策定等

環境整備が求められて

いる。また、温室効果

ガス削減以外にも、船

舶に起因する環境負

荷の低減に資する技

術開発は、不断に行う

必要がある。加えて、

環境負荷低減に係る

技術開発成果を背景と

して国際ルール策定を

主導することは、地球

環境問題解決への貢

献とともに我が国海事

産業の国際競争力強

航跡表示システムの効率化・迅速化を行う。

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海洋環境の保全 

国際海運における 2050 年カーボンニュート

ラルの実現や内航海運におけるカーボンニュー

トラルの推進に向けて、水素、アンモニア等の

ゼロエミッション燃料船等の開発・実用化、安全

基準の策定等環境整備が求められている。ま

た、温室効果ガス削減以外にも、船舶に起因す

る環境負荷の低減に資する技術開発は、不断

に行う必要がある。 

加えて、環境負荷低減に係る技術開発成果

を背景として国際ルール策定を主導すること

は、地球環境問題解決への貢献とともに我が

国海事産業の国際競争力強化の観点から重要

である。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①ゼロエミッション燃料を用いたＧＨＧ削減技術

の高度化及び安全・環境対策並びに船舶の運

航時における環境負荷低減に関する研究開発 

－船舶による環境負荷の大幅な低減と社会合

理性を兼ね備えた環境規制の実現及び国際

ルール形成への戦略的な関与を通じた海事

産業の国際競争力の強化を目標に、研究開

発の推進を図る。本年度は、水素専焼時の

異常燃焼を抑制する技術の開発、ゼロエミッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海洋環境の保全 

〇代替燃料利用技術に関する研究では、大

型舶用２ストロークエンジンの次世代燃料

（水素・アンモニア等）評価設備の構築と計

測技術を構築した。エンジンの開発に必要

不可欠な次世代燃料燃焼に関する詳細な

データを取得できる準備を完了。 

〇環境負荷低減に関する研究では、気象と大

気質の相互作用を考慮したより精度の高い

大気質シミュレーション法を構築した。陸上

局の計測結果との精度検証も実施し、目標

値（誤差 50%以下等）を満たしていることを

確認。 

〇科学雑誌掲載等論文 1 編、査読付き国際

会議論文 2 編、日本船舶海洋工学会（論文

賞）等、各種表彰を 4 件受賞、特許出願 1

件 

 

トピックス 2 

〇外部機関との連携事業によって、連携型省

エネ船のコンセプトを踏まえた新たな内航

貨物船の建造支援を行った。 

〇令和 7 年 1 月に大阪－沖縄航路に就航し

た 499 総トン内航貨物船「ちゅらさん」に

安定的な生産に資する技術開発であ

り、国際競争力の向上に直結すると評

価できる。 

 

（先見性・機動的観点） 

〇海洋環境の保全においては、多様な次

世代燃料の燃焼効率化への取り組み、

国際ルール策定の主導、実用化に向け

た研究を実施した。計画的な研究開発を

基盤としながら、新たな視点や発想を取

り入れることで、先見性と機動性を持っ

て研究開発を行っていると評価できる。 

 

技術開発した高度空気潤滑システム

「AdAM」の実船適用一番船が就航するな

ど国土交通省の政策方針や社会ニーズに

適合した社会的価値の創出に貢献すると

ともに、海洋開発関連では「令和６年「海の

日」海事関係功労者国土交通大臣表彰」を

受賞するなど成果の科学的意義について

も十分大きい。また、研究結果は国の LNG

バンカリングガイドラインの改訂に反映され

るなど、期待された時期に成果が創出され

ている。自動運航船の技術開発や安全評

価などは、国際的な水準に照らしても大き

な意義があり、他方、舶用エンジン技術開

発では多様な次世代燃料への取り組みな

ど、萌芽的研究にも対応している。総括と

して、期待された以上の顕著な成果を挙げ

ていると判断した。 

 

これらを踏まえて A 評価とする。 
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関する研究開発に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）海洋の開発 

海洋再生可能エ

ネルギー・海洋資源

開発の促進及び海

洋開発産業の振興

並びに国際ルール

形成への戦略的関

与を通じた我が国海

事産業の国際競争

力強化に資するた

め、船舶に係る技術

を活用して、海洋再

生可能エネルギーの

導入拡大に向けた

安全性評価・最適

化、海洋開発のため

の関連機器、マリン

オペレーション技術

等に関する研究開

発に取り組む。 

 

 

 

 

化の観点から重要であ

る。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①ゼロエミッション燃料

を用いたＧＨＧ削減技

術の高度化及び安全・

環境対策並びに船舶

の運航時における環境

負荷低減に関する研

究開発 

②実海域の海象・気象

における船舶の性能向

上に関する研究開発 

 

（３）海洋の開発 

海洋再生可能エネ

ルギー・海洋資源開発

の促進及び海洋開発

産業の振興並びに国

際ルール形成への戦

略的関与を通じた我が

国海事産業の国際競

争力強化が求められて

いる。一方、実際の海

洋開発は民間での開

発リスクが過大である

ため、海洋開発推進、

海洋産業の振興に向

けた国と民間との連携

が重要である。 

したがって、研究所

には、船舶に係る技術

を活用し、海洋基本計

画等の国の施策に沿っ

たナショナルプロジェク

ト等への技術的貢献を

行うとともに、実際の開

発・生産を担う我が国

ション燃料の排出ガス特性の評価及び後処

理装置の検討、船舶由来化学物質が海洋環

境に与える影響評価技術の高度化を行う。

等 

②実海域の海象・気象における船舶の性能向

上に関する研究開発 

－代替燃料や補機を考慮したライフサイクル燃

費評価法の構築、水槽試験と CFD の同化に

よる多様な船型・状態でのシミュレーション技

術の開発、実海域実船性能評価統合アプリ

ケーションの開発を行う。等 

 

 

 

 

（３）海洋の開発 

海洋再生可能エネルギー・海洋資源開発の

促進及び海洋開発産業の振興並びに国際ルー

ル形成への戦略的関与を通じた我が国海事産

業の国際競争力強化が求められている。一方、

実際の海洋開発は民間での開発リスクが過大

であるため、海洋開発推進、海洋産業の振興に

向けた国と民間との連携が重要である。 

したがって、研究所には、船舶に係る技術を

活用し、海洋基本計画等の国の施策に沿った

ナショナルプロジェクト等への技術的貢献を行う

とともに、実際の開発・生産を担う我が国企業

への技術的支援が求められている。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①海洋再生可能エネルギー開発に係る関連シ

ステムの安全性評価・最適化に関する研究開

発 

－海洋再生可能エネルギー・海洋資源開発の

促進及び海洋開発産業の振興並びに国際ル

ール形成への戦略的関与を通じた我が国海

事産業の国際競争力強化を目標に、研究開

発の推進を図る。本年度は、係留の健全性

評価手法の開発と生物付着影響評価、デジ

は、海技研で開発した高度空気潤滑システ

ム「AdAM」やコンテナ型バッテリーシステム

が搭載された。就航後の実運航時の計測

データでは、空気吹き出しの相当空気膜厚

3mm の条件で、約 5%（速報値）の実質省エ

ネ効果を得た。 

〇また、運航効率の見える化に資する船内監

視・陸上サポートシステム※4 を提案、同船

に搭載され上記新技術の動作状況把握に

貢献。 

 

 

 

 

 

（３）海洋の開発 

〇マリンオペレーション技術開発に関して、燃

料バンカリング事業者と連携して、事業形

態に則した係船要件（係船索径、索配置

等）を設定、振れ回り運動を伴う錨泊中

LNG バンカリングの時間領域計算を実施し

た。最終的には、LNG 燃料移送が可能とな

る運用限界条件を決定し、国の LNG バン

カリング安全ガイドライン改訂（R7 年 3 月）

に貢献した。 

〇AUV 複数機運用技術開発に関しては、前

年度開発、シミュレーション検討のみであっ

た reference-follower 群制御技術を海技研

航行型 AUV に実装。実海域潜航試験によ

り、洋上からの管制が不要な AUV 同時運

用手法を実現し、有効性を確認した。 

〇ホバリング型 AUV の海中長期運用に資す

る深海ターミナルへのドッキング手法※3 を

開発し、実機実装した。水槽試験を実施し

て、失敗なく多数回(13 回)ドッキング試験に

成功した。 

〇国土交通大臣表彰等各種表彰を 2 件受

賞、特許出願 2 件、プログラム登録 4 件 
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（４）海上輸送を支え

る基盤的技術開発 

海事産業の技術

革新の促進と海上

輸送の新ニーズへ

の対応を通じた海事

産業の国際競争力

強化及び我が国経

済の持続的な発展

に資するため、デジ

タル技術等の活用

等による造船所の生

産性向上や適切な

品質管理を図るため

の革新的技術、ビッ

グデータを活用した

海上輸送の効率化・

最適化に係る基盤

的な技術等に関する

研究開発に取り組

む。 

企業への技術的支援

が求められている。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①海洋再生可能エネ

ルギー開発に係る関連

システムの安全性評

価・最適化に関する研

究開発 

②海洋開発のための

機器・運用技術の高度

化、マリンオペレーショ

ン技術の最適化・安全

性評価に関する研究

開発 

 

（４）海上輸送を支える

基盤的な技術開発 

我が国海事産業が、

その取り巻く環境の変

化に適切に対応し、国

際競争力を強化し、我

が国経済の持続的な

発展に貢献していくた

めに、デジタル技術を

活用した海事産業の技

術革新の促進、多様な

ニーズに応える海上交

通サービスの提供等を

行っていくことが求めら

れている。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①デジタル技術の活用

による海事産業の生産

性向上や品質管理に

資する技術に関する研

究開発 

タルツイン技術を用いた浮体応力推定手法

の開発を行う。等 

②海洋開発のための機器・運用技術の高度

化、マリンオペレーション技術の最適化・安全性

評価に関する研究開発 

－CTV の風車タワーへの乗り移り性能評価プ

ログラムの開発、海洋ＣＣＳに係る管内流動

の評価を行う。等 

③海洋の利用に関連する技術に関する研究開

発 

－AUV-AUV 通信・測位による協調群制御アル

ゴリズムの開発及び実機実装、画像ベース

AUV ドッキング手法の開発、海空無人機シス

テム AUV の基本設計を行う。等 

 

 

（４）海上輸送を支える基盤的な技術開発 

我が国海事産業が、その取り巻く環境の変

化に適切に対応し、国際競争力を強化し、我が

国経済の持続的な発展に貢献していくために、

デジタル技術を活用した海事産業の技術革新

の促進、多様なニーズに応える海上交通サー

ビスの提供等を行っていくことが求められてい

る。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①デジタル技術の活用による海事産業の生産

性向上や品質管理に資する技術に関する研究

開発 

－海事産業の技術革新の促進と海上輸送の新

ニーズへの対応を通じた海事産業の国際競

争力強化及び我が国経済の持続的な発展を

目標に、研究開発の推進を図る。本年度は、

実船の BOM/BOP データ作成等による造船

所における PLM システムの環境整備、艤装

工程に対応した建造シミュレータの開発、要

素試験体を用いた溶接及び接着構造の基本

性能評価を行う。等 

②ビックデータ等の活用による新たなニーズに

対応した海上輸送システムに関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）海上輸送を支える基盤的な技術開発 

〇BOM ベースの製品開発手法の開発では、

STEP フォーマットを活用しながら CAD シス

テムと連携し、BOM のデータ生成プロセス

を自動化、省力化させた。 

〇生成 AI を用いて数百の設計仕様書データ

からナレッジグラフを構築し、BOM データを

推論・生成できるシステムを開発した。 

〇造船作業工程のデジタル化では、艤装工

程の最適化が可能な配管の取付シミュレー

ション技術を開発した。熟練技術者・設計者

に頼らず製作工程管理が可能になった。 

〇科学雑誌掲載等論文 1 編、査読付き国際

会議論文 3 編、国際会議（SLSTL）特別賞

を受賞、プログラム登録 2 件 
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②ビックデータ等の活

用による新たなニーズ

に対応した海上輸送シ

ステムに関する研究開

発 

－データ融合と AI 等評価手法の実装に向けた

設計、災害時輸送シミュレータのアルゴリズ

ムの検討、計算条件、出力結果の共有化の

ためのデータベース設計・開発、オンラインワ

ークショップ、実動訓練を行う。等 

③海上物流の効率化・最適化に係る基盤的な

技術に関する研究開発 

－これまでに開発したＧＨＧ削減戦略評価プラ

ットフォームについて、国際海運の実態を踏

まえたＩＭＯ等における議論などを通じて高度

化を行う。等 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式      

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 港湾、航路、海岸及び飛行場等に係る技術に関する研究開発等 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】我が国の港湾・空港の整備等における技術的課題の解決

は、国土交通省の政策目標実現に不可欠であるため。 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  
基準値

等 
R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11 年度  R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11 年度 

科学雑誌掲載論文数 － 46 編 37 編      予算額（千円） 3,056,577 3,018,429      

査読付き国際会議論文数 － 14 編 23 編      決算額（千円） 3,656,855 4,280,666      

科学雑誌掲載論文・査読付き国際
会議論文の被引用数 － 1,000 回 1,129 回      経常費用（千円） 3,610,388 3,379,098      

和文査読付き論文数 － 42 編 59 編      経常利益（千円） 
-6,912 58,832 

 
     

各種表彰の受賞件数 － 19 件 16 件      行政コスト（千円） 3,840,967 3,563,861      

 
重点的に取り組むまたは実用に資
する研究実施件数 － 24 件 22 件      従事人員数 103 104      

 基礎研究の実施数 － 19 件 15 件               

 国際連携活動数 － 7 件 4 件               

                                                          注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は各年 4 月 1 日現在の役職員数。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による 

評価 主な業務実績等 自己評価 

 国土交通省では、港

湾・空港施設等の整

備、防災及び減災対

策、インフラ長寿命計

画化に加え、近年対応

が求められる、ICT 技

術や DX の導入による

生産性向上、沿岸・海

洋環境の形成に加え

脱炭素社会の構築へ

の対応のための政策を

推進している。 

研究所は上記政策

における技術的課題へ

の対応や関係機関へ

の支援のため、構造物

の力学的挙動等のメカ

ニズムの解明や要素

技術の開発など港湾・

空港整備等に関する基

礎的な研究開発等を実

施するとともに、港湾・

空港整備等における事

業の実施に係る研究

開発を実施する。 

さらに、独創的また

は先進的な発想に基

づき、研究所の新たな

研究成果を創出する可

能性を有する萌芽的研

究に対しては、先見性

と機動性を持って的確

に対応する。 

なお、研究所による

基礎的な研究開発等

中長期目標に掲げら

れた研究開発課題、すな

わち港湾・空港施設等の

防災及び減災対策、イン

フラ整備の長寿命、サイ

バー施工技術や DX の

導入による生産性向上、

沿岸・海洋環境の形成に

加え脱炭素社会の構築

への対応における技術

的課題の解決等、国土

交通省が推進する政策

への技術的支援に対す

る適切な成果を創出し、

関係機関を含めた幅広

い技術課題の解決を図

るため、本中長期目標期

間においては、次に記載

する研究に重点的に取り

組むこととする。なお、研

究開発等にあたってはデ

ジタル技術の活用にも積

極的に取り組むこととす

る。 

基礎的な研究開発等

のうち、地震、波浪、環

境、地形、地盤、計測等

の基礎的な研究開発は、

研究所が取り組む港湾・

空港等分野のあらゆる

研究の基盤であることか

ら、これらを推進する。ま

た、成果の実用化を目途

とする実用的な研究開発

等とともに港湾・空港等

中長期目標に掲げられた研究開発課

題、すなわち港湾・空港施設等の防災及

び減災対策、インフラ整備の長寿命化、サ

イバー施工技術や DX の導入による生産

性向上、沿岸・海洋環境の形成に加え脱

炭素社会の構築への対応における技術的

課題の解決等、国土交通省が推進する政

策への技術的支援に対する適切な成果を

創出し、関係機関を含めた幅広い技術課

題の解決を図るため、本中長期目標期間

においては、次に記載する研究に重点的

に取り組むこととする。なお、研究開発等

にあたってはデジタル技術の活用にも積

極的に取り組むこととする。 

基礎的な研究開発等のうち、地震、波

浪、環境、地形、地盤、計測等の基礎的な

研究開発は、研究所が取り組む港湾・空

港等分野のあらゆる研究等の基盤である

ことから、これらを推進する。また、成果の

実用化を目途とする実用的な研究開発等

とともに港湾・空港等の整備を技術的に支

援するための研究開発についても積極的

に取り組む。 

さらに、独創的または先進的な発想に

基づき、研究所の新たな研究成果を創出

する可能性を有する萌芽的研究に対して

は、先見性と機動性を持って的確に対応

する。 

これら重点的に取り組む研究開発課題

以外のものであっても、本中長期目標期

間中の港湾空港行政を取り巻く環境変化

により、喫緊の政策課題として対応すべき

ものがある場合は、同様に取り組むことと

する。 

１．評価軸 

○成果・取組が国の

方針や社会のニー

ズに適合し、社会

的価値（災害の軽

減・復旧、沿岸・海

洋環境の活用と脱

炭素社会への貢

献、港湾空港イン

フラ形成と維持管

理、DX による生産

性向上等）の創出

に貢献するもので

あるか。 

  

○成果・取組の科学

的意義（新規性、

発展性、一般性

等）が、十分に大き

いか。 

 

○成果が期待された

時期に創出されて

いるか。 

 

○成果が国際的な水

準に照らして十分

大きな意義がある

ものであるか。 

 

○萌芽的研究につい

て、先見性と機動

性を持って対応し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

 

評定：Ａ 

 

年度計画は全て達成しており、研究開発成果の最大化

に向けた顕著な成果の創出や、将来的な成果の創出の

期待が認められる。令和6年度の特筆すべき事項は以下

のとおり。 

 

（国の方針や社会のニーズへの適合、社会的価値の創

出） 

○重点分野「沿岸域における災害の軽減と復旧」では、

2025 年 1 月に埼玉県八潮市で生じた道路陥没にみら

れるように、舗装直下地盤の空洞形成と破壊を未然に

防ぐことが急務であり、沿岸構造物でしばしば生じる地

盤の吸出し・陥没に関連する機構の解明を進めると共

に、舗装の種類・舗装厚が地中レーダーの空洞探知精

度に及ぼす影響を明らかにして、空洞の発達深度の早

期評価・同定手法を開発した。 

○重点分野「沿岸・海洋環境の形成・保全・活用と脱炭素

社会の構築」では、海洋への流出物への対応策に関す

る研究のほか、低炭素素材の検討やブルーカーボンの

定量化手法の社会実装など、高い社会的価値が継続

的に創出できている。 

○重点分野「情報化による技術革新の推進」では、潜水

士等の現場作業者の不足が深刻化する状況におい

て、点検作業の省人化や自働化に資する技術開発が

実用化に近づく成果を獲得しており、社会的価値の創

出に貢献した。 

 

（科学的意義の創出） 

○全体を通じて、トップジャーナルを含む国際的な英文科

学雑誌への論文掲載(31 編)、国際会議での発表論文

(37 編)、国内学会への論文掲載(59 編)など、国内外の

それぞれの専門分野の学会を通じて、各研究成果の

評定  
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の成果は、国土技術政

策総合研究所におい

て、技術基準の策定な

ど政策の企画立案に

関する研究等に活用さ

れている。このことか

ら、研究所は引き続き

国土技術政策総合研

究所との密な連携を図

る。 

以上を踏まえ、本中

長期目標の期間にお

いて研究所は、国土交

通省の政策推進のた

め、次に示す研究開発

課題に重点的に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）沿岸域における災

害の軽減と復旧 

南海トラフ巨大地震

や首都直下地震をはじ

めとする大規模災害の

の整備を技術的に支援

するための研究開発に

ついても積極的に取り組

む。 

さらに、独創的または

先進的な発想に基づき、

研究所の新たな研究成

果を創出する可能性を有

する萌芽的研究に対して

は、先見性と機動性を持

って的確に対応する。 

これら重点的に取り組

む研究開発課題以外の

ものであっても、本中長

期目標期間の港湾空港

行政を取り巻く環境変化

により、喫緊の政策課題

として対応すべきものが

ある場合には、同様に取

り組むこととする。 

なお、港湾・空港等分

野に関する研究開発に

ついては、 同分野にお

いて政策の企画立案等

に関する研究を実施する

国土技術政策総合研究

所との一体的な協力体

制維持するとともに、研

究成果の社会還元を図

るため、引き続き民間と

の連携を推進する。 

 

 

 

（１）沿岸域における災害

の軽減と復旧 

南海トラフ巨大地震や

首都直下地震等の大規

模地震に伴う地震・津波

なお、港湾・空港等分野に関する研究

開発については、同分野において政策の

企画立案に関する研究を実施する国土技

術政策総合研究所との一体的な協力体制

を維持するとともに、研究成果の社会還元

を図るため、引き続き民間との連携を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 沿岸域における災害の軽減と復旧 

南海トラフ巨大地震や首都直下地震の

大規模地震に伴う地震・津波災害や気候

変動に伴う極端気象によって生じる高潮・

高波に関連した災害を軽減するとともに、

○研究開発に際し、

国土技術政策総合

研究所との密な連

携が図られている

か。 

 

 

２．評価指標 

○研究開発等に係る

具体的な取組及び

成果の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）沿岸域における災害の軽減と復

旧 

 

 

 

科学的意義が認められている。 

 

〇重点分野「沿岸・海洋環境の形成・保全・活用と脱炭素

社会の構築」では、海岸地形の変化予測にニューラル

ネットワークを活用し、その実用性を現地データを用い

て検証し、現象解明のための新しいアプローチ手法に

挑むなど、その科学的意義は高い 

 

（期待された時期での成果の創出） 

○重点分野「沿岸域における災害の軽減と復旧」では、

2024 年 1 月の能登半島地震による港湾の被災施設の

要因分析等を実施し、港湾管理者等の災害復旧に迅

速な成果の活用がなされている。 

〇重点分野「沿岸・海洋環境の形成・保全・活用と脱炭素

社会の構築」では、国交省等の方針で GHG インベント

リへの藻場算入が急がれたため、次年度からの研究

課題であった全国スケールの藻場分布・面積推計モデ

ルの開発と、これによる全国の藻場による推計 CO2 吸

収量の算出を前倒しで実施した。 

〇重点分野「情報化による技術革新の推進」では、港湾

施設の点検作業等の自働化や省人化に資する技術開

発が実用化に近づき、深刻化しているインフラの老朽

化の進行や、人口減少・超高齢社会に伴う現場作業者

の人手不足に貢献する技術が創出されつつある。 

 

（国際的な水準の成果の創出） 

○全体を通じて、研究で得られた知見を基に、PIANC(国

際航路協会)における港湾施設の耐震設計ガイドライン

策定をリードしたり、RILEM(国際材料構造試験研究機

関・専門家連合)でのコンクリート構造物のリスクアセス

メント活動を推進したり、また土木工学で世界的権威の

英国土木学会(ICE)で論文賞を受賞する等、国際的に

意義の大きな成果を数多く創出している。 

〇重点分野「沿岸・海洋環境の形成・保全・活用と脱炭素

社会の構築」においては、波崎海洋研究施設での地形

データや観測技術が評価され、汀線モデル開発に関す

る国際ワークショップ等への招請や、フランスやオース

トラリアなど諸外国との研究連携が強化された。 

〇重点分野「経済と社会を支える港湾・空港の形成」で
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発生リスクが高まって

いるなか、国民の生命

や財産を守るために、

防災及び減災対策を

通じた国土強靱化の推

進が必要である。研究

所は、既往の災害で顕

在化した課題への対応

を引き続き推進すると

ともに、地震災害の軽

減や復旧に関する研究

開発、気候変動・津波・

高潮・高波による災害

の軽減や復旧に関する

研究開発等に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害や気候変動に伴う

極端気象によって生じる

高潮・高波に関連した災

害を軽減するとともに、

迅速な復旧を図る取り組

みが求められている。 

このため、以下の研究

開発を進める。 

 

①地震災害の軽減や復

旧に関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

迅速な復旧を図る取り組みが求められて

いる。 

このため、以下の研究開発を進める。 

 

 

 

 

 

 

① 地震災害の軽減や復旧に関する研究

開発 

－2024 年能登半島地震の強震記録につ

いて震源特性、サイト特性等の観点か

ら分析を行う。 

－2024 年能登半島地震の港湾施設被害

について分析し、復旧設計等に向けた

支援を行う。等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地震災害の軽減や復旧に関する

研究開発 

○令和 6 年能登半島地により港湾施

設に被害が発生したことを受け、輪

島港、飯田港等において余震観

測、常時微動観測を実施した。この

うち余震観測は輪島港では輪島港

事務所の一箇所、飯田港ではラポ

ルトすずの搬入口の一箇所で実施

した。 

○余震観測記録に基づいて設定され

たサイト増幅特性を用い、多重非線

形効果を考慮する必要性を検討し

ながら、輪島港、飯田港、七尾港な

どの再現地震動を求めた。事後推

定した地震動を行政機関に提供し

て技術支援を行い、各港の港湾構

造物の復旧設計に活用されて行政

機関から高い評価を受けた。 

○被災要因究明に関する受託研究を

実施し、七尾港太田地区の矢板式

岸壁における被災要因を解明した。

試掘を含む詳細調査を行い、矢板

壁頭部だけでなく控え杭頭部も海

側へ移動していることが明らかにな

った。これらの結果をもとに、復旧

設計に向けた行政機関への技術的

支援を実施した。 

○国際航路協会 PIANC MarCom 

WG225 において強震観測記録の耐

は、フランス交通・空間計画・開発・ネットワーク技術研

究所との連携協定に基づくコンクリート材料の共同暴

露試験を行い、国際会議論文(共著)投稿につながる成

果を創出している。 

 

（萌芽的研究への対応） 

〇令和 6 年度においては、若手研究者より提案された

「海水曝露環境でのセメント固化処理土の劣化メカニズ

ムの解明」の萌芽的研究を採択し、迅速に予算的バッ

クアップを行うことで、海水中コンクリートの劣化抑制に

有効な手法を見い出し、新たな研究シーズを創出した。 

 

（国土技術政策総合研究所との連携） 

〇国土技術政策総合研究所（国総研）とは、「港湾の施設

の技術上の基準」や「港湾の施設の点検診断ガイドラ

イン」等への研究成果の社会実装のための密な連携体

制を維持しつつ、令和 6 年度においても、国、民間事業

者等に向けた研究活動や成果の発信のための講演会

や、地方整備局との技術対話を共同開催し、社会的要

請を踏まえた研究ニーズを効率的かつ的確に把握しつ

つ、研究成果の創出に努めている。 

 

以上のとおり、舗装路面の陥没防止策の構築や水中

施設点検の自動化を通じて、効率的な基盤施設の維持

補修や現場の作業環境改善など国土交通省の政策方針

や社会ニーズに適合した社会的価値の創出に貢献する

とともに、ニューラルネットワークを用いた地形変化の予

測手法の開発を行うなど、成果の科学的意義についても

十分大きく、能登半島地震による被災要因の解明に基づ

く復旧設計への技術支援や、全国藻場での CO₂吸収(ブ

ルーカーボン)量算出を当初予定よりも前倒しで実施する

など、期待された時期に成果を創出した。 

また、RILEM（国際材料構造試験研究機関・専門家連

合)でのコンクリート構造物のリスクアセスメント活動の推

進は、国際的な水準に照らしても大きな意義があり、海水

暴露環境での固化処理土の劣化メカニズム解明など萌

芽的研究にも対応しており、さらに、国総研と連携して港

湾施設の地震被災時の利用可否判断支援装置を現地導

入し、社会実装に貢献するなど、期待された以上の成果
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震設計への活用方策について議論

し、能登半島地震の被害状況を紹

介した。 

○これまでに開発した港湾施設の利

用可否判断支援装置（Berth 

Surveyor）を能登半島の 3 港湾に

導入した（港空研協力支援）。 

○内閣府 BRIDGE 事業に「港湾施設

の被災状況把握・利用可否判断の

迅速化」が採択され、Berth 

Surveyor と各種現地情報・計測デ

ータ・解析を連携させた利用可否判

断手法、および、港湾局 Cyber 

Port との連携も視野に入れた災害

情報共有の研究開発を開始した。 

 

○港湾構造物の地盤の吸い出しや、

埼玉県八潮市の道路陥没事故

(2025 年 1 月 28 日)に見られる地

盤の空洞化等の防止を目的に、実

物大スケール実験を通じて舗装直

下地盤の吸い出し・空洞形成・破壊

過程及びその機構を解明し、舗装

の種類・舗装厚が吸い出し災害の

発生順序及び地中レーダーの空洞

探知精度に及ぼす影響を明らかに

した。 

○吸い出しによる空洞・陥没の復旧

及び再発防止対策としての二層構

造のフィルター層の有効性を明らか

にし、吸い出し口の低潮時地下水

位との関係に基づく 2 種類の復旧

方法を考案し、敷設方法を構築・提

示した。現実的に強い多様な水理

外力の継続作用下で吸い出し・陥

没を安定的に抑止しうることを実証

した。 

 

 

を創出した。 

 よって、期待された以上の顕著な成果を挙げたことから

自己評価を A とした。 
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②津波・高潮・高波災害

の軽減や復旧に関す

る研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 津波・高潮・高波災害の軽減や復旧に

関する研究開発 

－代表港湾において津波を機動的に予測

するための随伴型データベースの作成

を開始するほか、気候変動を考慮する

ためのデータベース d4PDF（地球温暖

化対策に資するアンサンブル気候予測

データベース）を用いて高潮推算を実施

する。 

－数値設計による数値設計を推進するた

め、粒子法による数値計算の高速化の

ための混合粒径粒子の計算法の開発

を行う。また、２次元断面の数値計算の

ための消波ブロックのモデル化を行う。

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②津波・高潮・高波災害の軽減や復

旧に関する研究開発 

○2024 年能登半島地震津波の沖合

波形と陸上の痕跡高の両方を精度

よく再現する初期波源モデルを提

示し、被災メカニズムの解明に寄与

した。 

○災害発生時の技術支援が期待され

る高精度遠地津波計算アジョイント

モデルを公開するとともに、日本全

国を網羅した１０ｍの高解像度地形

データベースを整備した。 

○領域気象モデル WRF を活用して、

小ぶりで勢力の強い理想台風を力

学的に多数生成する技術を開発し

た。また、本手法によって高解像度

の学習データを生成し、敵対的生

成ネットワークによる気象場の変換

学習に適用することで、既往の台

風モデルの補正手法を高度化し

た。 

 

○飯田港防波堤やフィリピン・マニラ

の海岸堤防における津波越流解

析、別府港海岸護岸や喜界島港防

波堤への波力算定、高知港防波堤

の洗堀解析に CADMAS-SURF や

PARISPHERE（粒子法）を適用し、

国内外の技術支援を実施した。ま

た、消波ブロック間隙に波圧計を設

置し水面形を実験的に可視化する

一方、従来から 100 倍程度粗い時

間刻みで、より高精度な計算が可

能な気液混相流モデルを開発し

た。 
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（２）沿岸・海洋環境の

形成・保全・活用と脱炭

素社会の構築 

 海域環境の保全・再

生・創出や海洋汚染の

防除により豊かな海域

環境を次世代に継承す

るとともに、脱炭素社

会への貢献への対応

が必要である。研究所

は、沿岸域等におけ

る、生態系の保全や活

用、港湾・空港整備に

おける脱炭素化に関す

る研究開発に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）沿岸・海洋環境の形

成・保全・活用と脱炭素

社会の構築 

 グリーン社会の実現に

向け、生物多様性を持続

的に維持するため、干

潟・藻場等の沿岸生態系

を造成・保全・活用する

ための研究開発が求め

られている。また、海岸

侵食や航路・泊地の埋没

に対応するため、沿岸地

形の形成や維持に関す

る研究開発が求められて

いる。さらに、脱炭素社

会の構築が求められて

いることから、ブルーカー

ボンや再生可能エネル

ギーの普及における技

術的課題を解決するた

めの研究開発が求めら

れている。 

 このため、以下の研究

開発を進める。 

 

① 沿岸・海洋環境の形

成・保全や活用に関

する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）沿岸・海洋環境の形成・保全・活用と

脱炭素社会の構築 

 グリーン社会の実現に向け、生物多様性

を持続的に維持するため、干潟・藻場等の

沿岸生態系を造成・保全・活用するための

研究開発が求められている。また、海岸侵

食や航路・泊地の埋没に対応するため、

沿岸地形の形成や維持に関する研究開

発が求められている。さらに、脱炭素社会

の構築が求められていることから、ブルー

カーボンや再生可能エネルギーの普及に

おける技術的課題を解決するための研究

開発が求められている。 

 このため、以下の研究開発を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 沿岸・海洋環境の形成・保全・活用に

関する研究開発 

－沿岸域ビッグデータの活用による海面

上昇に伴う海浜地形応答プロセスの検

討では、海面上昇による海浜地形応答

を明らかにするために、ディープニュー

ラルネットワークによる海浜地形断面変

化モデルを用い、異なる入力データでの

検討を進めるとともに、逆流ネットワーク

による海面上昇に伴う地形影響の抽出

を検討する。 

－港湾域の生物モニタリング手法及び評

価基軸となる指数の開発では、環境

DNA に関して、魚類多様性を比較解析

（２）沿岸・海洋環境の形成・保全・活

用と脱炭素社会の構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 沿岸・海洋環境の形成・保全・活

用に関する研究開発 

〇全国の任意の海岸において、汀線

の将来予測を可能にする取り組み

であり、幾何的な従来の海面上昇

推定式に対して、ディープニューラ

ルネットワーク(DNN)を用いた海浜

地形の予測モデルを構築した。 

○このモデルの予測精度を検証する

ために、従来の海面上昇推定式と

で汀線予測を比較した。この結果、

DNN モデルの予測精度は、短期間

に生じる汀線変動の再現性は劣る

ものの、長期の汀線変動や土砂輸
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できるための参照データベースを構築

するとともに、遺伝的多様性を診断でき

る指数を開発する。等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

送プロセスに連動した汀線変動は、

より現象に忠実な再現性を示唆し、

優位性が得られた。 

○海浜地形断面変化への DNN 適用

は学術的に未経験であり、モデル

を構築して予測精度を評価し、国際

ワークショップで議論したことは科

学的意義があった。 

○波崎海洋研究施設における海浜地

形モニタリングの継続により、近年

の前浜の堆積傾向に関するデータ

が取得され、数年スケールの堆積

メカニズムの解明のための基礎デ

ータが収集された。 

○パティンバン港（インドネシア）やマ

タバリ港（バングラデシュ）などの実

港湾を対象とした底泥輸送シミュレ

ーションを軸に、フロック形成過程

や河川からの大規模土砂供給など

のプロセスに関する検討を進め、港

湾の埋没対策において実用的なシ

ミュレーション技術としての確立に

向けての進展があった 

 

○流動生態系シミュレーション(通称

EcoPARI)実施の準備、実行、後処

理が容易にできる基本システムが

完成した。また地方整備局が実施

しているモニタリングポストのデータ

ベース化を行った。これにより、シミ

ュレーション精度の検証が容易とな

った。 

○地方整備局が行っているモニタリン

グポストのデータベース化を行っ

た。これにより、シミュレーション精

度の検証が容易となった。 

○沿岸域における環境 DNA の詳細な

動態を世界で初めて示した。この成

果は、環境 DNA を使った沿岸域魚
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② 脱炭素社会構築を支

援する技術に関する

研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 脱炭素社会構築を支援する技術に関

する研究開発 

－港湾区域等においてブルーカーボンを

活用して CO2 吸収能力を高める手法に

関する整理・提案を行い、モデル解析等

により CO2 吸収ポテンシャルを評価し、

ブルーカーボン生態系の分布計測手法

を開発する。 

－硬く均質な地盤上の洋上風力発電施設

に対する遠心模型実験を実施して、開

発した風・波・地震連成解析手法の検証

を行い、本解析手法に支持構造部等の

非線形性を考慮できる機能を導入す

る。等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

類の多様性モニタリング手法の開

発に活かすことができる。さらに、

瀬戸内海のアマモの遺伝構造が流

動によって強く支配されている事を

示しており、この成果は、アマモの

進化的重要単位に基づく移植可能

範囲の策定等に活かすことが可能

である。 

 

 

② 脱炭素社会構築を支援する技術

に関する研究開発 

〇国交省等の方針で GHG インベント

リへの藻場算入が急がれたため、

次年度からの研究課題であった全

国スケールの藻場分布・面積推計

モデルの開発と、これによる全国の

藻場による推計 CO2 吸収量の算出

を前倒しで実施した。 

○グリーンレーザー搭載ドローンによ

り港湾構造物、天然生態系、海面

養殖を含む様々な藻場生態系にお

いて藻場の点群データを取得した。

点群データにノイズ処理やアノテー

ションを施すことで、これまで衛星

画像や空撮画像では難しかった、

藻場の面的な現存量を推計するこ

とが可能になった。 

○日本全国スケールの藻場面積・分

布をモデルによって推計し、毎年の

藻場面積変化を管理するブルーカ

ーボンデータアーカイブシステムの

開発を進めた（図Ⅰ.3.(2).②.2）。推

計値は毎年の GHG インベントリ報

告に活用される。 

 

〇桟橋（ＰＣ上部工）および矢板式係

船岸を対象として、CO2排出量の傾

向分析を基に、設計段階で活用可
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（３）経済と社会を支え

る港湾・空港の形成 

我が国の産業の国

際競争力を確保し、国

民生活を支える港湾・

空港等の効率的かつ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）経済と社会を支える

港湾・空港の形成 

過去に整備されたイン

フラの老朽化が進む中、

予防保全への本格転換

による効率的かつ効果

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）経済と社会を支える港湾・空港の形成 

過去に整備されたインフラの老朽化が

進む中、予防保全への本格転換による効

率的かつ効果的な維持管理を実施してい

く必要があるとともに、インフラの長寿命化

や既存インフラの有効活用等の取組が求

能な CO2 排出量の簡易推定手法を

提案した。各種数量が確定してい

ない基本設計段階を想定した簡易

推定手法（簡易推定結果）は、工事

発注で数量が確定した段階を想定

して詳細に算定した値（詳細算定結

果）に対して、約 70%以上の精度で

推定できることがわかった。 

○これまでに開発してきた低炭素コン

クリートについて、さらに CO2 の削

減効果を得るため、スラグ骨材に大

気から直接 CO2を吸収させ、それを

コンクリート用骨材として利用したコ

ンクリートを開発した。その結果、今

回開発した低炭素コンクリートは最

大で 93%の削減効果が得られた。 

 

○硬く均質な砂地盤に設置されたモノ

パイル式洋上風力発電施設に対

し、風作用に起因する風車ロータの

回転振動（1P 振動）や 3 枚翼の回

転振動（3P 振動）、さらに波および

地震動による振動に加え、風車の

固有振動を、模型実験によって再

現することに成功した。 

○地盤－モノパイル基礎間の非線形

相互作用を表現する非線形ばねモ

デルを導入し、軟らかい複雑な地盤

上に設置された洋上風力発電施設

の地震時応答解析に向けたモデル

構築を進めた。 

 

 

（３）経済と社会を支える港湾・空港の

形成 
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効果的な整備に資する

ため、研究所は港湾・

空港の機能強化を含

むインフラ整備の高度

化に関する研究開発等

に取り組む。また、既

存構造物の老朽化が

進むなか、これまで行

ってきた長寿命化に資

する対策に加えて、イ

ンフラの高度利用に関

する研究開発に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的な維持管理を実施して

いく必要があるとともに、

インフラの長寿命化や既

存インフラの有効活用等

の取組が求められてい

る。また、インフラ整備の

より一層の効率化のため

に調査から施工までを含

めた整備手法の高度化

が必要不可欠である。 

このため、以下の研究

開発を進める。 

 

① インフラ整備に関す

る研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

められている。また、インフラ整備のより一

層の効率化のために調査から施工までを

含めた整備手法の高度化が必要不可欠

である。 

このため、以下の研究開発を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① インフラ整備に関する研究開発 

－機械学習による沿岸波浪計の欠測値の

補完方法を検討するとともに補完の精

度検証を行う。 

－鉱滓の循環利用を想定したシナリオの

うち、研究の必要性が高いシナリオにお

いてその利用環境を想定した鉱滓の物

理化学・力学特性を把握する。等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①インフラ整備に関する研究開発 

○2024 年の速報および 2023 年の確

定波浪台帳を整備し、2023 年の各

港における波浪の出現特性を港空

研資料（全国港湾海洋波浪観測年

報 2023）としてとりまとめた。 

○2023 年は各港において、過去最大

の波高を更新するような高波は発

生しなかった。また、顕著な海象事

象として、2024 年 1 月に発生した能

登半島地震に伴う津波の観測記録

をとりまとめて公表した。 

 

○小型GNSS（全地球航法衛星システ

ム）センサを用いた RTK 測位(Real 

Time Kinematic、動的干渉測位)に

基づく波浪観測技術や 4K カメラ画

像による波浪推定技術を開発し、

東京湾沿岸の実海域において試験

観測を開始した。 

○これら観測技術は計画よりも１年早

く開発を完了し、今後は観測データ

の蓄積を行うとともに実用化に向け

た検証を行う。 

 

〇複数地点の GPS 波浪計と沿岸波
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浪計の重回帰分析に基づく補完式

を提案し、沿岸波浪計地点の観測

値を推定式により補完するシステ

ムを作成した。 

○波浪観測結果、波浪推算結果に統

計的手法を適用して、欠測値を補

完するうえで必要となる GPS 波浪

計地点を示すとともに、GPS 波浪計

の観測値から沿岸波浪計の観測値

を補完する手法について統計的手

法や機械学習等の複数の手法によ

る精度の違いを示した。 

○設計で新たに導入された準沖波の

設定方法に関するマニュアル「新し

い波浪推算・設計波算定マニュア

ル～浅海波浪推算と準沖波の導入

～」の作成において、本研究の準

沖波から沖波を簡易に推定する手

法等の成果が活用された。 

 

〇鉱滓を対象に実施した物理・力学

試験結果をもとに、新材時と循環利

用時とで地盤材料としての特性の

違いを把握した。試験の結果、堆積

～固結～解砕過程を経た循環利用

材は間隙比の高い緩い再堆積地盤

を形成するが、新材と比較して力学

性能が低下するような傾向はみら

れず、地盤材料としての再利用が

期待される。 

○鉱滓循環利用の効果を事業評価

の評価軸に考慮すること目的とし

て、仮想的に設定した港湾施設更

新事業を対象に鉱滓循環利用によ

る経済性、環境負荷低減効果を試

算した。具体的には、鉱滓の循環

利用の有無による工期、工費、CO2

排出量の違いを示した。 
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② インフラの維持管理

に関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② インフラの維持管理に関する研究開

発 

－暴露試験等により各種建設材料（コンク

リート系材料、鋼材の防食工法、木質系

材料、固化処理土等）の長期耐久性等

の検討を行う。 

－施設の補修補強技術、既存施設の残存

性能評価等に関する研究を行う。等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②インフラの維持管理に関する研究

開発 

〇コンクリート系材料（スラグ固化体、

銅スラグ細骨材など）の劣化状況

の評価を長期暴露試験により行っ

た。銅スラグ細骨材等の高密度の

スラグ骨材に関する知見を港空研

報告として取りまとめた。また、コン

クリート系材料の劣化促進手法（電

気的駆動力を印加）についても検

討を行っており、塩化物イオン拡散

係数において促進試験結果と長期

暴露試験結果に相関が確認され

た。 

○木材については、各種試験体の気

中暴露および海中浸漬条件で、質

量・曲げ剛性等の定期的な測定を

継続中である。風化浸食速度と暴

露環境・樹種の関係、樹種および

樹幹内位置による耐海虫性の差

異、保存処理の耐海虫効果、海虫

害の力学特性への影響等を考察す

る。 

 

○電気防食工法の設計の高度化に

関して、モノパイルの内面を模した

試験体（港空研水槽・3～4 年経過）

の解体調査を実施し、対象環境で

の腐食特性および防食工法の特性

の評価を行った。また、実海域での

電気防食の特性把握を目的として

開発した「室内実験系」の検証実験

を実施した。 

○港湾環境（河口周辺等の汽水域）

における防食設計の高度化を目指

し、水質調査結果を基にした数値

解析を行った。 

○港湾環境（海岸付近の土中部）で
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の電気防食設計の高度化を目指

し、地盤調査および水質調査等を

基にした数値解析を行った。現地

の地盤調査で得られた土壌抵抗率

を用い、通電用の電極の配置（数

や設置深度）を変化させた際の鋼

材電位の深度分布を数値解析によ

り算定することで、最適な電極の比

較検討を行うことができた。 

 

○昨年度に製作した劣化促進試験機

を用いて、固化処理土の劣化特性

を調査した。調査結果については

分析中であり、来年度には結果を

公表する。 

○屋外で 15 年間にわたって固化処理

土を土中養生しており、その固化処

理土の長期耐久性について調査を

行った。その結果、未処理土に曝

露している固化処理土表面付近を

除いて、内部の強度は保たれてい

ることを確認した。 

○室内で 3 年間にわたって固化処理

土を水中養生しており、水に曝露し

ている表面での劣化特性について

調べた。試験結果は種々の考察を

もたらしているが、例としては劣化

深度について統一的な式による説

明を可能とした。 

 

○数値解析によるメンテナンスのハイ

サイクル化に関して、桟橋上部工

の残存耐力を評価する方法として

の「数値解析」を高度化させるため

の実部材載荷試験（梁）を行った。

この検討により、劣化がかなり進行

した場合の解析手法の検証や課題

の抽出を行うことができた。 

○３D モデル化技術とメンテナンスの
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（４）情報化による技術

革新の推進 

自然災害、インフラ

の老朽化の進行、人口

減少・超高齢社会に伴

う人手不足及び DX の

進展等の社会情勢の

変化への対応が必要

である。研究所は、ICT

施工や IoT、ロボット技

術、デジタル技術の導

入と活用に関する研究

開発に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）情報化による技術革

新の推進 

 情報のデジタル化を推

進し、インフラ整備の抜

本的な効率化や働き方

改革・生産性向上を目指

すとともに、デジタルデー

タを活用することで、これ

までになかった付加価値

をデータから生み出し、

海洋・沿岸で得られた

様々なデータの価値を最

大化していくことが求めら

れている。 

 このため、以下の研究

開発を進める。 

 

① デジタル技術の活用

による生産性向上に

関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）情報化による技術革新の推進 

 情報のデジタル化を推進し、インフラ整

備の抜本的な効率化や働き方改革・生産

性向上を目指すとともに、デジタルデータ

を活用することで、これまでになかった付

加価値をデータから生み出し、海洋・沿岸

で得られた様々なデータの価値を最大化

していくことが求められている。 

 このため、以下の研究開発を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① デジタル技術の活用による生産性向

上に関する研究開発 

－水中情報化施工に関する研究では、こ

れまで培ってきたマシンガイダンス、遠

隔操作技術、情報管理技術を組み合わ

せ、実海域を想定した実験を行うこと

ハイサイクル化への利活用に関し

て、３D 図面等から構造解析モデル

を作成する手法の効率化として、桟

橋上部工外形からの復元設計や、

３DCAD からフレーム解析用モデル

を自動作成する方法、桟橋外形か

ら DuCOM/COM3 用モデルを作成

する方法等について検討を行った。 

○劣化度を基にした、桟橋の残存性

能評価手法の高度化（機能拡張）

を行っている。また、検討中の内容

を基に国総研や港湾管理者等と社

会実装に向けた意見交換を行っ

た。 

 

 

（４） 情報化による技術革新の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①デジタル技術の活用による生産性

向上に関する研究開発 

〇濁水中でのソナー認識について、

作業対象となる手先付近の状況を

約 1 秒周期で常に走査（スキャン）

し形状を更新することで状況認識
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で、水中 ICT 建機の実用化・普及に関

する検討を行う。 

－点検の自動化技術に関する研究では、

港湾構造物における水面、水中点検作

業のロボットによる自動化に向けて、平

易な作業例（目視点検）から抽出した各

特定動作を自動化して再構成、ROV 等

に実装して作業の最小単位の自動化を

実海域等で検証する。等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のリアルタイム性を向上させるため

の機構を検討し、水槽実験によりそ

の有効性を確認した。この成果によ

り濁水中での機械化施工作業効率

の向上につながる可能性を示し

た。 

○ICT 型水中 BH（バックホウ）のシス

テム構成や使用条件などをとりまと

め、港空研報告付録として公開し

た。これにより、水中機械化施工管

理ツールの具体的提案がなされる

とともに、ＩＣＴ型水中ＢＨの民間利

用での参考技術になる等、社会実

装に近づきつつある。 

○AIMS を実装したことにより、熟練者

による手作業を伴う標準手法では

2.5 日程度を要していた解析が、

AIMS 後処理では 10 分程度とな

り、解析時間が大幅に短縮された。

これにより、浚渫船を即日返却でき

るようになり、大幅な工期短縮やコ

ストダウンが推測される。 

 

〇構造物近傍における点検の省力

化・効率化を目的として、水中及び

水上移動型の点検装置の特定動

作単位での自動化技術を構築し

た。本技術を市販 ROV 等にプラッ

トフォームとして導入し、桟橋上部

工下面の目視調査・点検や、構造

物の水中部の目視調査・点検の主

要作業を簡易的に自動化する事例

を示した。 

○自動化システムを市販の点検装置

に実装したことにより安価に製作で

きる可能性を示すと共に、高度な熟

練者でなくても操縦できる可能性を

示すことができ、港湾労働者の深

刻な作業者不足への対応や安全な



  
 

29 

 

 

 

 

 

 

② デジタル技術の活用

による新たな価値の

創造に関する研究開

発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② デジタル技術の活用による新たな価

値の創造に関する研究開発 

－AI コンテナターミナルシステムとシミュレ

ータの逐次連携機能の実装や、IoT 手

法の適用による荷役機械の情報収集と

シミュレーションへの適用手法の検討を

実施する。 

－沿岸環境や波浪・流動把握等の多様な

課題に対応できる共通アウトプットプラッ

トフォームの開発を進める。等 

 

 

 

作業環境の確保、老朽化が進む港

湾構造物の頻繁な点検作業の生

産性向上が期待できる。 

 

 

②デジタル技術の活用による新たな

価値の創造に関する研究開発 

〇博多港においてターミナルオペレー

タの意見収集を行い、AI ターミナル

システムと数値シミュレータ間の連

携機能を付与したシミュレーション

システムを開発した。この成果によ

り、ターミナルレイアウトやターミナ

ルオペレーションの作業効率の定

量的評価が可能となった。 

○さらに、荷役機械の制御信号デー

タの分析により、クレーンの消費エ

ネルギー分析や地震等の災害時

のターミナル活用についての検討

を行った。 

○コンテナターミナルにおける情報

化、情報共有についての調査を行

い、スマートポート化を考慮したタ

ーミナルオペレーションシステムの

コンセプトを提案し、同一港湾のス

テークホルダー間の情報連携の重

要性を提言した。この成果により、

日本のコンテナターミナルにおいて

もターミナル間の情報共有の機運

が高まるとともに、港湾デジタルツ

イン標準化が進むことが期待され

る。 

 

○即時データ処理技術の課題整理が

完了し、大規模言語モデルによる

技術を習得した。 

多様な問題に即時に対応可能な

共通アウトプットプラットフォームと

して、UMI-POCHI に、新たなコンテ
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ンツとして「長期海浜地形観測デー

タ」及び「海草・海藻の出現確率表

示ツール」を追加し、ニーズ抽出に

努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．その他参考情報 
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1 業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４ 電子航法に関する研究開発等の実施 

関連する政策・施

策 

 当該事業実施に係る根拠（個別法条文

など） 

 

当該項目の重要

度、難易度 

【重要度：高】我が国の航空交通に係る技術的課題の解決は、国土交通省

の政策目標実現に不可欠であるため。 

関連する研究開発評価、政策評価・行

政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

  主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

    基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

科学雑誌掲載論文数 － 10 編 15 編      予算額（千円） 1,525,981 1,490,791      

査読付き国際会議論文数 － 27 編 20 編      決算額（千円） 1,497,487 1,484,046      

科学雑誌掲載論文・査読付き国

際会議論文の被引用数 

－ 266 編 330 編      経常費用（千円） 1,513,172 1,543,055      

和文査読付き論文数 － 5 編 6 編      経常利益（千円） 16,892 68,720      

重点的に取り組むまたは実用に

資する研究実施件数 

－ 10 件 8 件      行政コスト（千円） 1,577,134 1,619,734      

  国際連携活動数 － 8 件 9 件      従事人員数 58 55      

                                                          注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は各年 4 月 1 日現在の役職員数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国土交通省

は、安全・安

心な航空輸送

の実現、需要

回復・増大へ

の的確な対

応、航空分野

のグリーン施

策及び航空イ

ノベーションに

係る政策を推

進するととも

に、安全で秩

中長期目標に掲げら

れた研究開発課題、す

なわち航空交通の安全

性及び信頼性の向上、

航空管制の高度化、環

境負荷の低減、空港に

おける運用の高度化並

びに航空交通を支える

基盤技術の開発を目標

とする研究開発を実施

して有益な研究成果を

創出するため、本中長

期目標期間において

中長期目標に掲げられた研究開発課題、すな

わち航空交通の安全性及び信頼性の向上、航

空管制の高度化、環境負荷の低減、空港におけ

る運用の高度化並びに航空交通を支える基盤技

術の開発を目標とする研究開発を実施して有益

な研究成果を創出するため、本中長期目標期間

においては、次に記載する研究に重点的に取り

組むこととする。  

さらに、独創的または先進的な発想により研

究所の新たな研究成果を創出する可能性のある

萌芽的研究についても、先見性と機動性を持っ

て的確に取り組む。  

 

１．評価軸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果・取組が国

の方針や社会

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

年度計画は全て達成しており、研究開発成

果の最大化に向けた顕著な成果の創出や、将

来的な成果の創出の期待が認められる。有識

者から構成される外部評価委員会の委員より、

各評価軸に沿った評価を受けたところ、令和６

年度の特筆すべき事項は、以下のとおり。 

  

 

（国の方針や社会のニーズへの適合、社会

的価値の創出への貢献） 

 

評定 
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序ある効率的

な航空交通を

確保するため

航空管制等の

航空保安業務

を実施してい

る。 

研究所は、

上記政策にお

ける技術的課

題への対応や

航空保安業務

への支援のた

め、航空交通

の安全性及び

信頼性の向

上、航空管制

の高度化、環

境負荷の低

減、空港にお

ける運用の高

度化並びに航

空交通を支え

る基盤技術の

開発を目標

に、次の研究

開発課題に重

点的に取り組

むこととする。 

さらに、独

創的または先

進的な発想に

基づき、研究

所の新たな研

究成果を創出

する可能性を

有する萌芽的

研究について

は、先見性と

は、次に記載する研究

に重点的に取り組むこ

ととする。 

また、これら重点的

に取り組む研究開発課

題以外であっても、航

空行政を取り巻く環境

変化により、喫緊の政

策課題として対応すべ

きものがある場合は、

重点的に取り組む研究

開発課題と同様に取り

組むこととする。 

さらに、独創的また

は先進的な発想により

研究所の新たな研究成

果を創出する可能性の

ある萌芽的研究につい

ても、先見性と機動性

を持って的確に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のニーズに適

合し、社会的価

値（安全性・信

頼性向上、空域

及び空港運用

の効率化、環境

負荷の低減、シ

ステム高度化

等）の創出に貢

献するものであ

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果・取組の科

学的意義（新規

性、発展性、一

般性等）が、十

分に大きいか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇電波高度計と同一隣接周波数利用システム

の周波数共用に関する研究では、総務省か

らの依頼により、空飛ぶクルマの実験無線局

免許等の周波数共用検討を行い、安全性・

信頼性向上に資する成果を得た。 

○ＧＢＡＳを活用した着陸運用の高度化に関す

る技術開発では、ＩＧＰ、ＳＲＡＰ運用によって

地上障害物件の存在下でも精密進入を設定

できることを示し空域及び空港運用に資する

成果を得た。 

○国際交通流の円滑化に関する研究では、陸

域と洋上間のシームレス化のための空域の

再編案を検討し、燃料消費量等をシミュレー

ションして便益を定量化し環境負荷の低減に

貢献する成果を得た。 

○時間管理運用に関する研究では、時間管理

のシステム構成及び実現手段の検討に基づ

き、将来あるべき時間管理のシステムアーキ

テクチャを資料化し、システム高度化に貢献

する成果を得た。 

 

（成果・取組の科学的意義） 

〇ＷＡＭ・ＡＤＳ－Ｂ用高機能空中線に関する

研究では、従来方法と比較して高精度に到

来方向を推定でき､空中線の小型化やＷＡＭ

受信局数の縮減に発展しうる技術を開発し

た。 

○国際交通流の円滑化に関する研究では、機

械学習技術を応用し､成田空港出発経路上

について、運航者・気象等を特徴量として離

陸上昇過程の飛行時間予測精度を向上し

た。 

○低緯度地域におけるＧＮＳＳ性能向上等に関

する研究では、新規に 3 次元トモグラフィに

より電離圏電子密度の構造をリアルタイム処

理し、衛星測位サービスの補正情報の妥当

性を検証できるようになった。 
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機動性を持っ

て的確に対応

する。 

【重要度：

高】 我が国

の航空交通に

係る技術的課

題の解決は、

国土交通省の

政策目標実現

に不可欠であ

るため。 

 

（１）航空交通

の安全性及び

信頼性の向上 

航空需要の

増大に対応し

て航空交通容

量を拡大して

いくには、航

空交通の安全

性と信頼性の

向上が必要に

なる。このた

め、航空機運

航を支援する

衛星・地上施

設について、

高性能化、用

途の拡大等に

よって安全性

を高める技

術、施設等の

障害発生時に

運航への影響

を最小化する

技術等に関す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）航空交通の安全性

及び信頼性の向上 

航空交通の安全確

保は最も重要な課題で

ある。今後の航空需要

の増大に的確に対応し

て空港や航空路の交通

容量を拡大していく上

では、航空機運航を支

援する衛星・地上施設

の高度化により交通量

に適応した高い安全性

を実現する必要があ

る。 

また、施設の障害等

に際しても一定の管制

の処理容量を維持し、

早期復旧に向けた対策

をあらかじめ講じるな

ど、信頼性を高める取

組が求められている。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①衛星航法の高機能

化、安全性評価手法の

高度化、適用範囲の拡

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）航空交通の安全性及び信頼性の向上  

航空交通の安全確保は最も重要な課題であ

る。今後の航空需要の増大に的確に対応して空

港や航空路の交通容量を拡大していく上では、

航空機運航を支援する衛星・地上施設の高度化

により交通量に適応した高い安全性を実現する

必要がある。  

また、施設の障害等に際しても一定の管制の

処理容量を維持し、早期復旧に向けた対策をあ

らかじめ講じるなど、信頼性を高める取組が求め

られている。  

このため、以下の研究開発を進める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①衛星航法の高機能化、安全性評価手法の高

度化、適用範囲の拡大、障害に備えたバックアッ

プに関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果が期待さ

れた時期に創

出されている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果が国際的

な水準に照らし

て十分大きな意

義があり、国際

競争力の向上

につながるもの

であるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）航空交通の安全性及び信頼性の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①衛星航法の高機能化、安全性評価手法の高度

化、適用範囲の拡大、障害に備えたバックアップ

に関する研究開発 

○各分野の研究開発によって創出した研究成

果を学会、国際会議等において発表し、科学

雑誌掲載論文 15 編、査読付き国際会議論

文 20 編、和文査読付き論文 6 編として公表

した。また、新しいＧＮＳＳを活用した進入着

陸誘導システムの研究では、国際ワークショ

ップ（ＩＷＡＣ）のＢｅｓｔ Ｐａｐｅｒ Ａｗａｒｄを受賞

した。 

  

（期待された時期での成果の創出） 

〇ＷＡＭ・ＡＤＳ－Ｂ用高機能空中線に関する

研究で開発した航空機位置の疑似信号生成

技術は、製造メーカーへ移転され、大阪・関

西万博における次世代空モビリティの監視装

置に活用された。 

○空港用マルチ監視技術活用に関する研究で

はＡＤＳ－Ｂ性能評価装置を開発し技術移転

を行った。Ｒ9 年度の航空路管制監視装置の

更新に伴う航空局の性能評価業務の見直し

に活用される予定である。 

○これらの成果は、航空局の整備計画に沿っ

た適切な時期に創出されており、導入支援

や実用化に繋がっている。 

 

（国際的な水準における成果の意義、国際競争

力の向上） 

〇電波高度計と同一隣接周波数利用システム

の周波数共用に関する研究においてはＩＣＡ

Ｏ ､ＥＵＲＯＣＡＥ／ＲＴＣＡの専門部会におい

て、提案してきた干渉解析評価法の検討状

況、上空における 5Ｇ基地局の受信電力測

定結果等を報告し、国際的な議論を提起す

るデータを提供した。 

○全飛行フェーズでのＲＮＰ化に向けた衛星航

法のバックアップ（ＡＰＮＴ）構築では、列島で

ある我が国特有の地理的課題についてＥＵ

ＲＯＣＡＥ専門部会に報告し、国際基準策定

にあたり議論することになった。 
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る研究開発に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大、障害に備えたバッ

クアップに関する研究

開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②航空機監視に用いる

各種センサの機能・要

件の一元化に必要な技

術に関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－新しいＧＮＳＳ環境への対応として、ＧＢＡＳに

ついては、多様な飛行実験データを収集して

規格化に必要な検証を精緻化する。ＳＢＡＳに

ついては、セキュリティ対策に用いる認証アル

ゴリズムを実証するとともに、極域へサービス

エリアを拡大する手法を検討する。 

－ＧＮＳＳ障害時のバックアップとしてマルチＤＭ

Ｅのアルゴリズムを開発する。等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②航空機監視に用いる各種センサの機能・要件

の一元化に必要な技術に関する研究開発  

－一元化に必要な高機能空中線を低コスト化す

る技術の基礎検討及びＷＡＭの受信局を削減

する技術の開発を行う。  

－二次監視レーダによるデータ通信の拡大に伴

う課題を解決するため、質問手法や検証評価

技術について検討する。等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○萌芽的研究に

ついて、先見性

と機動性を持っ

て対応している

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．評価指標 

○研究開発等に

係る具体的な

取組及び成果

の実績 

 

 

○新しい GNSS 環境を活用した進入着陸誘導システ

ムに関する研究では、ICAO における DFMC 

GBAS の国際標準(SARPs)案作成グループの中

核メンバーとして、複数の技術的問題を当所が主

導して解決し、標準案に盛り込んだ。 

令和 7 年 2 月に新石垣空港において DFMC 

GBAS/SBAS 飛行実験を実施。令和 4〜5 年度に

取得した GBAS 飛行実験データを用いて GBAS

規格の方式検証を実施。飛行実験データの解析

結果は国際学会の Best Paper Award を受賞する

など高く評価。また、欧州との協力においても活用

されている。 

SBAS のセキュリティ対策のための SARPs 案変

更に対応しメッセージ生成プロトタイプツールを改

良するとともに、SBAS Authentication メッセージ

のサンプルデータを生成して ICAO NSP に提供す

るなど、SARPs 改訂提案に引き続き対応中。 

ICAO 宇宙天気情報の発出状況、航空ユーザー

のニーズ調査を NICT と協力し実施。ICAO 宇宙天

気サービスアドバイザリと実際の影響の関連の調

査を開始した。 

査読付き論文 4 編（学術論文誌 3 編、国際学会全

文査読 1 編）、特許（出願中）2 件 

 

②航空機監視に用いる各種センサの機能・要件の一

元化に必要な技術に関する研究開 

○WAM・ADS-B 用高機能空中線による航空路監視

の効率的整備に関する研究では、低コスト化に向

けて、近年車載レーダ等で注目されている電波の

到来方向推定手法（ＩＡＡ）をシミュレーションし、従

来方法と比較して高精度に到来方向を推定でき､

空中線の小型化やＷＡＭ受信局数の縮減に有望

な技術であることを確認した。 

また、受信局数の削減に向けて、高機能空中線

を活用した WAM 用測位アルゴリズムを開発し、少

ない受信局数でも測位が可能であることを世界に

先駆けて実証した。 

さらに、この研究の一環として開発した航空機

位置の疑似信号生成技術は製造メーカーへ移転

○ＦＯＤ探知性能と誤検知低減の両立が可能

な技術の開発を行い、鳥や昆虫、気象条件

等が変化する中で安定的に国際技術基準を

大きく超える検知性能を達成した。さらに、国

際共同研究や国際ワークショップ等を実施

し、マレーシアにおけるＦＯＤ監視システムの

実用化に関する技術支援を実施した。 

  

（萌芽的研究への対応） 

〇空港等におけるセキュリティ検査への導入を

目指す技術として、レーダ前方の歩行者と所

持品をリアルタイムに 3 次元映像化すること

を可能とした。また、大規模・可動型スケール

モデルの計測技術として、電波の分布を 2

次元平面で計測するシステムを構築した。 

○港湾空港技術研究所との議論の過程で発案

し、小型波浪ブイを用いた洋上精密測位に

関する研究を年度途中に開始した．小型波

浪ブイに搭載する複数の精密測位手法が検

証可能な受信機を開発した。 

○これらは先見性と機動性を持って将来的な

社会ニーズに対応する先駆的な取り組みで

ある。 

 

国際交通流の円滑化に関する研究を通じて

環境負荷の低減を図るなど国土交通省の政策

方針や社会ニーズに適合した社会的価値の創

出に貢献するとともに、空中線の小型化を図り

ながらも高精度な航空機監視を可能とする技

術開発など成果の科学的意義についても十分

大きく、航空機位置の疑似信号生成技術が大

阪・関西万博において活用されるなど成果が期

待された時期に創出されている。また、滑走路

上異物の監視に関する研究において大幅な誤

検知低減を図ったことなど国際的な水準に照ら

しても大きな意義があり、空港セキュリティ検査

への応用を見据えた萌芽的研究にも対応して

おり、期待された以上の顕著な成果を挙げた。 
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（２）航空管制

の高度化と環

境負荷の低減 

航空需要の

増大への対応

には定時性の

確保、環境負

荷の低減及び

次世代航空モ

ビリティの考

慮も重要な観

点である。こ

れを踏まえ、

飛行空域の効

率的な利用に

よる空域容量

の拡大、運航

の堅牢性や次

世代航空モビ

リティに対応し

た空域管理な

ど航空管制の

高度化等に関

する研究開発

に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）航空管制の高度化

と環境負荷の低減 

航空管制において、

空域容量の拡大、環境

負荷の低減や定時性

の確保が求められてい

る。それらを達成するた

めに、決定された経路

と時間から構成される

軌道を可能な限り計画

通りに飛行する軌道ベ

ース運用の導入が始ま

っており、さらなる推進

にはより柔軟な空域運

用など航空管制の高度

化が求められる。 

また、運航の堅牢性

や今後の次世代航空モ

ビリティ等の増加に対

応する新たな空域の管

理方法の開発が必要で

あり、特に混雑空港で

は遅延低減のための支

援技術の開発が必要で

ある。 

このため，以下の研

究開発を進める。 

 

①柔軟な空域運用・経

路設定、環境負荷の低

減、空域の有効活用、

悪天候などに対する運

航の堅牢性及び次世

代航空モビリティを考慮

 

 

 

 

（２）航空管制の高度化と環境負荷の低減  

航空管制において、空域容量の拡大、環境負

荷の低減や定時性の確保が求められている。そ

れらを達成するために、決定された経路と時間

から構成される軌道を可能な限り計画通りに飛

行する軌道ベース運用の導入が始まっており、さ

らなる推進にはより柔軟な空域運用など航空管

制の高度化が求められる。  

また、運航の堅牢性や今後の次世代航空モビ

リティ等の増加に対応する新たな空域の管理方

法の開発が必要であり、特に混雑空港では遅延

低減のための支援技術の開発が必要である。  

このため、以下の研究開発を進める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①柔軟な空域運用・経路設定、環境負荷の低

減、空域の有効活用、悪天候などに対する運航

の堅牢性及び次世代航空モビリティを考慮した

空域管理方法に関する研究開発 

－設計した初期的ＦＲＡ（フリールート空域）をシミ

ュレーションやデータ解析で評価するとともに、

され、大阪万博における次世代空モビリティの監

視装置に活用された。 

査読付き論文 3 編 

 

（２）航空管制の高度化と環境負荷の低減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①柔軟な空域運用・経路設定、環境負荷の低減、空

域の有効活用、悪天候などに対する運航の堅牢

性及び次世代航空モビリティを考慮した空域管理

方法に関する研究開発 

○国際交通流の円滑化に関する研究では、洋上空

域におけるＦＲＡ化および陸域と洋上間のシームレ

よって、期待された以上の顕著な成果を挙げ

たことから自己評価を A とした。 
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（３）空港にお

ける運用の高

度化 

空港では、

航空管制、空

港面管理等の

業務が実施さ

れており、新

技術を活用し

て業務を効率

化していくとと

もに、空港の

機能を最大限

発揮させるた

した空域管理方法に関

する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②出発機や到着機の

遅延低減を目的とした

混雑空港における航空

管制の高度化、管制支

援方法に関する研究開

発 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）空港における運用

の高度化 

空港では、航空機が

安全かつ円滑に離着陸

が行えるよう、航空管

制、空港面管理業務が

実施されており、空港

の運用を最適化するた

め、安全を確保したうえ

で施設の高度化によっ

て業務を効率化する技

術の開発が必要であ

る。 

国際交通流管理のための方策・概念を提案す

る。 

－日本の低高度空域を対象にＵＡＭコリドー（空

飛ぶクルマのための飛行経路）の設計条件を

精緻化し、それを実現するための監視通信イ

ンフラの検討を行う。 

－垂直方向の悪天回避について分析するととも

に、管制官のシステム入力記録から管制作業

量を推定する。等  

 

 

②出発機や到着機の遅延低減を目的とした混雑

空港における航空管制の高度化、管制支援方法

に関する研究開発 

－空港の交通流の現状分析および将来予測に

基づき、各空港の特徴に応じた到着・出発・空

港面の統合運用方法を提案する。また、シミュ

レーション実験により、統合運用における管理

機能の有効性を検証する。 

－関係者のニーズに基づいて作成した将来の航

空管制システムのアーキテクチャに整合し、機

能的に働くメタリングの要件を定義する。等  

 

 

 

（３）空港における運用の高度化  

空港では、航空機が安全かつ円滑に離着陸

が行えるよう、航空管制、空港面管理業務が実

施されており、空港の運用を最適化するため、安

全を確保したうえで施設の高度化によって業務を

効率化する技術の開発が必要である。  

また、空港周辺の山岳や市街地への配慮によ

る空港運用の制約に対応して、柔軟で環境負荷

の低い離着陸経路を設定するとともに、多くの航

空機が離着陸できるように滑走路運用の効率を

高めることが求められている。  

このため、以下の研究開発を進める。  

 

 

ス化のための空域の再編案を検討し、燃料消費

量等をシミュレーションして便益を定量化した。 

また、洋上空域入域に際して希望経路等が競

合した時にエアラインと管制機関がＣＤＭを用いて

利害便益を調整する具体的な手法をＩＣＡＯ専門部

会に提案した。 

より効果的なＡＴＦＭのため機械学習技術を適

用した結果､成田空港出発経路上の飛行時間の

予測精度が 76％から 88％に向上した。 

査読付き論文 6 編 

 

②出発機や到着機の遅延低減を目的とした混雑空

港における航空管制の高度化、管制支援方法に

関する研究開発 

○時間管理運用における機能間の連携に着目した

アーキテクチャ作成に関する研究では、これまで

に実施したステークホルダー分析、ニーズ特定、シ

ステム構成・実現手段の検討に基づき、将来ある

べき時間管理のシステムアーキテクチャを文書と

してまとめた。 

特に、令和 5 年度に作成したメタリング要件を、

アーキテクチャに整合するように再整理し、定義し

た。 

査読付き論文 2 編 

 

（３）空港における運用の高度化 
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め、滑走路運

用の効率を高

める必要があ

る。このため、

管制塔の業務

を高度化する

技術、航空機

等の新たな監

視技術、柔軟

で環境負荷の

低い離着陸経

路の設定等に

関する研究開

発に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、空港周辺の山

岳や市街地への配慮

による空港運用の制約

に対応して、柔軟で環

境負荷の低い離着陸

経路を設定するととも

に、多くの航空機が離

着陸できるように滑走

路運用の効率を高める

ことが求められている。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

 

①センサ等のデジタル

技術を活用して遠隔で

航空管制する技術、空

港周辺や空港面におけ

る航空機等の新たな監

視技術と性能評価に関

する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②衛星航法を活用した

高度な進入着陸方式に

関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①センサ等のデジタル技術を活用して遠隔で航

空管制する技術、空港周辺や空港面における航

空機等の新たな監視技術と性能評価に関する研

究開発 

－遠隔により空港の管制業務を実施するための

リモートタワー・デジタルタワー技術の実用化

に向けて、運用環境を想定したシステムの評

価試験及び業務支援技術の開発と高度化を

行う。    

－空港周辺や空港面における航空機の監視デ

ータを統合する装置を機能向上するとともに、

基本的な性能評価手法について検討する。  

－空港面用監視技術を用いたＦＯＤ（滑走路異

物）検知について、羽田空港評価システムデ

ータの分析を行い、異物検知処理の高信頼性

化に向けた検討を行う。等  

 

 

 

 

 

 

②衛星航法を活用した高度な進入着陸方式に関

する研究開発 

－ＧＢＡＳを活用した新たな進入方式について、

導入効果の評価を行うとともに効果が得られ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①センサ等のデジタル技術を活用して遠隔で航空管

制する技術、空港周辺や空港面における航空機

等の新たな監視技術と性能評価に関する研究開

発 

○デジタル技術によるタワーシステム高度化に関す

る研究では、PTZ カメラの制御を安定させるため、

機械学習による姿勢判定を取り入れるとともに、

MLAT と画像認識のハイブリッド制御の切り替わり

部分をスムーズにするための対策を実施、追尾の

連続性が改善できた。 

また、2 万枚の機械学習用アノテーションデータ

を作成、機械学習の効果と認識精度に影響がある

ことを確認した。 

さらに、パノラマ映像上に航空機の認識機能を

実装した。 

MiniMLAT 構成での、性能評価試験実施し、

RWYI 等の機能でも使用可能な精度があること実

証した。 

また、管制官評価やインタビューに基づきシナリ

オを作成し、RDT 専用の画面統合型の HMI のプ

ロトタイプを作成した。 

 

②衛星航法を活用した高度な進入着陸方式に関す

る研究開発 

○ＧＢＡＳを活用した着陸運用の高度化に関する技

術開発では、高角度進入（ＩＧＰ）の騒音低減効果
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（４）航空交通

を支える基盤

技術の開発 

航空交通を

支えるシステ

ムの高度化に

資する基盤技

術の開発や技

術的課題の解

決が必要であ

る。このため、

航空交通にお

いてデジタル

化を促進する

ための基盤技

術及び航空機

との無線通信

を支える基盤

技術等に関す

る研究開発に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）航空交通を支える

基盤技術の開発 

航空交通を支えるシ

ステムは、通信・航法・

監視や航空交通管理

の機能から成り立って

いる。これらの機能の

向上に不可欠な基盤技

術を発展させるとともに

技術的課題の解決を進

めることで、将来におけ

る航空交通を支えるシ

ステムの高度化を実現

する必要がある。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

 

①航空通信ネットワー

ク・サービスに必要な情

報共有管理技術・手法

などに関する研究開発 

 

 

る条件を明確化する。また、滑走路離脱のパ

イロット支援に係る模擬実験機材の開発、飛

行方式設計アルゴリズムのユーザビリティ向

上を行う。等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）航空交通を支える基盤技術の開発  

航空交通を支えるシステムは、通信・航法・監

視や航空交通管理の機能から成り立っている。

これらの機能の向上に不可欠な基盤技術を発展

させるとともに技術的課題の解決を進めること

で、将来における航空交通を支えるシステムの

高度化を実現する必要がある。  

このため、以下の研究開発を進める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①航空通信ネットワーク・サービスに必要な情報

共有管理技術・手法などに関する研究開発    

－ＳＷＩＭ（情報共有基盤）に基づいた協調的意

思決定の有効性を検証できる評価手法を提案

し、国際連携実証実験を実施するとともに総合

評価用実験システムを開発する。 

についてＢ787 シミュレータ実験データを騒音予測

モデルに入力して定量的に評価した。 

ＩＧＰ、第 2 エイミングポイント（ＳＲＡＰ）運用によ

って地上障害物件を回避できる国内空港の 3 つ

の滑走路を中心に経路設計を進めた。この結果、

地上障害物件の存在下でも精密進入を設定でき

ることを示した。 

滑走路離脱支援ツールの開発を進め、パイロッ

トヒアリングの結果に基づき、画面表示部を改良し

た。これにより、Ｒ7 年度に実施予定のフライトシミ

ュレータ検証実験の準備が整った。 

さらに、羽田空港への到着機についてＡＤＳ－Ｂ

データを用いて進入経路からの逸脱量分布を算出

し、衝突危険度モデル（ＣＲＭ）の改良の方向性を

示した。 

 

（４）航空交通を支える基盤技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①航空通信ネットワーク・サービスに必要な情報共

有管理技術・手法などに関する研究開発 

○SWIM による協調的意思決定支援情報サービスの

構築と評価に関する研究では、空港や空域などの

実際の需要と現在の容量のアンバランスを動的に

調整できる協調的プロセスモデルの不確実性の解
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②周波数共用、宇宙天

気現象が航空交通を支

えるシステムに与える

影響などの技術的課題

に関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－航空管制用データ通信について、SWIM 等の

運用に必要な通信容量と性能要件を調査する

とともに、公衆通信網を含む航空用通信制御

方式を設計する。等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②周波数共用、宇宙天気現象が航空交通を支え

るシステムに与える影響などの技術的課題に関

する研究開発  

－電波高度計の安全を確保しながら、同一・隣

接周波数である５Ｇモバイルシステム等と周波

数を共用するため、電波環境の分析評価や機

内持ち込み機器の影響評価を行う。  

－宇宙天気現象がＧＮＳＳに与える影響を評価

し、ＧＮＳＳの性能向上技術を提案する。等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

析により協調的意思決定の有効性を評価できる手

法を提案した。 

また、ICAO APAC SWIM Task Force のタスクリ

ードとして作成した「APAC SWIM Technical 

Infrastructure Profiles v1.0」が APAC 地域初の

SWIM 技術基準として正式に採用された。 

さらに、提案した地域 SWIM アーキテクチャを用

いて CRV 上で構築した実験システムで、17 か国

間の連携実証実験を実施し、SWIM に基づいた協

調運用の有効性を示した。また、実験用航空機を

用いて離陸後において機上と地上システム間の 4

次元軌道情報の同期による協調的意思決定を評

価できる飛行実験システムも開発した。 

査読付き論文 3 編、技術基準関連資料 6 件 

 

②周波数共用、宇宙天気現象が航空交通を支える

システムに与える影響などの技術的課題に関する

研究開発 

○電波高度計と同一隣接周波数利用システムの周

波数共用に関する研究では、実験用航空機を用

いて仙台空港周辺の 5Ｇ基地局の受信電力を測

定し、上空における干渉影響評価の基礎データを

取得・評価した。 

また、機内持ち込み機器の発する電波が電波

高度計に与える影響を実測値を元に評価する干

渉解析評価法を開発した。 

ＩＣＡＯ、ＥＵＲＯＣＡＥ／ＲＴＣＡの専門部会にお

いて提案してきた干渉解析評価法の検討状況、上

空における 5Ｇ基地局の受信電力測定結果等を

報告した。 

さらに、総務省からの依頼により、空飛ぶクルマ

の実験無線局免許等の周波数共用検討を行っ

た。 

査読付き論文 3 編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５ 研究開発成果の社会への還元 

関連する政策・施

策 

 当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

 

当該項目の重要

度、難易度 

【重要度：高】 行政への支援や他機関との連携及び協力等による研

究所の研究開発成果の社会への還元は、国土交通省の政策目標の

実現に不可欠であるため。 

関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 Ｒ５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度  Ｒ５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

発表会の実施件数 9 回 9 回 11 回              

一般公開・公開実験回数 8 回 8 回 11 回              

現場や基準等に反映された研究成果数 － 29 件 19 件              

行政からの受託件数 － 75 件 74 回              

行政等が設置する技術委員会への参加件数 － 500 人 653 人              

研修講師派遣数  69 人 44 人              

災害派遣件数 － 10 回 6 回              

 事故原因分析件数 － 1 回 2 回              

 産業界・学界との共同研究等の実施件数 － 154 件 152 件              

 産業界からの受託研究の実施件数 － 137 件 133 件              

 国や民間企業との人事交流 － 99 人 97 人              

 大学等教育・研究機関との人事交流実績  60 人 79 人              

 外部委員会への参画件数 － 540 人 521 人              

 産業界への技術移転や実用化に結びついた研究成果事例 － 19 件 8 件              

 研究者派遣の実施件数  68 件 51 件              

 特許・プログラム等の知的財産の出願等件数 － 22 件 46 件              

 マスコミでの紹介件数 － 241 件 196 件              
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究所は、

上記１．～４．

における研究

開発成果を活

用し、行政へ

の技術的支

援、他機関と

の連携及び協

力等を通じて

我が国全体と

しての研究成

果を最大化す

るため、次の

事項に取り組

む。 

 

 

（１）技術的政

策課題の解決

に向けた対応 

上記１．～

４．における研

究開発成果

を、脱炭素

化、ＤＸ、持続

可能なインフ

ラ メインテナ

ンスなどの国

が進めるプロ

ジェクト等へ

の支援、海上

輸送の安全確

保・海洋環境

の保全等に係

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）技術的政策課題

の解決への対応 

①国が進めるプロジェ

クト 

等への支援 

  国等がかかえる政

策課題解決に向けた

研究開発はもとより、

国等が設置する技術

委員会への参画、国

等が実施する新技術

の評価業務支援等、

政策課題の解決に対

応することにより、持

続可能なインフラメン

テナンス、脱炭素化、

ＤＸ等の国が進めるプ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）技術的政策課題の解決に向けた対応 

①国が進めるプロジェクト等への支援 

  国等がかかえる政策課題解決に向けた研究開

発はもとより、国等が設置する技術委員会への参

画、国等が実施する新技術の評価業務支援等、政

策課題の解決に対応することにより、持続可能なイ

ンフラメンテナンス、脱炭素化、ＤＸ等の国が進める

プロ ジェクトや計画等の実施に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．評価軸 

○政策課題の解

決に向けた取組

及び現場や基

準等への還元

がなされている

か。 

○そのための、行

政機関との意思

疎通が的確にな

されているか。 

 

 

２．評価指標 

○現場や基準等

に反映された研

究成果の実績 

○行政機関との意

思疎通に関する

取組の状況 

 

 

 

１．評価軸 

○自然災害・事故

時において迅速

な対応がなされ

ているか。 

 

 

２．評価指標 

○自然災害や事

故における対応

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）技術的政策課題の解決に向けた対応 

 

○令和 6 年度においては、海上輸送の安全確保等の

海事行政や、港湾、航路、海岸及び飛行場等の整

備事業等の実施に関する技術課題に関し、国土交

通省、同地方整備局、地方自治体等から 74 項目の

受託研究をそれぞれの要請に基づき実施した。研

究所が実施する受託研究は、国等が抱える技術課

題の中でも、プロジェクトの成否を左右する重要なも

のが多く、既存の技術では十分な対応が期待できな

い研究開発等を伴うことに加え、公平性及び中立性

も必要となるため、受託研究の成果が国や地域の

発展、安全性の確保に果たしている役割は非常に

大きい。  

   受託研究の成果は、委託者である国等が実施す

る事業等に対し、設計条件の設定、解析手法・性能

照査手法の改良・設定、事業計画や対策の検討に

 

＜評定と根拠＞ 

 

評定：Ａ  

  

年度計画は数値目標含めて全て

達成した。 令和 6 年度における主

な評価軸の達成状況は以下のとお

り。 

また、特筆すべき事項は下記のと

おり。 

 

(政策課題の解決に向けた取組及び

現場や基準等への還元) 

〇国交省や地方整備局、行政機関      

からの受託研究を 74 件実施し、

行政機関が設置する技術委員会

等の委員として研究者を延べ 653

名派遣し、国等が抱える技術課

題の解決に 対応した。 

〇海事行政において設置された「自  

動運航船検討会」及び「内航カー

ボンニュートラル推進に向けた検

討会」に研究者を派遣し、国が抱

える技術課題解決の検討を支援

した。 

〇航空関係では、GBAS（地上直接

送信型衛星航法補強システム）が

社会実装され、東京国際空港で

正式運用が開始した。 

〇12 件の研究成果が行政機関の

基準やガイドラインに反映、7 件

の研究成果が現場に反映され安

全強化等に貢献した。 

評定  

 



  
 

42 

 

る基準や港湾

の施設に係る

技術基準及び

ガイドライン、

航空交通の安

全等に係る基

準等の策定な

どに反映する

ことにより、技

術的政策課題

の解決を支援

する。このた

め、技術的政

策課題や研究

開発ニーズの

把握に向け

て、行政機関

等との密な意

思疎通を図る

とともに、社会

情勢の変化等

に伴う幅広い

技術的政策課

題や迅速な対

応が求められ

る研究開発ニ

ーズに、機動

的かつ的確に

対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロジェクトや計画等の

実施に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．評価軸 

○技術シーズの産

業界への活用

のために、研究

の中核機関とし

ての取組を的確

に実施している

か。 

○国内の研究機

関等と十分に連

携・協力してい

るか。 

 

 

２．評価指標 

○産学官連携に

関する取組の状

況 

 

 

 

１．評価軸 

○一般社会から理

解が得られるよ

う、研究開発成

果等をわかりや

すく発信してい

るか。 

○研究開発成果

の迅速な社会還

元や共同研究

の促進のために

行政等に向けた

情報発信が的

確になされてい

るか。 

おける基礎資料、政策立案・実施等に用いられるな

ど、様々な形で活用された。 

〇技術課題を解決するために国等によって設置され

た各種技術委員会等の委員として、研究所の研究

者を延べ 653 名派遣し、国等が抱える技術課題解

決のために精力的に対応した。   

○研究所では、国土交通省（地方整備局等を含む）の

要請に応じて、有用な新技術の活用促進を図るた

め、「公共工事等における新技術活用システム（通

称「NETIS」）」に登録する技術の現場への適用性等

を評価することを目的として、各機関が設置している

「新技術活用評価会議」に研究者を派遣し、技術支

援を実施した。  

   また、一般財団法人沿岸技術研究センターが実

施する「港湾関連民間技術の確認審査・評価事業」

に研究者を派遣し審査・評価を支援した。 

〇一方、海事行政においては、年々進化するセンシン

グ、AI 等の技術を船舶の運航に活用することにより

安全性の向上が期待されること、国内物流を支える

内航海運の担い手確保、船員労働環境の改善、職

場の魅力向上等が喫緊の課題であることを踏まえ、

官民一体となった幅広い検討を行うことを目的とし

て、「自動運航船検討会」を設置した。同検討会に

研究者を派遣し、自動運航や遠隔監視等を商用運

航において活用するための安全基準、検査の方

法、乗組み体制等に関しての検討を支援した。ま

た、省エネ・脱炭素化の取り組みを加速する必要性

が高まっており、内航海運におけるカーボンニュート

ラルの推進に向けた検討を進めるために設置され

た「内航カーボンニュートラル推進に向けた検討会」

に研究者を派遣し、検討を支援した。   

〇航空行政においては、遠隔型空港業務支援システ

ムの実用化研究にて、小規模空港への展開を目的

としたコンパクトなシステムについて、小規模空港で

性能評価と課題についての検討を継続して行ってい

る。内閣府が平成 30 年度より運用を開始した準天

頂衛星システムについて、第三者性能評価を実施し

ている。さらに、当研究所で長期にわたり研究開発

してきた「衛星航法による航空機の着陸システムで

〇基準・ガイドラインへの研究成果

の反映として、海技研では国土交

通省が設置した「船舶産業の変

革実現のための検討会」に研究

者を派遣し、船舶産業の変革に

必要な GX、DX、ロードマップ等の

報告書のとりまとめに貢献した。

港空研ではブルーカーボン研究

の成果が、令和 6 年 4 月の国連

気候変動枠組条約(UNFCCC)へ

の温室効果ガス排出・吸収量の

報告において、我が国が世界初と

なる海草藻場における温室効果

ガス排出・吸収量(GHG インベント

リ)の算定に活用された。電子研

では将来の航空システムに関す

る「CARATS 長期ビジョン 2040」

の策定に貢献した。 

 

(行政機関との意思疎通) 

〇行政の講習会や研修会において

研究者を講師等として延べ 44 名

を派遣し、参加者数は全体で

3,412 名になり、最新の研究情報

を共有し、研究成果の還元に努

めた。 

〇港空研では、各地方整備局が抱

える現場の問題やニーズ等、情

報収集を目的に地方整備局、国

総研と共催で地域特別講演会を

関東、九州、中部、沖縄の 4 地域

で開催した。 

〇電子研では、航空局に対して

GBAS に関する技術情報の提供

等、最新技術の普及に努めた。 

 

(自然災害・事故時における対応) 

〇R6.1.1 能登半島地震後の復旧に

おいては、技術者を派遣し、矢板
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②基準・ガイドライン

等の策定 

  研究所の研究開発

成果を活用し、海上輸

送の安全確保・海洋

環境の保全等に係る

基準や港湾の施設に

係る技術基準・ガイド

ライン、航空交通の安

全等に係る基準等の

策定や改定を技術的

観点から支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②基準・ガイドライン等の策定 

  研究所の研究開発成果を活用し、海上輸送の安

全確保・海洋環境の保全等に係る基準や港湾の施

設に係る技術基準・ガイドライン、航空交通の安全

等に係る基準等の策定や改定を技術的観点から支

援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．評価指標 

○発表会の実施

件数 

○一般公開・公開

実験回数 

○行政等に向けた

情報発信の取

組状況 

 

 

 

１．評価軸 

○知的財産権を適

切に取得、管

理、活用してい

るか。 

 

 

２．評価指標 

○知的財産権の

取得、管理、活

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある GBAS（地上直接送信型衛星航法補強システ

ム）」が社会実装され、東京国際空港において正式

運用が開始された。  

  

○研究所が有する最新かつ先導的な研究成果や技術

的知見等を、国土交通省等の行政機関が策定及び

改定を行う基準やガイドラインに反映させるため、基

準等の策定及び改定作業に積極的に参画し、海上

輸送の安全確保・海洋環境の保全等に係る基準

や、航空交通の安全等に係る基準等の策定及び改

定に貢献した。   

  また、学会や関係機関が開催する講習会等に

おいて研究者が講師を務め、基準等の普及に協力

するとともに、国土交通省等の関係機関に対して、

基準・ガイドライン等に係る技術指導等を積極的に

行った。 

基準・ガイドライン等の策定や改定では、海上 

技術安全研究所では国土交通省が設置した「船舶

産業の変革実現のための検討会」において研究者

を派遣し、2030 年に目指すべき目標として、我が国

海事産業が次世代船舶の受注量におけるトップシ

ェアを確保することを定めるとともに、船舶産業の

変革に必要な GX、DX、人材確保等に係る取組、ロ

ードマップ、今後の実施体制のとりまとめに貢献し

た。港湾空港技術研究所では近年、国土交通省か

らの委託事業により我が国の沿岸域における藻場

の分布面積の推計手法を開発するとともに、同省

のブルーカーボンに関する検討会において開発状

況を報告してきた。その結果、2022 年度の我が国

の温室効果ガス排出・吸収量の算定において、港

湾空港技術研究所で開発された推計手法が活用さ

れた。その推計手法は令和 6 年 4 月の国連気候変

動枠組条約（UNFCCC）事務局への温室効果ガス

排出・吸収量の報告において我が国として初めて

藻場による吸収量（合計約 35 万トン）が盛り込ま

れ、浅海域による吸収量を国連に報告している国

はまだ少ないなか、海藻藻場については日本が世

界で初めての報告となった。電子航法研究所では

将来の航空交通システムに関する「CARATS 長期

式岸壁の被災状況調査や地震後

の余震観測・常時微動観測を行

った。調査結果をまとめた技術資

料を国等の行政機関に提出し、

それらは金沢港等の港湾構造物

の復旧設計に活用された。 

〇また、今後の地震において機動

的かつ的確に対応するため、岸

壁変形量を高精度に短時間で計

測する利用可否判断支援装置

(BerthSurveyor)を能登地域３港

湾に設置した。 

〇海技研では、放射性物質の海上

輸送中に事故等が発生した場合

の緊急時対応として、早期の体

制構築と国土交通省海事局との

連携を円滑に実施することを目的

に海上輸送に係る原子力防災訓

練（R7.1）を合同で実施した。 

〇港空研では、今後発生が懸念さ

れる南海トラフ地震等の広域災

害において、全ての港湾に技術

者を派遣することは困難であるこ

とを踏まえ、地方整備局職員によ

る現地ウェブカメラ映像を地方整

備局本局、国総研及び港空研で

共有し、港湾施設の利用可否判

断を行うための防災訓練（R7.1）

を高知県内の港湾を対象に実施

した。 

〇他、海技研にて緊急地震速報訓

練、港空研にて地震・津波を想定

した防災訓練、電子研にて安否

確認訓練を実施した。 

〇海技研の海難事故解析センター

は、国交省による船舶事故の原

因究明や安全対策の 7 つの委員

会への参画や運輸安全委員会と

事故再発防止策の研究を継続し
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③行政機関等との密

な意思疎通 

  研究計画の策定に

あたっては、ニーズの

把握のため行政機関

等と密な意思疎通を

図り、研究の具体的

な内容を検討するとと

もに、必要に応じて民

間企業と連携を図り

つつ、社会実装が可

能で実用性の高い成

果を目指す。 

  国、地方公共団体

等の技術者を対象と

した講演の実施、研

修等の講師としての

研究者の派遣や受け

入れにより、技術情報

の提供及び技術指導

を行い、行政機関等

への研究成果の還元

を積極的に推進する。 

  その他、社会情勢

の変化等に伴う幅広

い技術的政策課題や

迅速な対応が求めら

れる研究開発ニーズ

に、機動的かつ的確

に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③行政機関等との密な意思疎通 

  研究計画の策定にあたっては、ニーズの把握の

ため行政機関等と密な意思疎通を図り、研究の具

体的な内容を検討するとともに、必要に応じて民間

企業と連携を図りつつ、社会実装が可能で実用性

の高い成果を目指す。 

  国、地方公共団体等の技術者を対象とした講演

の実施、研修等の講師としての研究者の派遣や受

け入れにより、技術情報の提供及び技術指導を行

い、行政機関等への研究成果の還元を積極的に推

進する。 

  その他、社会情勢の変化等に伴う幅広い技術的

政策課題や突発的な研究開発ニーズに、機動的か

つ的確に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビジョン 2040」の策定に貢献した。 

  これら行政機関の基準やガイドラインに反映さ

れた研究成果は 12 件、現場に反映された研究成

果は 7 件となった。   

○港湾空港技術研究所では、地方整備局に対して、

港湾、航路、海岸及び飛行場等に関する研究活動

や成果についての情報を幅広く提供するとともに、

各地方整備局における現場の問題やニーズなどの

情報を収集することを目的として、国土技術政策総

合研究所及び地方整備局等との共催で地域特別

講演会を開催した。令和 6 年度は、全国 4 地域に

おいて開催し、延べ 497 名の参加を得た。（関東 11

月 11 日、九州 12 月 25 日、中部 1 月 27 日、沖縄

2 月 25 日）   

電子航法研究所では、航空局等に対して、GBAS

電離圏に関する技術情報の提供等、研究成果の

還元を積極的に実施し最新技術の普及に努めた。  

港湾空港技術研究所は、隣接する国土技術政策

総合研究所において実施された国等の技術者に対

する研修に研修計画の企画段階から積極的に参

画し、地方整備局主催の研修などへ研究者を講師

として延べ 44 名を派遣した。   

電子航法研究所では、航空保安大学校が実施し

ている研修に講師派遣を行い、航空情報科、航空

電子科を対象とし研修生 50 名に、技術開発と評価

試験に関する WEB 講義を実施した。  

他に、国の出先機関 3 か所において講師を派遣

し、GBAS、SBAS 及び航空情報共有基盤等に関す

る講義を実施した。これら各種研修会や講習会への

研究者等の派遣は延べ 69 名であった。  

 

○科学が文化国家の基礎であるという確信の下、 

  行政、産業及び国民生活に科学を反映、浸透さ 

  せることを目的として設置された日本学術会議に 

  おいて、我が国の科学に関する重要事項を審議 

  するなど、科学政策の実現に向けた活動を行っ 

  た。 

 

航空局における各種重要施策に関する研究開発

ている。加えて、運輸安全委員会

の陸・海・空一体の「事故調査解

析室」の体制強化に伴い、事故

原因究明に対して研究所が保有

する事故解析技術・研究施設の

利活用を積極的に推進した。 

〇電子研では、R6.1 に発生した羽

田空港航空機衝突事故を踏ま

え、国土交通省が設置した委員

会に職員を派遣し、航空管制シス

テムの改善等を含む「中間取りま

とめ」の策定に貢献した。 

 

(研究の中核機関としての取組) 

〇産業界・学界との共同研究を 152

件、産業界からの受託研究 133

件を実施することに より、研究成

果の活用促進を図るとともに、研

究成果の質の向上、実用化を加

速した。 

〇海技研は、既存の実海域性能モ

デル(VESTA：ベスタ）を(株)ウェ

ザーニュースのウェザールーティ

ングシステムに組み込み、新たな

サービスを展開した。 

〇 港空研は、東京理科大・飛島建

設(株)と共同で研究開発を行った

鉄筋腐食測定器「Dr.CORR」につ

いての周知活動(日刊建設工業

新聞への掲載）を実施した。ま

た、SBIR（Small/Startup 

Business Innovation Research）制

度に基づき、国土交通省が実施

する「SBIR フェーズ 3 基金事業」

の支援法人の一つに指定され、

令和 5 年度より支援活動を行っ

ている。令和 6 年度は「ドローン

を活用した港湾施設の点検・調査

効率化に関する技術開発・実証」
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（２）災害及び

海難事故発生

時の対応等に

おける技術的

な貢献 

  沿岸域の災

害における調

査や、災害の

発生に伴い緊

急的に求めら

れる技術的な

対応を迅速に

実施し、被災

地の復旧を支

援するととも

に防災に関す

る知見やノウ

ハウの蓄積を

図り、防災・減

災の取組を推

進する施策等

への支援を行

う。また、沿岸

自治体の防災

活動の支援や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）災害及び海難事

故発生時の対応等に

おける技術的な貢献 

  沿岸域の災害にお

ける調査や、災害の

発生に伴い緊急的に

求められる技術的な

対応を迅速に実施し、

被災地の復旧を支援

するとともに防災に関

する知見やノウハウ

の蓄積を図り、防災・

減災の取組を推進す

る施策等への支援を

行う。 

  具体的には、国内

で発生した災害時に

おいて、国土交通大

臣からの指示があっ

た場合、または研究

所が必要と認めた場

合に、被災地に研究

者を派遣することによ

り、被災状況の把握、

復旧等に必要な技術

指導等を迅速かつ適

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）災害及び海難事故発生時の対応等における技

術的な貢献 

  沿岸域の災害における調査や、災害の発生に伴

い緊急的に求められる技術的な対応を迅速に実施

し、被災地の復旧を支援するとともに防災に関する

知見やノウハウの蓄積を図り、防災・減災の取組を

推進する施策等への支援を行う。 

  具体的には、国内で発生した災害時において、

国土交通大臣からの指示があった場合、または研

究所が必要と認めた場合に、被災地に研究者を派

遣することにより、被災状況の把握、復旧等に必要

な技術指導等を迅速かつ適切に行う。また、研究所

で作成した災害対応マニュアルに沿った訓練を行う

とともに、その結果に基づいて当該マニュアルの改

善を行う等、緊急時の技術支援に万全を期する。加

えて、沿岸自治体の防災活動の支援や沿岸住民へ

の啓発活動など、ソフト面の事前対策強化も支援す

る。 

  さらに、重大な海難事故等が発生した際には、研

究所の持つ豊富な技術的知見や施設を活用して事

故原因を分析するとともに、国等における再発防止

のための対策立案への支援を行う。 

  これらに加えて、突発的な災害や海難事故の発

生時には、必要に応じて予算や人員等の研究資源

について、研究開発の進捗状況の報告や新規研究

テ ーマの提案、研究成果の活用状況等に関して報

告・討議を行い、航空行政の計画やニーズの把握

に努め、航空行政との連携を強化することが出来

た。 

将来の航空交通システムを計画的に構築するた

め CARATS 推進協議会及びその傘下に具体的施

策等 を検討する WG が設置されており、これら会議

において、航空局を主体として航空会社、航空関係

の機器 製造企業、大学等が参加し、ロードマップの

作成・検討等が進められている。当該会議にメンバ

ーとして参 加し、CARATS の実現に向けた支援を

するとともに航空ニーズの把握に努めた。 

 

（２）災害及び海難事故発生時の対応等における技術

的な貢献 

 

○港湾空港技術研究所では、令和 6 年 1 月 1 日の能

登半島地震（M7.6）により地盤が移動し港湾施設が

甚大な被害を受けたため、研究者を派遣し（6 回、

延べ 10 人）、矢板式岸壁の被災状況調査と地震時

変形挙動解明に向けた詳細調査を実施した 

   （図Ⅰ.5.(2).②.1） 。 

   また、地震時の強震観測記録に加え、地震後の

余震観測や常時微動を観測した。これらの調査結

果をまとめた技術資料を国等の行政機関に提出し、

それらは金沢港等の港湾構造物の復旧設計に活

用された。 

さらに、今後の地震において、さらに機動的か 

  つ的確に対応するため、岸壁変形量を高精度に 

  短時間で計測できる利用可否判断支援装置  

  (BerthSurveyor)を能登地域３港湾に設置した 

  （国総研と共同）（図 I.5.(2).②.2）。 

 

○我が国においては 11 月 5 日が「津波防災の日」とし

て定められており、 平成 27 年 12 月には国連総会

において、11 月 5 日が「世界津波の日」として採択さ

れ、全国で「津波防災の日」周辺での地震・津波防

災訓練等が実施されている。 

など 6 件を採択し、計 10 件の支

援を実施した。 

〇電子研は、アルトウェットテクノロ

ジー(株）と共同で、3 次元イメー

ジングレーダーによるセキュリティ

検査システムの研究開発を前年

度に引き続いて実施した。 

 

(国内の研究機関等との連携・協力) 

〇国や民間とは 97 人、大学や研究

機関とは 79 人と人事交流を実施

した。また、国内からの研修生・イ

ンターン生 55 名の受入れを実施

し、研究所の存在感向上、関連

業界の技術力の底上げに貢献し

た。 

〇任期付研究員等についても、国

土交通省地方整備局等との連携

により災害対策等の現場に赴き、

具体的な課題解決の 任にあた

るなど、大学の研究室では得難

い現場に根ざした研究の機会を

提供し、その能力の開発に努め

た。 

〇海技研は、海事産業界への人材

育成として、若手研究員及び若

手技術者が船舶海洋工学の基礎

知識を短期集中で取得することを

目的とした「船舶海洋工学研修」

を開催した。会場・WEB あわせて

99 名が 13 日間の講義に参加し

た。 

 

(一般社会への研究開発成果等の

発信) 

〇講演会や発表会はうみそら研全

体で目標 9 回に対して 11 回実施

し、目標を達成した。 
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沿岸住民への

啓発活動な

ど、ソフト面の

事前対策強化

も支援する。 

  さらに、海

難事故等の原

因分析及び再

発防止のため

の適切な対策

立案を支援す

る。 

  これらに加

えて、突発的

な災害や海難

事故等の発生

時には、必要

に応じて予算

や人員等の研

究資源の配分

を適切に行

い、機動的か

つ的確に対応

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

切に行う。また、研究

所で作成した災害対

応マニュアルに沿った

訓練を行うとともに、

その結果に基づいて

当該マニュアルの改

善を行う等、緊急時の

技術支援に万全を期

する。加えて、沿岸自

治体の防災活動の支

援や沿岸住民への啓

発活動など、ソフト面

の事前対策強化も支

援する。 

  さらに、重大な海難

事故等が発生した際

には、研究所の持つ

豊富な技術的知見や

施設を活用して事故

原因を分析するととも

に、国等における再

発防止のための対策

立案への支援を行う。 

  これらに加えて、突

発的な災害や海難事

故の発生時には、必

要に応じて予算や人

員等の研究資源の配

分を適切に行い、機

動的かつ的確に対応

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

の配分を適切に行い、機動的かつ的確に対応す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 うみそら研では災害対応マニュアルを作成して 

おり、そのマニュアルに沿った訓練として海上技術

安全研究所では、放射性物質の海上輸送中に事故

等が発生した場合の緊急時対応として、早期の体

制構築と国交通省海事局との連携を円滑に実施す

ることを目的に海上輸送に係る原子力防災訓練

（R7.1）を国土交通省海事局と合同で実施した。港湾

空港技術研究所では、今後発生が懸念される南海

トラフ地震等の広域災害において、すべての港湾に

技術者を派遣することは困難であることを踏まえ、

地方整備局職員による現地 WEB カメラ映像を地方

整備局本局、国土技術総合政策研究所及び港湾空

港技術研究所で共有し、港湾施設の利用可否判断

を行うための防災訓練（R7.1）を高知県内の港湾を

対象に実施した。 

研究所独自の防災訓練として、海上技術安全研究

所では、緊急地震速報を受けてから、強い揺れが来

るまでの極めて短い時間の中で、身を守るための適

切な行動をとるための緊急地震速報訓練（R6.11.5）

と、火災・震災その他の災害による人命の安全及び

被害の軽減を図ることを目的に消防・防災訓練

（R6.10.28）と、災害発生時に職員の安否確認を迅速

に行うことを目的として安否確認訓練（R7.3.10）を実

施した。港湾空港技術研究所では、海に面している

ことから、震度 6 弱・津波高さ 4.8m・到達時間 4 分・

敷地内浸水 2.3ｍ程度を想定し、避難場所への避難

と人員や負傷者等の確認・報告、人員や状況集約の

防災訓練を実施した（R6.11.6）。合わせて、携帯メー

ルや携帯電話による安否確認を概ね 30 分以内に集

約する訓練も同時に実施した。また、訓練地震発生

直後にはシェイクアウト訓練（※）を実施し、建屋が揺

れている時に身を守る方法を周知した。 

※シェイクアウト訓練とは「1:DROP!（まず低く！）、 

 2:COVER!（頭を守り！）、3:HOLD ON!（動かな 

い！）」等の安全確保行動を身に着ける訓練。   

電子航法研究所では、災害発生時に職員及びその

家族の安否や研究所の被災状況の確認を迅速に行

い、被害の全体像の把握や対応の判断を迅速に行

〇海技研では「海技研のプロジェク

トの進捗と今後の展開」をテーマ

に研究発表会を開催し、今後の

展望やトピック等を 7 件報告し、

ポスター発表を 29 件実施した(参

加者 449 名)。また、「内航海運の

課題解決に向けた技術開発」の

テーマで講演会も開催し、船員の

省力化や環境負荷低減技術等を

紹介した(参加者 458 名)。 

〇港空研では「地震防災(能登半島

地震１年、阪神淡路大震災 30

年)」をテーマに金沢港の暫定利

用や岸壁利用可否判断技術等、

５件を紹介した(参加者 660 名)。 

〇電子研では「アレーレーダがもた

らす新たな航空機監視技術」をテ

ーマに航空交通管理や航法技

術、監視通信技術等、10 件を報

告した(参加者 282 名)。 

 

(行政等への情報発信) 

〇一般公開及び公開実験はうみそ

ら研全体で目標 8 回に対して 11

回実施し、目標を達成した。 

〇海技研と電子研は、交通安全環

境研究所と合同で一般公開を開

催し、水槽施設を使用した波のダ

ンスショーや測位衛星の電波を

利用したイベント等をわかりやす

く紹介した(来場者 5,066 名)。(宇

宙航空研究開発機構も同日に一

般公開を開催) 

〇港空研は、久里浜地区として国

総研と合同で一般公開を開催し、

津波・高潮のシミュレーション映

像や地震の揺れや液状化の再現

実験、水中ロボット等を子供にも
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うことを目的として安否確認訓練（R7.2.28）を実施し

た。 

 

○我が国周辺海域では、船舶の衝突や座礁などの重

大な海難事故が、依然として多数発生している。そ

の原因を究明し、事故を未然に防止する対策を検

討することは、安全・安心な社会の実現のための社

会的要請となっており、政府においても平成 20 年

10 月に運輸安全委員会を設置して体制を強化し

た。こうした国の方針を踏まえ、研究所として重大海

難事故発生時の即応体制を整えるべく、平成 20 年

9 月 1 日に海上技術安全研究所に「海難事故解析

センター」を設置した。当センターは、事故発生時の

専門的知見を活用した「初動分析・情報発信」を行う

と共に、運輸安全委員会等の委託を受けて、水槽

試験、数値シミュレーション、AIS データ等を用いて、

事故状況を再現し、「海難事故原因の分析・究明」

に資する業務を行っている。最近ではセンターの活

動が報道機関に認知され、重大な海難事故発生と

ともに、新聞、テレビ等からの問い合わせ、取材が

行われるようになった。 

海上技術安全研究所の海難事故解析センター

は、令和 6 年度、運輸安全委員会の委託により、山

口県下関市沖で発生したケミカルタンカー転覆事故

（事故日：令和 6 年 3 月 20 日）に係る解析調査を実

施し、解析結果は同委員会の調査に活用され、事故

原因究明に貢献することになる。 

北海道知床で発生した遊覧船事故においては、

国土交通省に設置された「知床遊覧船事故対策検

討委員会」「知床遊覧船事故対策フォローアップ委員

会」「知床遊覧船事故を踏まえた遊漁船の安全設備

の在り方に関する検討会」等 7 つの委員会に対し、こ

れまで延べ 3 名の職員を主査又は委員として派遣

し、事故原因究明のみでなく、事故後の対策・再発防

止策検討にも貢献している。 

さらに、船舶事故ハザードマップによって提供され

る情報を拡充すること及び、既に公表された船舶事

故調査報告書データを活用して再発防止策等を検

討する共同研究を運輸安全委員会とともに継続して

わかりやすく紹介した(来場者 697

名)。 

〇また、3 研究所は年間を通じて、

国等や民間企業、学校等からの

施設見学希望に対して、社会的

役割等を広く理解してもらう機会

と捉えて積極的に受け入れた(計

115 件,1523 名)。 

 

(知的財産権の取得、管理、活用) 

〇研究開発活動で得られた新たな

知見に関する特許等の取得は積

極的に推進しており、うみそら研

全体では出願 46 件、取得 26 件

であった。 

〇保有する特許や技術計算プログ

ラム等は、社会基盤整備への迅

速で積極的な利用促進に向け

て、ホームページでの公開や独

立行政法人工業所有権情報・研

修館の開放特許情報データベー

スでの公開等で広範な普及に努

めている。令和 6 年度の特許使

用許諾は 19 件、プログラム等の

著作権使用許諾は 120 件であっ

た。 

〇研究開発における知財戦略の構

築や強くて役に立つ特許の創

出、および知財取得のモチベーシ

ョン向上等を目的として毎年研修

を行っており、令和 6 年度は「知

財基礎研修」を実施した。 

 

 以上のとおり、国や公益法人等が

実施する新技術の評価業務支援で

は、電子研が長年にわたり研究開

発した GBAS（地上直接送信型衛星

航法補強システム）が社会実装さ
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（３）研究の中核機関としての役割強化 

  研究所の優れた成果を社会に還元するために、

学術的なシーズを有する大学や産業的なニーズを

有する民間企業等、あるいは他の国立研究開発法

人等との共同研究、受託研究、技術研究組合の活

用のほか、政府出資金を活用した委託研究、人事

交流、研究所からの研究者派遣等の取組を推進す

る。 

  また、研究所の大型試験設備、人材、蓄積された

基盤技術を核として、研究開発のネットワークを形

成することによりハブの役割を担い、研究開発成果

を国全体として社会実装に結び付けるため、陸上交

通など他の交通モードとの接続も含めた観点から

関係機関との連携強化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

実施している。 

加えて、令和 6 年度は、運輸安全委員会の組織改

革により陸・海・空 3 モードが一体となった「事故調査

解析室」の体制が大幅に強化・増員された。これを踏

まえ、「事故調査解析室」を中心とした同委員会と、

意見交換会を実施し、船舶事故だけでなく、航空・鉄

道事故も含めた陸・海・空 3モードの事故原因究明に

対する当所事故解析技術・研究施設の利活用を積

極的に推進した。   

○羽田空港で 発生した航空機衝突事故（事故日：令

和 6 年 1 月 2 日）を踏まえ、国土交通省が設置した

「羽田空港航空機衝突事故対策検討委員会」に引き

続き職員を派遣し、管制官の負荷軽減を含む業務分

担見直しや管制官への注意喚起システムの改善に

向けた提案等を行い、「羽田空港航空機衝突事故対

策検討委員会における中間取りまとめ」に貢献した。  

 

 

（３）研究の中核機関としての役割強化 

 

○研究所の有する優れた技術シーズを産学官で共有

し、企業等への技術移転に積極的に取り組み、大

学等の有する学術的シーズを活用して研究所の研

究開発成果を社会に還元するため、以下の規程等

を適切に運用した。  

 ・国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所知

的財産ポリシー  

 ・国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所受

託等業務取扱規程  

 ・国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所共

同研究取扱規程 

○研究所単独ではなし得ない優れた研究開発成果の

創出と活用拡大を目指し、学術的なシーズを有する

大学や産業的なニーズを有する民間企業等との共

同研究を 152 件実施した。 

これらにより、産業界・学界における研究成果 

  の活用促進を図るとともに、研究所が有さない技 

  術を補完し、研究成果の質の向上、実用化を加速 

  している。具体的な獲得件数は表Ⅰ.5.(3).②.1 の 

れ、東京国際空港で運用開始する

など顕著な成果を挙げた。 

基準・ガイドライン等の策定では、

温室効果ガス排出・吸収量の算定

において、港空研で開発された推計

手法が活用され、世界で初めて藻

場による吸収量（約 35 万トン）が報

告された。電子研では将来の航空

交通システムに関する「CARATS 長

期ビジョン 2040」の策定に貢献する

など顕著な成果を示した。 

早急に取り組むべき災害や海難

事故等への技術的支援では、能登

半島地震(R6.1.1)による岸壁の大規

模な被災状況調査や余震観測等を

行い、調査結果は金沢港等の港湾

構造物の復旧設計に活用された。

さらに今後の地震においても、機動

的かつ的確に対応することを目的

に岸壁変形量を短時間・高精度で

計測できる利用可否判断支援装置

（BerthSurveyor）を能登地域 3 港湾

に設置するなど被災地域の防災体

制に貢献した。 

研究所及び研究成果を幅広く認

知してもらう活動では、様々な活動

を 819 件実施し、職員を延べ 1,418

人動員した結果、参加者は 11,098

人にのぼるなど顕著な成果を示し

た。 

 

以上により評価を A とする。 
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  とおりとなっている。また、産業界への技術移転 

  や実用化に結び付いた研究成果は表Ⅰ.5.(3).② 

  .2 のとおりとなって いる。 

○海上技術安全研究所は、実運航でのGHG削減を進

めるため、船舶の実海域性能モデルを組み込んだ

ウェザールーティングサービス（最適航路選定支援

サービス）の実用化を目的とした共同研究を株式会

社ウェザーニューズとともに行い、共同でデータ検

証を行ってきた。その結果を受けて、2024 年 5 月か

ら株式会社ウェザーニューズにて新たなサービスを

開始することになった。 

具体的には、海上技術安全研究所でこれまで開

発してきた、波、風のある実海域で航行する船舶の

速度、燃料消費量を世界最高精度で推定する実海

域性能モデル（VESTA：ベスタ）を共同研究の成果を

もとに株式会社ウェザーニューズのウェザールーテ

ィングシステムに組み込むことで、船型により異なる

実海域性能（速度、燃費、船体動揺）を考慮した最

適な運航プランを提供することができる。このサービ

スを利用することで一層の効率運航が可能となり、

船舶分野からの GHG（温室効果ガス）排出削減が

進むことが期待される。 

 

（参考） 

ウェザールーティングとは、気象予報をもとに船舶の

進路、エンジン回転数を変更することにより、最短時間

到着、最小燃料消費量といった最適な運航プランを提

供するもの。 

世界最高精度の船舶の実海域性能モデル（VESTA）と

は、海上技術安全研究所が開発した、実運航性能シミ

ュレータ（VESTA）に実装している波浪中抵抗増加、風

圧力、当舵力、斜航力、船体動揺等の推定法に基づく

モデルであり、実海域性能モデルで最も重要となる波

浪中抵抗増加は各国の試験水槽機関で構成される国

際試験水槽会議（ITTC： International Towing Tank 

Conference）で最も精度の高い推定手法と認められた

もの。 

精度：波浪中抵抗増加の推定はこれまで約 20%の誤

差があったが VESTA では約 5%の誤差まで精度向上し
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た。これにより、船型差を実海域性能で比較すること

が可能なレベルとなった。 

 

〇港湾空港技術研究所は、研究の質の向上と効果的

な研究成果の獲得を図るため、大学や民間企業と

の共同研究協定を締結しており、令和 6 年度は 68

件の共同研究を実施した。そのうち、令和 6 年度に

新規で開始したものは 13 件である。 

令和 6 年度の共同研究における成果として、鉄

筋腐食測定器「Dr.CORR」の周知活動が挙げられ

る。 

Dr.CORR はコンクリート構造物の劣化が顕在化

する前に鉄筋の腐食状態を早期に把握し、効果的

な保全対策を講じることを目的に、港湾空港技術研

究所、東京理科大学、飛島建設が研究開発した装

置である。特徴として、コンクリートを削らずに腐食

状態を判定でき、独自開発の粘着性導電性ゲルを

使用してハンズフリーでの測定ができる。また、パソ

コンやモバイルバッテリーからも電源供給ができる

ため現場でも便利に使用することができる。 

この Dr.CORR について、令和 6 年 8 月 30 日に

刊行された日刊建設工業新聞の「防災・減災に寄与

するわが社の技術・工法・製品」にて防災・減災に大

きく貢献しているとして特集記事が掲載された。 

○電子航法研究所は、アルウェットテクノロジー株式

会社等との共同研究として、近年、世界各地で喫緊

の課題となっている、ソフトターゲットを標的としたテ

ロ等のセキュリティ対策のシステムの研究開発とし

て、「3 次元イメージングレーダーによるセキュリティ

検査システムの研究開発」を交通運輸技術開発推

進制度にて実施しており、今年度は 3 年計画の 3 年

目である。  

令和 4，5 年度に構築したハードウェア・ソフトウェ

アを連接して開発したシステムの有効性の評価を行

った。まず、システム全体の能力を見積もるため、画

像化パラメータの調整を行った。レーダーの送信信

号の直線性の計測を行い、正しく周波数が掃引され

る条件を計測した。その結果、10μ 秒であれば、

5GHz 掃引した場合の直線性が確保できることが判
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明した。それに合わせて、64 個送信機を同時・ある

いは時分割で送信して 3 次元のレーダーイメージを

生成する条件を探索した。計算空間を小さく設定す

れば、10μ 秒送信を 20μ 秒置きに 64 種の送信パ

ターンを完了する 1.2 ミリ秒を 2 ミリ秒間隔で行うこと

で、毎秒500枚のレーダーイメージが計算・記録でき

ることを確認した。解析空間を実用的なサイズに拡

張するとき、ハードウェア上のメモリの上限が影響す

るが、最大 8192 ポイントの 3 次元レーダーイメージ

の計算が可能であることが示された。この状態にお

いて、データ転送速度の限界値では、毎秒 50 枚の

表示・記録が可能となった。 

〇研究所が有する優れた技術シーズを活用するた

め、令和 6 年度は表Ⅰ.5.(3).③.1 のとおり受託研究

を 133 件獲得した。獲得した受託研究を着実に実施

し、確実に民間企業等の産業的なニーズに応えるこ

とで、研究所の成果を社会へ還元できた。  

また、各研究所のホームページにおいても受託

研究等の案内を実施しており、積極的に成果の普

及に取り組んでいる。 

○大学の有する学術的なシーズや民間企業の有する

産業的なニーズを把握し、積極的な情報共有を図

るため、国内外の研究者や技術者等との意見交換

会を実施したほか、各研究所の発表会、講演会、出

前講座、ワークショップなどの実施を通じて、研究開

発等に関する広範な意見交換を行い、研究ニーズ

や国際的な最新動向の把握等を図った。研究ニー

ズや国際的な最新動向の把握、研究連携等は非常

に重要であり、ここで得られた知見などは、今後、研

究所がハブとなって関係者へ還元されることが考え

られる。   

○研究所が長年蓄積してきた各種データや高度技

術、あるいは先端技術等のシーズ技術を、産学官

で共有し有効活用策の一環として、国や民間企業と

の人事交流、および大学や研究機関等との人事交

流を積極的に推進している。令和 6 年度は表

Ⅰ.5.(3).⑤.1 及び表Ⅰ.5.(3).⑤.2 のとおり実施した。 

○国や民間企業との人事交流では、国等からの研 

  究者や出向者、研修生等が 73 名であり、民間企 
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  業からの研究者や研修生等は 24 名であった。そ 

  れぞれ、研究所が保有する高度技術や先端技術 

  の研究開発等を研究所職員と一緒になって推進 

  している。 

 大学や研究機関との人事交流では、研究所職 

員の大学等への講師等派遣や、大学からの研修 

生受け入れ等があり、全体では 79 名であった。研 

究所職員の大学への講師等派遣については、客 

員教授や非常勤講師等として延べ 38 名を派遣 

し、派遣先の大学は 25 大学であった。 

 このうち、研究所と大学とで協定を締結し、研究 

所職員が大学院の客員教授・准教授等に就任し 

て、研究所内等で大学院生の指導を行う仕組み 

である「連携大学院制度」に基づいた講師等派遣 

と研修生の人事交流の全体は 33 名で、12 大学で 

あった。 

 また、研究所の技術シーズの円滑な外部機関 

等への委嘱と、これによる新たなイノベーション創 

出を目的に、研究所と外部機関等の間でそれぞ 

れ雇用契約を結び、各機関の責任の下で業務を 

行う仕組みである「クロスアポイントメント制度」に 

基づく人事交流は 10 名であった。 

 大学や研究機関からの研修生やインターンの受 

け入れは全体で 55 名であり、各研究所の存在感 

の向上のみならず、次世代を担う若手育成の一 

環として関連業界の技術力の底上げに貢献して 

いる。 

 研修生・インターン生はもとより、任期付研究員 

等に対してもその能力開発の機会を提供し、関係 

分野の人材育成に貢献した。各研究所は、国土 

交通省地方整備局等と密接に連携しており、社 

会資本整備や災害対応等の現場に赴き、その具 

体的な課題解決の任にあたることも多く、現場に 

根ざした研究の機会に恵まれていることから、任 

期付研究員等についても正職員と同様、大学等 

の研究室のみでは得難い現場における研究の機 

会を与え、その能力の開発に努めた。 

〇研究成果の活用の推進を図るため、研究所として

外部委員会への委員、講師等委嘱の受け入れ、研
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究 者 の 派 遣 を 行 っ て お り 、 令 和 6 年 度 は 表

Ⅰ.5.(3).⑥.1 及び表Ⅰ.5.(3).⑥.2 のとおり実施した。

このような継続的な取り組みにより、当研究所は産

学官の間に立って橋渡しを行うことができる国立研

究開発法人となっている。   

○特に、電子航法研究所においては、将来の航空交

通システムに関する長期ビジョン（CARATS）を推進

す る 協 議 会 お よ び 傘 下 の 会 議 体 へ 参 加 し 、

CARATS の実現に向けた検討・議論を積極的に実

施し、航空交通分野における研究開発の推進に大

きく貢献している。 

また、昨今大きな期待が高まっている無人航空

機（UAV；Unmanned Aerial Vehicle、いわゆるドロー

ンを含む）の安全運航と社会実装推進に必要な技

術開発と環境整備の実現を目的に活動する JUTM

（Japan UTM Consortium、日本無人機運行管理コン

ソーシアム）の幹事および共同主査を務めており、

産官学の連携による日本の航空業界の推進に重要

な役割を果たしている。各種学会の委員活動も活発

に対応しており、電子情報通信学会では通信ソサイ

エティの宇宙・航行エレクトロニクス研究会及びマイ

クロ波テラヘルツ光電子技術研究会、エレクトロニク

スソサイエティのエレクトロニクスシミュレーション

（EST）研究会の副委員長、幹事、専門委員、顧問を

務め、電子情報通信学会より通信ソサイエティ和文

論文誌編集副委員長などとしての貢献が認められ、

2024 年度通信ソサイエティ活動功労賞を受賞し、ま

た無線端末・アンテナシステム測定技術研究会の委

員としての貢献も認められ功労賞を受賞した。 

さらに、日本学術会議 総合工学委員会・機械工

学委員会共同フロンティア人工物分科会、計算科学

シミュレーションと工学設計分科会および電離圏電

波伝播小委員会で委員を務めた。 

○さらに、上記の他、表Ⅰ.5.(3).⑥.3 に示すとおり、船

舶に係る技術及びこれを活用した海洋の利用等に

係る技術及び港湾、航路、海岸及び飛行場等に係

る技術に関する各種規格・基準の策定作業に研究

者が委員として参画し、研究成果の活用・普及に努

めた。   
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○海上安全技術研究所においては、海事産業界への

人材育成として、大学における造船専門教育カリキ

ュラムの減少や造船系大学卒の就業者が減少をし

ている現状を踏まえ、若手研究員及び若手技術者

が船舶海洋工学の基礎知識を短期集中で取得する

ことを目的とした「船舶海洋工学研修」を令和 6 年 6

月に開催した。研修は、会場を設けず全日ライブ中

継で実施し、あわせて 99 名が 13 日間の講義に参

加した。 

○港湾空港技術研究所は、国土交通省が実施する 

  「SBIR(Small/Startup Business Innovation  

Research)フェーズ 3 基金事業（中小企業イノベー 

ション創出推進事業）」(図Ⅰ.5.(3).⑧.1)における 

運営支援法人の一つに指定され、令和 5 年度から 

SBIR 運営支援法人業務室を設置して活動を行っ 

ている。 

  SBIR 制度は、スタートアップ等(革新的な研究 

開発を行う中小企業)によるイノベーション創出を 

支援し、成果の社会実装を目指すもので、事業期 

間は 5 年、社会実装はその後 5 年以内を目標とし 

ている。 

  その活動内容としては、補助金申請支援や技 

術的助言を行っており、社会実装まで幅広く対応 

するものである。 

  令和 5 年度は「AUV(自立型無人潜水機)・ 

ROV(遠隔操作型無人潜水機)を活用した港湾構 

造物の点検効率化・高度化に関する技術開発・ 

実証」及び「空港業務の生産性向上に関する技術 

開発・実証」をテーマに 4 件が採択され、令和 6 年 

度には、2 年目となる令和 6 年度には「ドローンを 

活用した港湾施設の点検・調査効率化に関する 

技術開発・実証」及び「船舶の係留施設への衝突 

リスク低減に資する安全かつ効率的な離着岸の 

実現に向けた技術開発・実証」をテーマに新たに 6 

件が採択され、計 10 件の支援を実施している。 

  具体的には、月例の定期報告会、年 2 回のフォ 

ローアップ委員会で進捗フォローを実施しており、 

専門的課題にはアドバイザリーWG を設け、技術 

的課題の解決に向けた議論も行っている。 
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（４）研究成果の積極的な広報・普及 

  研究発表会、講演会、広報誌やパンフレット等の

発行、研究所の一般公開、施設見学の実施、ホー

ムページ掲載等の多様なツールを活用し、研究成

果の迅速な社会還元や共同研究の促進のための

情報発信や、研究活動の理解促進のための一般国

民に向けた広報、学術誌への投稿等を通じた学術

的進展への貢献等を積極的に行う。本年度期間中

に研究発表会を９回以上、一般公開及び公開実験

を８回以上実施する。 

  また、これらの活動を通じて効果的な情報交換や

技術動向の把握等に努め、更なる研究活動の発展

につなげる。 

  研究所が保有する知的財産権については、その

有用性等を考慮し、コストを意識した管理を行いつ

つ知的財産の活用促進を図るとともに、技術のグロ

ーバル化に向けた国際特許の取得を戦略的に推進

する。また、研究所の知的財産を広く社会に還元

し、研究成果の社会実装に貢献するため、ホームペ

ージの活用等により保有特許の利用促進を図る。 

 

 

 

 

（４）研究成果の積極的な広報・普及 

 

〇令和 6 年度の研究発表会等については、講演会や

研究発表会はうみそら研全体で目標 9 回に対して

11 回実施し、一般公開及び公開実験は目標 8 回に

対して 11 回実施し、いずれも年度目標を過達した。  

研究開発を通じて得られた技術情報や研究開 

発の実施過程に関する様々な成果について、国や

自治体等行政機関のプロジェクトや政策立案への

技術支援や、産業界や学会との共同研究、各種委

員会への研究者の派遣、研究発表会や講演会、施

設見学や一般公開等々を通じて積極的に発信し

た。この結果、様々な社会還元活動を 729 件実施

し、研究所職員を延べ 1,418 人動員し、発表会や講

演会、施設見学、一般公開等の外部参加者は

11,198 人にのぼった。  

また、研究成果を分かりやすく説明・紹介する広

報誌やパンフレット等の発行や、ホームページ掲載

等の多様なツールを通じて広報活動を積極的に行

い、研究所の取組に対する理解の促進に努め、科

学技術の普及啓発及び人材育成の促進に寄与し

た。 

 

〇海上技術安全研究所では、令和 6 年 7 月 26 日、第

24 回研究発表会をハイブリッド形式（対面・オンライ

ンの併用）で開催した。研究発表会では、「海技研

のプロジェクトの進捗と今後の展開」というテーマ

で、各プロジェクトチームの研究成果と今後の展望

について 5 件、海技研のトピックとして 2 件の報告を

行った。また、29 件のポスター発表（対面のみ）も行

った。ライブ配信では、350 名、対面では 99 名の参

加があった。   

また、令和 6 年 12 月 6 日、第 24 回講演会を 

ハイブリッド形式（対面・オンラインの併用）で開

催した。講演会では、「内航海運の課題解決に向

けた技術開発」というテーマで、船員の省力化、

労働環境改善、環境負荷低減技術の開発など、
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様々な内航海運の課題解決に向けた技術開発

の動向について紹介した。ライブ配信では 401

名 、 対 面 で は 5 7 名 の 参 加 が あ っ た 。 

○港湾空港技術研究所では、港湾、航路、海岸及び

飛行場等に係る技術に関する調査、研究及び技術

開発の成果を公表し、その普及に努めることを目的

に、港湾空港技術講演会を令和 7 年 1 月 10 日に

国土技術政策総合研究所と協力して開催した（会場

とオンライン）（図 I.5.(4).①.3）。   

本講演会は『地震防災（能登半島地震１年、阪 

神淡路大震災 30 年）』をテーマに、京都大学 井合

進名誉教授の特別講演と、港湾空港技術研究所か

らは石川県金沢港等の暫定供用に係る技術的支援

や、今後の地震に備えて岸壁の利用可否判断技術

に関する内容など 4 件を講演し、国土技術政策総

合研究所からは能登半島地震直後に 2 つの研究所

が果たした役割について講演した。講演会には会場

とオンラインで合計 660 名の参加があった。 

〇電子航法研究所では、令和 6 年 6 月 7 日に第 24

回研究発表会を開催し、「アレーレーダがもたらす

新たな航空機監視技術」をテーマとした特別講演を

3 件、航空交通管理に関する研究（2 テーマ）、航法

システムに関する研究（3 テーマ）、監視通信システ

ムに関する研究（2 テーマ）について発表を行った。

発表会は対面形式で行われ、282 名の参加があっ

た。 

○海上・港湾・航空技術研究所のパンフレットを作成 

  し、関係者に配布することで、研究所の体制や役 

  割について積極的な周知に努めた。 

○港湾空港技術研究所では、港湾、航路、海岸及び

飛行場等に係る技術に関する技術情報誌「PARI」を

定期的に発刊して情報発信に努めている。毎号ごと

に特集記事を選定して研究所の実験施設や研究実

績や成果等を紹介し、「研究活動が国民の暮らしの

向上にどのような役割を果たしているのか」等を分 

  かりやすく説明した。 

令和 6 年度においては、第 55 号（令和 6 年 4 月）

の「Front Line -特集-」では「沿岸・海洋環境の「形

成」「保全」「活用」を考える」について、第 56 号（令
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和 6 年 7 月）の「Front Line -特集-」では「令和 6 年

能登半島地震 現地被災状況調査を振り返る」につ

いて、第 57 号（令和 6 年 10 月）の「Front Line -特

集-」では「臨海部の企業も子どもたちも、同時に笑

顔にできるブルーカーボンの可能性」について、第

58 号（令和 7 年 1 月）の「Front Line -特集-」では

「地盤の評価手法の将来を考える」について紹介し 

た。 

また、情報誌「PARI」を研究所に訪問される方々

にも紹介して研究活動に興味を示して頂くことに努

めるとともに、ホームページにも掲載して幅広い 

情報発信に努めた。 

○海上技術安全研究所では、研究所における特定の

研究テーマについての研究内容を海事関係の専門

家の方に理解いただき、また、来場の研究者との意

見交換等を行うため、見学者を公募して行う実験公

開を次表のとおり現地で 8 回開催し、合計 118 名の

参加者があった。 

 

○海上技術安全研究所と電子航法研究所は、交通安

全環境研究所と合同で、研究施設一般公開を令和

6 年 4 月 21 日に開催した。当イベントは毎年 4 月に

実施される「科学技術週間」行事の一環として、上

記 3 研究所が合同で一般の方々に向け、施設や研

究等を公開しているものである。水槽施設を使用し

た波のダンスショー、海のロボット操縦体験及び測

位衛星の電波を利用して絵を描くイベントなど一般

の方にもわかりやすい展示や体験などを行った。 

また、当日は、隣接する宇宙航空研究開発機構

（JAXA）も一般公開し、計 4 研究所でスタンプラリー

を実施し、小・中学生をはじめ、家族連れを中心に

5,066 名の来場があり、多くの人々で賑わった。 

 

○港湾空港技術研究所は、国土技術政策総合研究所

と合同で久里浜地区研究所として、7 月 20 日に、多

くの見学アイテムを準備し一般公開を実施した。例

えば津波・高潮のシミュレーション映像の紹介、振

動台を使った地震の揺れや液状化の再現実験、水

中バックホーや水中ドローンのはたらく水中ロボット
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等を展示し、697 人の来場者に興味を持って頂い

た。研究活動の紹介においては、基礎研究から応

用研究まで紹介し、それらの成果が国民生活にど

のように役立っているか、関わっているか等の説明

を行うとともに、展示パネルは子供でも読めるように

平易にし、ひらがなを多くし、漢字にはひらがなを振

るなど、より多くの人に理解してもらえるよう努めた。 

 

○各研究所では、政府や自治体、民間企業、学校や

一般の方々等、研究所の施設見学希望に対応する

ため、年間を通じて見学対応を実施した。施設見学

については、研究所の活動内容や社会的役割や研

究実績等を広く理解してもらう絶好の機会と捉え、

極力、希望者を受け入れるよう努めた。また、見学

者からの質問には、分かり易い解説や説明で答え

るなど見学者の理解が深まるように心がけた。令和

6 年度における 3 研究所の施設見学の件数は 115

件、見学者数は 1,523 名であった（一般公開を除

く）。   

○各研究所では、ホームページを活用して、国民への

情報発信に努めている。研究組織や研究成果、研

究施設、セミナーやシンポジウムの開催、イベントや

ニュース、特許情報等の様々な事柄をタイムリーに

掲載して情報発信した。 

 また、海上・港湾・航空技術研究所のホームペ

ージ 

（http://www.mpat.go.jp/index.html）を随時更新し

て、組織紹介、取り組み、各種計画や規程等、特許

や研究評価等の公開情報の充実を図った。  

 

○海上技術安全研究所と電子航法研究所は、三鷹市

をはじめとする近隣の自治体などと連携を進めてお

り、小中学校の職場体験などを提供し、研究技術を

活かして地域社会に貢献できるように努めた。令和

6 年度は、三鷹中等教育学校の生徒が 3 日間にわ

たって、海上技術安全研究所と電子航法研究所で

職場体験学習を実施した。1 日目は、電子航法研究

所でモノつくり研究の体験として､研究員やスタッフ

と一緒にゲルマニウムラジオを制作して電波を感じ
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る実験を行った。2 日目は、海上技術安全研究所で

舶用エンジンの講義をうけ、その後、数種類の燃料

の動粘度を測定し、温度を変えて数点測定し、グラ

フを作成して、エンジンで使用できる温度を考える

体験などが行われた。3 日目は、電子航法研究所で

航空管制データを使い交通流を観察した結果につ

いて、プレゼンテーション資料を作成して発表会を

行った。 

また、海上技術安全研究所は、三鷹ネットワーク

大学・海技研共催企画展「三鷹に海の研究所？」を

開催した。企画展では、4 つの重点研究分野やプロ

ジェクトチームのパネルの展示を行い、研究所の取

り組みや実験施設などを紹介した。また、三鷹ネット

ワーク大学にて一般向けの企画講座を開催し、研

究所で実施している最新の研究や取り組みを分か

りやすく紹介した。 

 

○海上技術安全研究所では、研究所内の図書館に所

蔵している歴史的または学術研究用の重要で貴重

な資料について、広く一般の方にも活用してもらえ

るように、各種規程類及び一般利用者の研究所内

への入退所の手続き等の各種規程類を整備し、図

書館の一般開放を引き続き実施した。なお、当該図

書館は公文書等の管理に関する法律に基づく歴史

資料等保有施設として内閣総理大臣より指定され

ている。   

○海上技術安全研究所では、活動内容等をより迅速

に紹介するため、メールマガジンとして、海技研メー

ルニュースを配信した。 

○港湾空港技術研究所では、文部科学省における先

進的な理数系教育を実施する高等学校等「スーパー

サイエンスハイスクール（SSH）」を支援する事業とし

て、神奈川県立横須賀高等学校の生徒を対象とした

学習プログラムを例年実施している。令和 6 年度に

おいては、活動の一環である「探求活動」の成果が、

公益財団法人国際エメックスセンターが主催する「高

校生海洋環境保全研究発表会」で最優秀賞を受賞し

た。 
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○各研究所とも、メディアを通じて研究活動を幅広く紹

介するため、テレビや新聞等の取材を積極的に受

け入れて情報発信しており、3 研究所全体で 197 回

の記事掲載があった。例えば、港湾空港技術研究

所で解析した石川県珠洲市内の津波の発生状況に

ついては、研究者が解析結果を説明する様子がテ

レビ放映された。   

○港湾空港技術研究所では、平成 24 年度から土木

学会建設用ロボット委員会と共催で本講習会を開

催しており、水中機器類に関する国内外の技術動

向や、今後普及が見込まれる技術とその活用方法

について、講演と実際の機器の操作体験を通じて習

得をすることを目的としている。令和 6 年度は、2 月

5 日、6 日に神奈川県平塚市において開催した。研

究者による講演は、「構造物水中部点検用ロボット

による撮影画像への位置情報の付与｣と、「浮上式

水中測位装置を用いた水中建設機械の測位と遠隔

操作」を行った。 

〇各研究所では、個々に開催されるような各種展示会

にも積極的に参加して情報発信を行い、研究所のプ

レゼンス向上に努めた。 

 

〇特許の出願・取得については、褒賞金の支払い等

による出願のインセンティブ付与や、ホームページ

での特許情報の公表など、知的財産に関する取り

組みを推進している。また、一方で、特許申請に係

る費用等について十分に吟味したうえで、知的財産

管理活用委員会等において、事業性（特許が活用

され、特許収入が期待できる）と特許性（新規性、発

明の困難性などの特許が認められる一般的条件）

を主な判断要素として出願等について審議するとと

もに、事業等への活用可能性についても検討を行う

など、厳格な手続きも実施している。  

令和 6 年度における特許等の出願件数は 46 

  件、特許登録(取得)は 26 件だった。 

○令和 6 年度に活用された知的財産のうち、有償活

用件数については、特許実施が 17 件、著作権（プ

ログラム）の使用許諾に関する実施は 27 件であっ

た。具体的な案件は表 1.5.15 のとおりである。収入
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については、特許料収入は 25 百万円、著作権収入

は 29 百万円の収入があった。  

※ ひとつの著作権及び特許権で、複数の相手方に実

施している場合があるため、著作権等の実施件数と

表に記載された著作権等の項目数は一致しない。 

○研究者に特許出願のインセンティブを付与するた

め、令和 6 年度分の褒賞金及び実施補償金として

17,686 千円を支払い、特許取得のモチベーション向

上を図った。   

〇知財に関する研修は、研究開発の初期段階から知

財戦略を構築して計画的な出願を行い、強くて役に

立つ特許を創出し、円滑に知財サイクルを回して行

くことを目的として毎年実施している。R6 年度は「知

的基礎研修」を、独立行政法人工業所有権情報・研

修館（INPIT）の E ラーニングサービスを利用して実

施した。  

〇各研究所で保有する特許や技術計算プログラ

ム等は、社会基盤整備への迅速で積極的な利用促

進に向けて、ホームページでの公開や、独立行政法

人工業所有権情報・研修館の開放特許情報データ

ベースでの公開等で広範な普及に努めている（図

Ⅰ.5.(4).⑤.1）。  

海上技術安全研究所では、研究成果を、効率的・

効果的に社会にアピールし、還元するための仕組

みとして、所外の利用者に対して WEB を通じてサー

ビスを提供する「海技研クラウド」を整備・運用してい

るが、過年度と同様、令和 6 年度も引き続き利用の

増加傾向を維持しており、研究成果の効率的・効果

的なアピール・還元につながっている。 

また、電子航法研究所では、2024 国際航空宇宙

展に出展し、研究成果の製品化を目的とした共同研

究・開発の枠組みの説明や、知財の積極的な普及

に努めた。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６ 戦略的な国際活動の推進 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 研究所による研究開発の成果を活用して戦略的に国際

活動を推進することは、国土交通省の政策目標実現に不可欠であるた

め。 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

国際基準・国際標準に係る会議参

加数 

76 人.回 181 人.

回 

15７人.

回 

             

国際ワークショップ等国際会議の

主催・共催回数 

3 回 7 回 9 回              

研究成果が反映された国際基準・

国際標準に係る提案文書数 

－ 65 件 65 件              

国際会議・ワークショップ等におけ

る発表数 

－ 232 件 224 件              

海外機関への研究者の派遣数 － 1 人 4 人              

海外の災害における研究者の派

遣数 

－ 0 回 0 回      
 

       

海外機関からの研究者、研修員等

の受入れ数 

－ 6 人 10 人              

研究者の国際協力案件従事回数 － 11 回 8 回              
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究所は、上記１．～

４．における研究開発

成果を活用し、国際基

準・国際標準 策定へ

の積極的な参画や海

外機関との連携を通じ

て我が国の技術及び

システムの 国際的な

普及を図る等の戦略

的な国際活動を推進

するため、次の事項に

取り組む。 

 

（１）国際基準化、国際

標準化への貢献  

研究計画の企画立

案段階から研究成果

の国際基準・標準化を

念頭に、国際的な技

術開発動向及び我が

国の技術の海外展開

を踏まえつつ研究を

実施するとともに、国

際海事機関（ＩＭＯ）、

国際民間航空機関（Ｉ

ＣＡＯ）、国際標準化

機構（ＩＳＯ）、国際航

路協会（ＰＩＡＮＣ）等へ

の国際基準案の提案

書作成等に対し、引き

続き積極的に関与す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国際基準化、国際

標準化への貢献  

研究計画の企画立

案段階から研究成果

の国際基準・標準化を

念頭に、国際的な技術

開発動向及び我が国

の技術の海外展開を

踏まえつつ研究を実施

するとともに、国際海事

機関（ＩＭＯ）、国際民間

航空機関（ＩＣＡＯ）、国

際標準化機構（ＩＳＯ）、

国際航路協会（ＰＩＡＮ

Ｃ）等への国際基準案

等の提案書作成に対

し、引き続き積極的に

関与する。また、我が

国の提案実現のため、

国際会議の審議に参

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国際基準化、国際標

準化への貢献  

研究計画の企画立案段

階から研究成果の国際基

準・標準化を念頭に、国際

的な技術開発動向及び我

が国の技術の海外展開を

踏まえつつ研究を実施す

るとともに、国際海事機関

（ＩＭＯ）、国際民間航空機

関（ＩＣＡＯ）、国際標準化

機構（ＩＳＯ）、国際航路協

会（ＰＩＡＮＣ）等への国際

基準案等の提案書作成に

対し、引き続き積極的に関 

与する。  

特に本年度は、海上交

通の分野においては、船

舶の設備に係る海上安全

１．評価軸 

（１）国際基準化、国際

標準化への貢献 

○国際基準及び国際

標準の策定において、

十分な貢献がなされて

いるか。 

 

（２）海外機関等との連

携強化 

○海外の研究機関や

研究者等との幅広い交

流・連携において、先

導的・主導的な役割を

担っている 

か。 

 

２．評価指標 

（１）国際基準化、国際

標準化への貢献 

○国際基準・国際標準

に係る会議参加数  

 

（２）海外機関等との連

携強化 

○国際ワークショップ

等国際会議の主催・共

催回数 

○海外に対する技術支

援等の活動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国際基準化、国際標準化への貢献 

○国際海事機関（IMO）、国際民間航空機関

（ICAO）、国際標準化機構（ISO）等における国際

基準化、標準化に係わる会議へ積極的に参加

し、目標である 76 人を上回る 157 人が参加し

た。 

○令和 6 年度においては日本からの IMO への提

案文書 19 本について海上技術安全研究所が作

成に関与し大きな貢献を果たした。 

○温室効果ガス削減の中期対策に関する包括的

影響評価運営委員会及び専門家ワークショップ

（2023 年 9 月～2024 年 9 月）並びに第 18 回・

第 19 回温室効果ガス中間作業部会（ISWG-

GHG 18&19）へ参加し、さらに、GHG 排出強度

の提案文書の作成にも貢献した。 

○ISO においては、国際標準化機構／船舶及び海

洋技術専門委員会／航海及び操船分科委員会

（ISO/TC 8/SC 6）インジケータ作業委員会（WG 

9）のコンビーナ及びプロジェクトリーダーとして、

ISO/TC 8/SC 6 及び国内委員会に参加し、船

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

根拠： 

IMO においては、研究成果等に基づく 19

本の提案文書等の策定や、温室効果ガ

ス排出強度の提案文書の作成に貢献し

た。ISO においては、WG 9（Indicators）の

コンビーナ及びプロジェクトリーダーとして

船舶の設備に係る海上安全に関する規

格の策定を主導した。IAEA においては、

各種委員会等で議長として中心的役割を

努め、基準改定の最終化を主導した。

ICAO においては、各種タスクフォースの

リーダーを務め、会議運営に積極的に関

与したほか、アジア太平洋地域の管制機

関を接続するシステムの実証実験を主導

した。PIANC においては、沿岸施設の維

持管理に関するガイドラインの改定に貢

献した。さらに、研究員の海外派遣や国

際ワークショップ等の開催を行い、海外機

関との連携も着実に強化することができ

たことから、本項目について期待された

以上の顕著な成果を挙げたため自己評

価を A とした。なお、令和６年度の特筆す

べき事項は左記の通り。 

評定  
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画し、技術的なサポー

トを実施するとともに、

会議の運営にも積極的

に関与する。  

さらに、主要国関係

者に我が国提案への

理解醸成を図るため、

戦略的な活動を行うと

ともに、我が国が不利

益を被ることがないよ

う、我が国への影響及

び適合性について技術

的な検討を行うなど、

他国の提案についても

必要な対応を行う。  

このような国際的な

活動を通じて、海外情

報の継続的な収集・蓄

積を行うことで、標準化

動向や最新の技術動

向を研究開発に反映さ

せる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に関する規格の策定に貢

献する。  

電子航法の分野におい

ては、次世代の航空交通

システムに係る国際基準

の提案、検証、策定など、

国際標準化の活動に貢献

する。また、我が国の提案

実現のため、本年度計画

期間中に国際会議の審議

にのべ 76（人回）以上参

画し、技術的なサポートを

実施するとともに、会議の

運営にも積極的に関与す

る。  

さらに、主要国関係者に

我が国提案への理解醸成

を図るため、戦略的な活

動を行うとともに、我が国

が不利益を被ることがな

いよう、我が国への影響

及び適合性について技術

的な検討を行うなど、他国

の提案についても必要な

対応を行う。  

このような国際的な活

動を通じて、海外情報の

継続的な収集・蓄積を行う

ことで、標準化動向や最

新の技術動向を研究開発

に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

舶の設備に係る海上安全に関する規格の策定

を主導した。 

○IAEA（原子力機関）の TRANSSC（輸送安全基準

委員会）にて 2021 年に開始された放射性物質

安全輸送規則見直し／改訂プロセスにおいて、

国内関係者の意見を集約するとともに、我が国

の副代表として TRANSSC での審議に貢献し

た。また、当所職員は、TRANSSC に設置された

4 つの技術専門家グループの一つ TTEG-OM

（輸送実務）での提案の一次審議において議論

を主導するとともに前議長を補佐して審議結果

をまとめ、その実績が認められて 2024 年 6 月に

開催された TRANSSC48 にて TTEG-OM の新

議長に選出された。 

○PIANC（国際航路協会）の MarCom（海港委員

会）、EnviCom（環境委員会）、さらに若手技術者

を対象とした YP-Com（若手技術者委員会）への

日本代表として研究者が参加したほか、令和 4

年度に続き、沿岸施設の維持管理に関するガイ

ドラインの改定に貢献するなど、戦略的な国際

活動を推進した。 

○ICAO の技術標準案を検討する専門家会議（パ

ネル会議）にパネルメンバーとして参加する航空

局を支援し、研究成果を活用して技術標準作成

に必要なデータや試験評価に関する技術資料を

提供するとともに、作業部会等に当所職員がパ

ネルメンバーのアドバイザーとして出席し支援を

行うほか、各種タスクフォースにおいて、当所職

員がリーダーを務めるなど大きな貢献を行った。 

○RTCA や EUROCAE（米国／欧州の非営利団

体。航空に関する技術基準作成や提言等を行

う。）における活動にも貢献するよう積極的に取

り組んだ。 

○ATMRPP の WG に対して、国際航空交通流管

理における協調型意思決定に、ATM パフォーマ

ンス指標をバランシングする方式・枠組みの必

要性を提言した。 

○ICAO 周波数スペクトラム管理パネル (FSMP) 

において、航空機電波高度計の電磁干渉解析
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の進捗として羽田空港で帯域内干渉の評価を行

った結果を報告した。また EUROCAE WG-

119/RTCA SC-239 において、電波高度計の

MOPS 改訂に向けた、現在の日本の電波高度

計の技術的要件を報告した。 

○ICAO 航法システムパネル (NSP) SBAS 

Authentication ad hoc に参加し、国際標準

(SARPs)案の改良提案を受けてプロトタイプソフ

トウェアを用いたメッセージの検証を実施した。 

○当所職員は NSP GBAS 作業部会(GWG)の

SARP Drafting Group に中心メンバーとして参画

し、DFMC GBAS メッセージフォーマットの一部提

案とその地上・飛行実験データを用いた検証な

ど、DFMC GBAS SAPRs 案策定における複数の

課題を主導して解決した。 

○当所職員は、ICAO Information Management 

Panel (IMP)、SWIM タスクフォース、Trust 

Framework Panel (TFP) といった多数の会議に

て報告を行うことで、関連技術の基準作成に貢

献している。また SWIM Implementation Pioneer 

Group（SIPG）のコアメンバーとして活動すること

で、APAC 地域の SWIM 導入推進を牽引してい

る。 

○ICAO SP では、日本における現状把握と今後の

信号環境測定方法検討に向けて、1030-1090 

MHz の信号環境と交通密度について報告をし

た。また、ADS-B 自体が正しく動作しているかを

測定する方法の検討に向けて、ADS-B の搭載

状況とパフォーマンス品質に関する報告も行っ

た。 

○ICAO SASP では、洋上空域における短縮間隔

を使用した上昇降下方式である Climb Descent 

Procedure (CDP) に係る安全性検証の定量分

析を実データに基づき実施し、衝突リスク計算モ

デルに問題ないことを報告した。 

○Aeronautical Surveillance Working Group 

(ASWG) の Technical Sub-group (TSG)では、

Doc 9830 A-SMGCS マニュアルの第 5 章につ
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（２）海外機関等との

連携強化  

国際会議等の主催

及び共催や積極的な

参加、あるいは海外

の研究機関との研究

協力協定の締結等を

通じた連携強化を図

ることにより、関連す

る研究分野において

技術や知見を蓄積す

るとともに、幅広いネ

ットワークの拡大にも

努める。 

また、海外の研究

機関等と協力し、アジ

ア・太平洋地域をはじ

め各地の現場が抱え

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海外機関等との連

携強化  

国際会議やワークシ

ョップ等の主催及び共

催や積極的な参加、あ

るいは海外の研究機

関との研究協力協定の

締結等を通じた連携強

化を図ることにより、関

連する研究分野におい

て技術や知見を蓄積す

る。また、これらを通じ

て幅広いネットワーク 

を拡大し、国際的なプ

レゼンスを高めるととも

に世界最先端の研究

が持続的に実施できる

ように努める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海外機関等との連携

強化  

国際会議やワークショッ

プ等の主催及び共催や積

極的な参加、あるいは海

外の研究機関との研究協

力協定の締結等を通じた

連携強化を図ることによ

り、関連する研究分野に

おいて技術や知見を蓄積

する。本年度計画期間中

に国際ワークショップ等を

３回以上開催する。  

また、これらを通じて幅

広いネットワークを拡大

し、国際的なプレゼンスを

高めるとともに世界最先

いての修正案を提出し、TSG にて了承が得られ

た。 

○ICAO 通信パネル (CP) や SP に対して、

LDACS とトランスポンダ間の干渉検討結果につ

いて報告を行った。 

○アジア太平洋地域の GBAS/SBAS 

Implementation Task Force (GBAS/SBAS ITF)

では、共同議長を務め、会議の運営を行うととも

に、GBAS 導入ガイダンスを完成させた。 

○国際試験水槽会議（ITTC）では、評議員会（AC）

の資格を有するとともに、専門の技術委員会に

委員として参加している。AC における各技術委

員会の進捗状況を確認し助言や委員会構成、

実施事項の審議に参加した他、技術委員として

は、風力推進装置を設置した船の EEDI（エネル

ギー効率指標）での検査・認証法の ITTC ガイド

ライン作成等に貢献、海上試運転実施・解析推

奨手法での各種波浪修正法の精度検証等に貢

献、氷海水槽試験での複雑な氷況の再現手法

のとりまとめ等に貢献した。 

 

（２）海外機関との連携強化 

○海外機関との連携強化に向けた国際会議へ活

動に取り組み、国際ワークショップについて、目

標値を上回る 9 件開催した。 

○令和 7 年 3 月 14 日に海洋環境における生物多

様性保全に関する基準開発のワークショップを

開催し、日本を含む 5 か国から３０名の参加が

あった。 

○令和 6 年 12 月に深層混合処理工法を題材にし

た Deep Mixing 2024 を CDM 研究会、DJM 工法

研究会、公益社団法人地盤工学会との共催によ

り横浜で開催し、日本を含む 18 か国から 142 名

の参加があった。 

○平成 27 年 12 月の国連総会で 11 月 5 日が日

本の津波防災の日であることから「世界津波の

日」に制定されたことを機に、津波防災をはじめ

とする沿岸防災技術分野で顕著な功績を挙げた

方を対象とした「濱口梧陵国際賞（国土交通大
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る技術的課題の解決

や、沿岸域の災害に

おける技術的支援等

を通じて、国際貢献を

推進する。 

加えて、外国人技術

者を対象とした研修へ

の講師派遣や外国人

研究員の受け入れ、研

究者の海外派遣による

技術支援等、国際貢献

を推進するとともに、国

土交通省が進める海

外へのインフラ輸出を

念頭に置いた我が国

の技術力向上のため

の支援を行う。  

さらに、海外の研究

機関等と協力し、アジ

ア・太平洋地域をはじ

め各地の現場が抱える

技術的課題の解決や、

沿岸域の災害における

技術的支援等を通じ

て、国際貢献を推進す

る。 

端の研究が持続的に実施

できるように努める。  

加えて、外国人技術者

を対象とした研修への講

師派遣や外国人研究員の

受け入れ、研究者の海外

派遣による技術支援等、

国際貢献を推進するととも

に、国土交通省が進める

海外へのインフラ輸出を

念頭に置いた我が国の技

術力向上のための支援を

行う。  

さらに、海外の研究機

関等と協力し、アジア・太

平洋地域をはじめ各地の

現場が抱える技術的課題

の解決や、沿岸域の災害

における技術的支援等を

通じて、国際貢献を推進

する。 

臣賞）」を創設した。令和 6 年 10 月 30 日に、国

際津波・沿岸防災技術啓発事業組織委員会が

主催し、港湾空港技術研究所が事務局を務める

形で、都内において「濱口梧陵国際賞授賞式及

び記念講演会」を開催し、高山知司京都大学名

誉教授、バルム・スンダーインド工科大学マドラ

ス校名誉教授、The MAKEWAVES Tsunami 

Collaboration の 2 氏 1 団体を表彰した。受賞者

には斉藤国土交通大臣より記念品が授与され

た。 

○令和 6 年 11 月 19 日から 20 日にかけて、

ATM/CNS に関する国際ワークショップ 2024 

(2024 International Workshop on ATM/CNS: 

IWAC2024) を開催した。本ワークショップは、航

空交通管理 (Air Traffic Management: ATM) 、

航空通信、航法及び監視 (Communication, 

Navigation, and Surveillance: CNS) 等に係る世

界の専門家、関係者が一堂に会し、技術情報の

交換、共有と今後の連携を図るための場を提供

することを目的に、当所主催で隔年開催してい

る。今回は対面開催のみとしたが、日本を含む

12 の国・地域から計 154 人の方が参加し、数多

くの基調講演や学術発表が行われた。 

○マレーシア工科大学との共同研究で、クアラルン

プール国際空港に設置している滑走路遺物検

知システム実験装置のデータ分析に関する研究

を実施している。この研究に関して、マレーシア

工科大学の研究者の招聘事業を、国土交通省

総合政策局が実施している開発途上国研究機

関交流事業へ提案し、採択され、マレーシア工

科大学の研究員らは約 2 週間、日本に滞在し、

当所を含む国内の関係機関を訪問し、滑走路遺

物検知システムに関するワークショップを開催し

た。 

○オランダ・海事研究所(MARIN)、フランス・海洋汚

染研究センター(CEDRE)、カナダ・海洋技術研究

所(IOT)、韓国・海事研究所(KMI)、ブラジル・カン

ピナス大学(UNICAMP)、ブラジル・サンパウロ大

学(USP)、ノルウェー・ノルウェー科学技術大学
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(NTNU)と研究連携促進に向けた覚書のもと、引

き続き研究連携の深化を図った。 

○ JSPS 国際共同研究加速基金として沿岸巨大

波の出現に関する実験の実施と研究打合せの

ため、スコットランド・エジンバラ大学より依頼が

あり研究者 2 名を派遣した。 

○港湾及び空港の整備等に関する研究の質の向

上と研究の効率的な実施を目指して、国内外の

研究機関との連携をより積極的に進めるため、

平成 15 年度以降令和 6 年度までに、国内 32

件、海外 27 件、合計 59 件の研究協力協定を締

結し、研究の質の向上と効率的な実施を図っ

た。 

○ベトナム科学技術アカデミー・地球物理研究所と

技術支援契約を、シンガポール工科デザイン大

学と基本合意書を締結した。 

○開発途上国から研修員として日本に招いた海事

行政及び船舶安全分野の中核を担う人材を対

象に実施する JICA 課題別研修「海事行政にお

ける検査能力強化を通じた船舶安全の確保」の

一環として、当所が保有する実験設備の見学を

実施した。 

○JICA が開発途上国に対する技術協力の一環と

して主催する「港湾開発・計画研修（港湾技術者

のための）」等に、港湾、航路、海岸及び飛行場

等に係る技術に関する講師としてのべ 23 名を

派遣するなど、国際交流の推進に努めた。 

○JICA の「航空管制システム技術の導入・管理」

研修の一環として滑走路異物検知システム、リ

モートタワー、航空監視システム、次世代の

GNSS に関する研修を実施した。 

 

 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

一般管理費（所要額除く）（百万円） 949 136 132      予算額（千円） 8,168,418 8,105,213      

業務経費（所要額除く）（百万円） 8,830 1,261 1,249      決算額（千円） 9,285,849 10,341,123      

 － － － － － － － － 経常費用（千円） 8,985,854 9,297,056      

 － － － － － － － － 経常利益（千円） -7,627 -11,943      

 － － － － － － － － 行政コスト（千円） 9,408,014 9,684,979      

  － － － － － － － － 従事人員数 362 名 357 名      

注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は各年 4 月 1 日現在の役職員数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 （１）組織運営の改善 

研究開発成果の最

大化を推進するため、

引き続き研究マネジメ

ントの充実を図る。こ

のため、業務管理を行

う体制の機能強化を

図り、国土交通省の政

策を取り巻く環境や最

新の技術動向を踏ま

えた戦略的な研究計

画の企画立案や、将

来的な研究所の業務

量を見据えた経営の

在り方についての企画

立案に取り組むほ 

１．組織運営の改善  

研究開発成果の最

大化を推進するため、

引き続き研究マネジメ

ントの充実を図る。 こ

のため、業務管理を行

う体制の機能強化を図

り、国土交通省の政策

を取り巻く環 境や最新

の技術動向を踏まえた

戦略的な研究計画の

企画立案や、将来的な

研究所の 業務量を見

据えた経営の在り方に

ついての企画立案に取

り組む。また、経営戦

（１）組織運営の改善  

研究開発成果の最大化を推進するため、

引き続き研究マネジメントの充実を図る。 

このため、業務管理を行う体制の機能強化

を図り、国土交通省の政策を取り巻く環境や

最新の技術動向を踏まえた戦略的な研究計

画の企画立案や、将来的な研究所の業務量

を見据えた経営の在り方についての企画立

案に取り組む。また、経営戦略室を中心とし

て、研究所全体の研究計画や経営戦略に関

する会議を定期的に開催する。さらに、課題

解決を効果的・効率的に行えるような、組織

の枠を超えた連携の強化を図る柔軟な組織

運営を行う。 研究の一層の推進を図るため、

必要な経費の積極的な確保に努める。 

１．評価軸 

○業務を定期的に見

直し、簡素化・電子化

等の方策を講じること

によって業務の効率化

を推進していか。 

 

○研究開発成果の最

大化に向けて、「社会

への還元」や「国際活

動の推進」といった研

究開発成果の活用も

視野に入れ、戦略的な

研究計画や経営の在り

方について企画立案を

行ったか。 

１．組織運営の改善 

①業務管理を行う体制の機能強化 

経営戦略室が業務連携委員会の業務を

主導的に実施できるよう組織規程等を改正

するとともに、７つの専門部会において業務

連携の観点から具体的な検討を推進した。 

②戦略的な研究計画の立案 

政府や国土交通省の政策を取り巻く環境

や最新の技術動向等を踏まえ、令和７年度

計画を策定した。 

③将来的な経営の在り方についての企画立

案 

政府や国土交通省の科学技術政策に関

する計画の見直しに向けた動向を踏まえ、う

みそら研の新たな長期ビジョンの策定に向

けた検討体制を構築し、議論を開始した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

  

根拠： 

研究所の経営戦略に関する定期的な意

見交換会の実施、組織の枠を超えた連携

強化を図るための業務連携委員会の実

施、外部委託業務の一括調達化、電子入

札システムの本格運用、電子決裁・請求書

押印省略の実施などにより、組織運営及

び管理業務の改善を着実に推進するとと

もに、年次休暇取得推進や育児休業制度

の活用等による業務環境の充実、契約プ

ロセスの見直しや調達等合理化年度計画

の着実な実施等による経費削減を図るな

評定  
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か、課題解決を効果

的・効率的に行えるよ

うな、組織の枠を超え

た連携の強化を図る

柔軟な組織運営を行

う。 また、研究の一層

の推進を図るため、必

要な経費の積極的な

確保に努める。さら

に、それぞれの研究の

実施にあたっては、必

要に応じた分野横断

的な研究体制の導入

やＩＣＴを活用した日常

的な研究情報の交

換、研究施設の有効

活用を進め、将来のイ

ノベーション創出に向

けた取組の活性化を

図る。加えて、研究開 

発成果の社会還元を

目的とした推進体制の

整備に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略室を中心として、研

究所全体の研究計画

や経営戦略に関する会

議を定期的に開催す

る。 さらに、課題解決

を効果的・効率的に行

えるような、組織の枠を

超えた連携の強化を 

図る柔軟な組織運営を

行う。 研究の一層の

推進を図るため、必要

な経費の積極的な確

保に努める。さらに、そ

れ ぞれの研究の実施

にあたって、ＩＣＴを活用

した日常的な研究情報

の交換、研究施 設の

有効活用を進め、経営

資源の効果的・効率的

な活用を図るとともに、

研究者相互 のコミュニ

ケーションの場、研究

所の役員と職員との間

での十分な意見交換

の場を 設ける等、将

来のイノベーション創

出に向けた取組を活性

化する。また、研究所

の人 材が有する能力

の最大限の発揮を図

る。加えて、研究開発

成果の社会還元を目

的とした推進体制の整

備に取り組む。 

 

 

 

 

 

さらに、それぞれの研究の実施にあたっ

て、ＩＣＴを活用した日常的な研究情報の交

換、研究施設の有効活用を進め、経営資源

の効果的・効率的な活用を図るとともに、研究

者相互のコミュニケーションの場、研究所の

役員と職員との間での十分な意見交換の場

を設ける等、将来のイノベーション創出に向け

た取組を活性化する。また、研究所の人材が

有する能力の最大限の発揮を図る。加えて、

研究開発成果の社会還元を目的とした推進

体制の整備に取り組む。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．評価指標 

○一般管理費 

○業務経費 

○研究マネジメントに

係る具体的な取組及び

成果の実績 

④研究所全体の研究計画や経営戦略に関

する会議の開催 

経営戦略室は、各研究所の企画・総務関

係の担当者を中心に構成されているが、海

上技術安全分野、港湾空港技術分野、電子

航法分野の各分野を専門とする研究監と連

携して各研究分野の連携・調整を行うため

の会議を１１回開催した。また、理事長及び

全役員と経営戦略室との研究所の経営戦略

に関する定期的な意見交換会を 21 回開催

し、分野の枠を超えた研究所としての取り組

みを企画した。 

⑤組織の枠を超えた連携の強化 

組織の枠を超えて、議題解決を効果的・

効率的に行うため、業務連携委員会を４回、

分野横断的研究連携推進会議を２回、情報

システム委員会２回開催した。 

⑥必要な経費の積極的な確保 

科研費を含む各種競争的資金の研究へ

の応募及び各種受託業務の契約等により、

外部資金獲得の取組を積極的に行った。  

⑦必要に応じた分野横断的な研究体制の導

入 

分野横断的研究に取り組みやすい環境を

整えるため、内部特別予算を活用する目的

で令和 2 年度に構築した、トップダウンによ

る「分野横断的研究推進会議」を令和６年度

は２回開催し、3 研の分野横断研究の発展

に寄与した。また、令和６年度から従来の取

り組みに加え、探索的性質の強い、あるい

は芽生え期の研究の実施を支援し、推進す

ることを目的として、萌芽的連携推進研究制

度を創設した。 

⑧ＩＣＴを活用した日常的な研究情報の交換 

三鷹・調布地区にある海上技術安全研究

所と電子航法研究所及び横須賀地区にある

港湾空港技術研究所との間でテレビ会議シ

ステムを用いた会議を行った。各種報告や

ど、業務運営の効率化に資する所要の措

置を適切に実施した。 

以上のことから、業務運営の効率化に

関しては、着実な業務運営を実施したた

め、自己評価を B とした。なお、令和６年

度の特筆すべき事項は左記の通り。 
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（２）管理業務の改善  

一層の管理業務運

営の効率化に向けて、

内部管理業務の共通

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．管理業務の改善 

管理業務の効率化

の状況について定期的

な見直しを行い、業務

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）管理業務の改善  

管理業務の効率化の状況について定期的

な見直しを行い、業務の簡素化、電子化、定

型的業務の外部委託等を図るとともに、一層

情報交換に加え、各研究分野の連携・調整

を行うための会議もテレビ会議で実施した。 

⑨研究施設の有効活用  

民間企業等の要望や、産業界・学会等と

の共同研究や受託研究などにより、研究施

設の有効活用を図り、研究資金の確保にも

つなげた。 

⑩コミュニケーション・意見交換の場の設置 

研究者間の相互のコミュニケーションの場

としては、各研究所の研究発表会に連携の

場を設けた他、研究者間の情報及び意見交

換の場として、3 研連携勉強会を計２回開催

し、令和６年度からの新たな取組としてミニ

勉強会を計３回開催した。また、施設見学会

を開催することで、最新の研究の紹介等を

行い、研究所全体として研究の一層の推進

を図った。さらに、3 名の研究監が各研究所

の研究計画及び研究評価の委員会に参加

し、各研究所の情報収集を互いに行い、うみ

そら研内の研究の把握と連携研究の提案に

活用した。 

今後もこれらの意見交換会等を活用し、各

研究員個別間における具体的なさらなる連

携の場の設置等を引き続き促進していく。 

⑪研究所の人材が有する能力の最大限の

発揮 

大学等との共同研究を 173 件、クロスアポ

イントメントを 10 件実施し、研究所の人材が

有する能力を最大限発揮できるよう努めた。

⑫研究開発成果の社会還元を目的とした推

進体制の整備 

 ３研究所共有の研究マネジメント、外部連

携、広報等を推進するための体制について

検討を開始した。 

 

２．管理業務の改善 

（１）円滑な業務運営 



  
 

72 

 

化を計画的に進 め

る。併せて、研究所全

体として適切に効率化

が図られているかの確

認を行う。 また、シス

テムの合理化などの

適切な環境整備につ

いて、業務効率と経費

の 双方に留意して計

画的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の簡素化、電子化、 

定型的業務の外部委

託等を図るとともに、一

層の管理業務運営の

効率化に向けて、 内

部管理業務の共通化

を計画的に進める。併

せて、研究所全体とし

て適切に効率化 が図

られているかの確認を

行う。さらに、システム

の合理化などの適切な

環境整備 について、

業務効率と経費の双方

に留意して計画的に実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の管理業務運営の効率化に向けて、内部管

理業務の共通化を計画的に進める。併せて、

研究所全体として適切に効率化が図られてい

るかの確認を行う。さらに、システムの合理化

などの適切な環境整備について、業務効率と

経費の双方に留意して計画的に実施する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「経営戦略室」を運営する等、府省庁等に

対する窓口を同室に一本化することで円滑

に業務を遂行した。 

また、「幹部会」を運営し、研究所に関係

する重要情報及び職員に周知徹底すべき情

報などを関係者間で共有し、円滑な組織運

営の確保を図った。 

さらに、e-ラーニングを通じて、研究倫理

やコンプライアンス、さらに安全保障輸出管

理に関する研修を 3 研合同で実施すること

により、研修時間等の効率化及び職員への

周知徹底を図った。 

情報セキュリティマネジメントにおいては、

最高情報セキュリティ責任者の主導の下、コ

ロナ禍が明けた後もテレワークの定着に向

けて、申請手続きの簡素化、マイクロソフト

365 の活用及び大容量ファイル転送システ

ムの導入など業務の簡素化・電子化の維

持・強化に努めた。 

 

（２）一括調達等による取組 

令和 6 年度においても、引き続き 3 研究

所で個別に契約していた定型的業務の外部

委託について、一括調達とすることにより、

簡素化を図った。 

具体的には、業務効率と経費の双方に留

意し、令和 6 年度においては以下の 1 件に

ついて一括調達を行った。 

引き続き業務効率及び経費を検討の上、

必要な案件については一括調達を実施する

こととする。 

・電子入札システムのサービス提供及び運

用保守 

 

（３）電子入札システムの本格運用 

令和 4 年度より電子入札システムを本格

運用し、R6 年度は、新規に 91 者（累計 375

者）が新規に登録された。 
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電子入札システムの運用は、事業者の利

便性向上及び入札機会の拡大に寄与すると

ともに、入札・契約事務の公平性・透明性の

一層の促進に貢献している。 

 

（４）テレビ会議による効率化 

テレビ会議システムによる各研幹部会、

役員懇談会などを開催し、移動に要する時

間と経費を抑制しつつ、コミュニケーションの

活性化を進め、業務の効率化を図った。特

に所外会議においてもテレビ会議システム

の利用を推進し、更なる業務効率化を図っ

た。リモートワークを活用する職員が安定的

に定着しており、柔軟な働き方によりワーク

ライフバランスの向上にも貢献した。 

 

（５）請求書の押印省略 

令和 4 年度から開始した請求書の押印省

略においては、令和 6 年度もさらにその利

用を進め、令和 5 年度の発行数 517 件中

383 件（74%）に対し、令和 6 年度は発行数

538 件中 411 件（76%）の押印省略となったこ

とから、押印作業及び郵送費用（メール送付

が可能）などが軽減された。また、押印作業

の担当者は、テレワークでの対応も可能とな

り、より一層の効率化が進んだ。 

 

（６）電子決裁の推進 

令和 6 年度においては、所内電子決裁の

推進として、電子決裁システムを活用し、更

なる業務効率化に取り組んだ。 

また、理事会審議手法の一つとしてメール審

議手法を確立し例年以上の意思決定の実

施等、業務効率化や意思決定迅速化を行っ

た。 

電子決裁の件数は、令和 5 年度 5,600 件

に対し、令和 6 年度には 6,154 件であり、対

前年度比 110%となった。 
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（３）業務環境の充実  

業務環境の充実に

ついては、リモート会

議等の更なる活用、ＩＣ

Ｔ環境の整 備等によ

り、業務の電子化を図

りつつ、年次休暇の取

得促進及び超過勤務

の縮 減に取り組むと

ともに、リモート環境も

意識した心身の健康

増進、育児・介護等 と

仕事の両立支援、勤

務体制の柔軟化等の

施策をより一層推進す

る。 

 

（４）業務運営の効率

化による経費削減等  

ア 業務運営の効率化

を図ることにより、中長

期目標期間終了時ま

でに、一般 管理費（人

件費、公租公課等の

所要額計上を必要と

する経費及び特殊要

因に より増減する経

費は除く。）について、

初年度予算額の当該

経費相当分に７を 乗

じた額に対し、中長期

目標期間中における

当該経費総額の８％

程度の抑制 を図る。

ただし、新規に追加さ

れるもの、拡充分な

ど、社会的・政策的需

要を 受けて実施する

業務に伴い増加する

３．業務環境の充実  

業務環境の充実に

ついては、リモート会議

等の更なる活用、ＩＣＴ

環境の整備等 により、

業務の電子化を図りつ

つ、年次休暇の取得促

進及び超過勤務の縮

減に取り 組むととも

に、リモート環境も意識

した心身の健康増進、

育児・介護等と仕事の

両立 支援、勤務体制

の柔軟化等の施策をよ

り一層推進する。 

 

 

４．業務運営の効率化

による経費削減等  

ア 業務運営の効率化

を図ることにより、中長

期目標期間終了時ま

でに、一般管 理費（人

件費、公租公課等の所

要額計上を必要とする

経費及び特殊要因によ

り増 減する経費は除

く。）について、初年度

予算額の当該経費相

当分に７を乗じた額 に

対し、中長期目標期間

中における当該経費総

額の８％程度の抑制を

図る。ただ し、新規に

追加されるもの、拡充

分など、社会的・政策

的需要を受けて実施す

る 業務に伴い増加す

（３）業務環境の充実  

業務環境の充実については、リモート会議

等の更なる活用、ＩＣＴ環境の整備等により、

業務の電子化を図りつつ、年次休暇の取得

促進及び超過勤務の縮減に取り組むととも

に、リモート環境も意識した心身の健康増進、

育児・介護等と仕事の両立支援、勤務体制の

柔軟化等の施策をより一層推進する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）業務運営の効率化による経費削減等  

ア 業務運営の効率化を図ることにより、一

般管理費（人件費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経費及び特殊要因

により増減する経費は除く。）について、

抑制を図る。ただし、新規に追加されるも

の、拡充分など、社会的・政策的需要を

受けて実施する業務に伴い増加する費

用等はその対象としない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．業務環境の充実 

（１）年次休暇の取得推進等 

所内周知により年次休暇の取得推進及び超

過勤務の縮減を図るとともに、メンタルヘル

ス講習会やメンタルヘルス相談等の心身の

健康増進の施策を実施した。また、育児休

業制度をはじめとする様々な制度を用いて

仕事と家庭が両立できるよう適切な運用を

実施するとともに、研究者におけるフレック

スタイムの実施により勤務体制の柔軟化を

推進した。 

 

 

 

 

 

 

４．業務運営の効率化による経費削減等 

（１）一般管理費、業務経費の抑制 

中長期目標及び中長期計画において、業務

運営の効率化を図ることにより、中長期目標

期間終了時までに、一般管理費及び業務経

費（人件費、公租公課等の所要額計上を必

要とする経費及び特殊要因により増減する

経費は除く。）について、初年度予算額の当

該経費相当分に７を乗じた額に対し、中長期

目標期間中における当該経費総額を一般

管理費は 8％程度、業務経費は 3％程度、

それぞれ抑制を図る（ただし、新規に追加さ

れるもの、拡充分など、社会的・政策的需要

を受けて実施する業務に伴い増加する費用

等はその対象としない。）こととされている。 

令和 6 年度においては、中長期計画で定め

られた目標値を達成するため、契約プロセス

の見直し、予算、収支計画及び資金計画の

定期的な点検、簡易入札の活用等による経

費抑制を実施し、業務運営の効率化等に取

り組みつつ、上記２．の管理業務の改善とと

もに、着実に経費の抑制を図った。 
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費用等はその対象とし

ない。 

 

イ 業務運営の効率化

を図ることにより、中長

期目標期間終了時ま

でに、業務 経費（人件

費、公租公課等の所

要額計上を必要とする

経費及び特殊要因に

よ り増減する経費は

除く。）について、初年

度予算額の当該経費

相当分に７を乗 じた

額に対し、中長期目標

期間中における当該

経費総額の３％程度

の抑制を 図る。ただ

し、新規に追加される

もの、拡充分など、社

会的・政策的需要を受 

けて実施する業務に

伴い増加する費用等

はその対象としない。  

 

ウ 「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成 27 年 ５月 

25 日総務大臣決定）

等を踏まえ、公正かつ

透明な調達手続によ

る、適切 10 で迅速か

つ効果的な調達を実

現する観点から、毎年

度策定する「調達等合

理 化計画」に基づく取

組を着実に実施する。

また、随意契約につい

る費用等はその対象と

しない。 

 

イ 業務運営の効率化

を図ることにより、中長

期目標期間終了時ま

でに、業務経 費（人件

費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経

費及び特殊要因により

増減 する経費は除

く。）について、初年度

予算額の当該経費相

当分に７を乗じた額に 

対し、中長期目標期間

中における当該経費総

額の３％程度の抑制を

図る。ただし、 新規に

追加されるもの、拡充

分など、社会的・政策

的需要を受けて実施す

る業務 に伴い増加す

る費用等はその対象と

しない。 

 

ウ 「独立行政法人に

おける調達等合理化の

取組の推進について」

（平成 27 年５ 月 25 

日総務大臣決定）等を

踏まえ、公正かつ透明

な調達手続による、適

切で迅 速かつ効果的

な調達を実現する観点

から、毎年度策定する

「調達等合理化計画」 

に基づく取組を着実に

実施する。 また、随意

契約については「独立

 

 

 

イ 業務運営の効率化を図ることにより、業

務経費（人件費、公租公課等の所要額

計上を必要とする経費及び特殊要因に

より増減する経費は除く。）について、抑

制を図る。ただし、新規に追加されるも

の、拡充分など、社会的・政策的需要を

受けて実施する業務に伴い増加する費

用等はその対象としない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 「独立行政法人における調達等合理化

の取組の推進について」（平成 27 年５月

25 日総務大臣決定）等を踏まえ、公正か

つ透明な調達手続による、適切で迅速

かつ効果的な調達を実現する観点から、

毎年度策定する「調達等合理化計画」に

基づく取組を着実に実施する。  

また、随意契約については「独立行政

法人の随意契約に係る事務について」

（平成 26 年 10 月１日付け総管査第 284

号総務省行政管理局長通知）に示され

た、随意契約によることができる事由に

より、公正性・透明性を確保しつつ合理

的な調達を実施する。  

 

 

 

（２）給与水準の検証状況 

職員の給与については、国家公務員に準

拠する形で給与規程を整備し、研究所の給

与水準については、国家公務員の給与水準

も十分考慮し、厳しく検証を行い、検証結果

については各研究所のホームページで公表

した。 

令和 6 年度の研究所の給与水準について

は、国家公務員の給与水準を 100 として作

成したところ、対国家公務員指数（ラスパイ

レス指数）が、事務・技術職種で 97.8、研究

職種で 104.1 となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）契約の見直し 

「独立行政法人における調達等合理化の

取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25

日総務大臣決定）に基づき、令和 6 年度調

達等合理化計画を策定し、契約事務の適正

化として、仕様書内容の見直し、入札参加要

件の緩和、公告期間の十分な確保、業務等

準備期間の確保、契約情報提供の充実、事

後点検体制の整備、合理的な契約方式の

検討を実施した。 

また、コスト削減・調達業務の効率化として、

共同調達の推進、複数年契約の適用を実施

した。 
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ては「独立行 政法人

の随意契約に係る事

務について」（平成 26 

年 10 月１日付け総

管査第 284 号総務省

行政管理局長通知）に

基づき明確化した、随

意契約によることが 

できる事由により、公

正性・透明性を確保し

つつ合理的な調達を

実施する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 業務経費に生じる

不要な支出の削減を

図るため、無駄の削減

及び業務の効 率化に

関する取組を人事評

価に反映するなど、自

律的な取組のための

体制を 維持する。 

行政法人の随意契約

に係る事務について」

（平 成 26 年 10 月１

日付け総管査第 284 

号総務省行政管理局

長通知）に示された、 

随意契約によることが

できる事由により、公

正性・透明性を確保し

つつ合理的な 調達を

実施する。 さらに、外

部有識者による「契約

監視委員会」におい

て、締結された契約に

関 する改善状況のフ

ォローアップを行い、そ

の結果を公表すること

によって、契約 12 事

務の透明性、公平性の

確保を図る。 

 

エ 業務経費に生じる

不要な支出の削減を図

るため、無駄の削減及

び業務の 効率化に関

する取組を人事評価に

反映するなど、自律的

な取組のための体制を 

維持する。 

さらに、外部有識者による「契約監視

委員会」において、締結された契約に関

する改善状況のフォローアップを行い、

その結果を公表することによって、契約

事務の透明性、公平性の確保を図る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 業務経費に生じる不要な支出の削減を

図るため、無駄の削減及び業務の効率

化に関する取組を人事評価に反映する

など、自律的な取組のための体制を維

持する。 

 

「独立行政法人の随意契約に係る事務に

ついて」（平成 26 年 10 月１日付け総管査

第 284 号総務省行政管理局長通知）に基

づく合理的な調達の実施状況としては、当該

通知に基づく契約関係規程により、随意契

約によることが合理的と判断されたものにつ

いて、契約審査委員会に諮った上で随意契

約を実施した。 

契約監視委員会による契約改善状況のフ

ォローアップ及び結果の公表について、令和

6 年 5 月に令和 6 年度第 1 回海上・港湾・

航空技術研究所契約監視委員会を開催し、

令和 5 年度の各研究所の契約に関する点

検等を実施した。結果については研究所の

ホームページで公表しており、契約事務の

透明性、公平性の確保を図った。 

 

 

 

 

 

（４）無駄の削減等に関する自律的な取組 

「業務連携委員会」のほか、各研究所に

おいても業務改善等を目的とした委員会を

設置し、調達等の手続きに係る運用の改善

や簡素化といった事務手続きの見直しや、

電力使用量抑制等の無駄の削減に積極的

に取り組んだ。 

 

 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

自己収入額（百万円） 145 273 210      予算額（千円） 8,168,418 8,105,213      
 

－ － － － － － － － 決算額（千円） 9,285,849 10,341,123      

 － － － － － － － － 経常費用（千円） 8,985,854 9,297,056      

 － － － － － － － － 経常利益（千円） -7,627 -11,943      

 － － － － － － － － 行政コスト（千円） 9,408,014 9,684,979      

  － － － － － － － － 従事人員数 362 357 名      

注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は各年 4 月 1 日現在の役職員数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 （１）中長期計画予算

の作成  

運営費交付金を

充当して行う事業に

ついては、「第４  業

務運営の効率化に

関する事項」で定め

た事項について配慮

した中長期計画の予

算を作成し、当該予

算による運営を行

う。  

 

 

 

 

運営費交付金を充

当して行う事業につい

ては、「第２ 業務運営

の効率化に関する目標

を達成するためにとる

べき措置」で定めた事

項を踏まえ、以下の項

目について計画し、適

正にこれらの計画を実

施するとともに、経費の

抑制に努める。 

 

１．予算、収支計画及

び資金計画 

（１）予算：別表１のとお

り 

（１）予算、収支計画及び資金計画 

運営費交付金を充当して行う事業について

は、「第２ 業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置」で定めた事項を

踏まえ、以下の項目について計画し、適正にこ

れらの計画を実施するとともに、経費の抑制に

努める。 

①予算：別表１のとおり 

②収支計画：別表２のとおり 

③資金計画：別表３のとおり 

 

 

 

 

 

 

１．評価軸 

○適切に予算を執行し

ているか。 

 

○収支のバランスがと

れており、赤字になっ

ていないか。 

 

○知的財産権の活用

等により、自己収入の

確保に努めているか。 

 

２．評価指標 

○収支の状況 

 

○自己収入額 

１．運営費交付金を充当して行う事業の経

費の抑制 

令和 6 年度は、運営費交付金を充てるべ

き支出のうち 203 百万円を自己収入から充

当するよう査定を受けた予算になっている

が、受託等収入からこの金額を捻出し、年

度計画を確実に達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

根拠： 

年度計画の目標を着実に達成 

 

○予算、収支計画及び資金計画について

適正に計画、執行し、健全な財務体質を

維持した。 

 

○特許権実施及びソフトウェア使用許諾に

よる収入など自己収入の確保に努め

た。 

 

〇予算額と決算額のかい離の主な要因に

ついては、受託事業等が予定を上回っ

評定  

 



  
 

78 

 

 

 

 

 

 

（２）運営費交付金以

外の収入の確保  

知的財産権の活

用や競争的外部資

金の獲得などによ

り、適切な水準の収

入を確保する。ま

た、保有する施設・

設備の外部機関に

よる利用を促進し、

自己収入の確保を

図る。 

 

（３）業務達成基準に

よる収益化 

独立行政法人会

計基準の改訂(平成

12 年２月 16 日独立

行政法人会計基準

研究会策定、令和２

年３月 26 日改訂)等

により、運営費交付

金の会計処理とし

て、業務達成基準に

よる収益化が原則と

されたことを踏まえ、

収益化単位の業務

ごとに予算と実績を

管理する。 

（２）収支計画：別表２

のとおり 

（３）資金計画：別表３

のとおり 

 

２．運営費交付金以外

の収入の確保 

知的財産権の活用や

競争的外部資金の獲

得などにより、適切な

収入を確保する。ま

た、保有する施設・設

備の外部機関による利

用を促進し、自己収入

の確保を図る。 

 

 

 

３．業務達成基準によ

る収益化 

独立行政法人会計基

準の改訂(平成 12 年２

月 16 日独立行政法人

会計基準研究会策定、

令和 2 年３月 26 日改

訂)等により、運営費交

付金の会計処理とし

て、業務達成基準によ

る収益化が原則とされ

たことを踏まえ、収益

化単位の業務ごとに予

算と実績を管理する。 

 

 

 

４．短期借入金の限度

額 

予見しがたい事故等の

事由に限り、資金不足

 

 

 

 

 

（２）運営費交付金以外の収入の確保 

知的財産権の活用や競争的外部資金の獲得

などにより、適切な収入を確保する。ま 

た、保有する施設・設備の外部機関による利用

を促進し、自己収入を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事由に限り、資金不足と

なる場合における短期借入金の限度 

額は、13 億円とする。 

 

 

 

 

 

２．運営費交付金以外の収入の確保 

運営費交付金以外の収入として、研究成

果の普及・広報活動を精力的に展開しつ

つ、知的財産権の活用などにより、自己収

入の確保に努め、特許権実施及びソフトウェ

ア試用許諾による収入などを獲得した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．短期借入金の限度額 

特になし。 

 

 

たことであり、積極的な業務運営を図っ

たものと考える。 

 

これらを踏まえて B と評価する。 
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となる場合における短

期借入金の限度額は、

13 億円とする。 

 

５．不要財産の処分に

関する計画 

特になし 

 

６．財産の譲渡又は担

保に関する計画 

特になし 

 

７．剰余金の使途 

・研究費 

・研究基盤・研究環境

の整備、維持 

・研究活動の充実 

・業務改善に係る支出

のための財源 

・職員の資質向上のた

めの研修等の財源 

・知的財産管理、技術

移転に係る経費 

・国際交流事業の実施

（招聘、セミナー、国際

会議等の開催）  

・出資の活用を含めた

成果の普及 

 

 

 

 

 

（４）不要財産の処分に関する計画 

特になし 

 

 

（５）財産の譲渡又は担保に関する計画 

特になし 

 

 

（６）剰余金の使途 

・研究費 

・研究基盤・研究環境の整備、維持 

・研究活動の充実 

・業務改善に係る支出のための財源 

・職員の資質向上のための研修等の財源 

・知的財産管理、技術移転に係る経費 

・国際交流事業の実施（招聘、セミナー、国際会

議等の開催） 

・出資の活用を含めた成果の普及 

 

 

 

 

 

４．不要財産の処分に関する計画 

特になし。 

 

 

５．財産の譲渡又は担保に関する計画 

特になし。 

 

 

６．剰余金の使途 

特になし。 

 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

コンプライアンス違反防止のため

の研修実施回数 

2 回 3 回 3 回       － － － － － － － 

外部評価の実施回数 3 回 3 回 3 回       － － － － － － － 

 － － － － － － － －  － － － － － － － 

 － － － － － － － －  － － － － － － － 

 － － － － － － － －  － － － － － － － 

  － － － － － － － －  － － － － － － － 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 （１）内部統制に関す

る事項 

内部統制につい

ては、「「独立行政法

人の業務の適正を

確保するための体

制等の整備」につい

て」（平成 26 年 11

月 28 日行政管理局

長通知）に基づく事

項の運用を確実に

図り、理事長のリー

ダーシップの下で、

内部統制に関するマ

ネジメントを適切に

行う。 

なお、内部統制機

能が確実に発揮され

るよう、法人のミッシ

ョンや理事長の指示

が組織内に徹底され

る仕組みなどを活用

し対応を図る。 

また、適正かつ効

率的な内部監査体

制の整備を図る。 

コンプライアンス

に関しては、コンプラ

イアンス研修の開催

等により職員への意

識の浸透を図る取組

を実施するとともに、

必要に応じて規程や

関係する取組の見

直しを行う。 

１．内部統制に関する事

項 

内部統制については、

「「独立行政法人の業務

の適正を確保するため

の体制等の整備」につい

て」（平成 26 年 11 月 28

日行政管理局長通知）に

基づき、業務方法書に定

めた事項の運用を確実

に図る。理事長のリーダ

ーシップの下で、内部統

制に関するマネジメント

を推進する。 

 

 

さらに、内部統制機能

が確実に発揮されるよ

う、法人のミッションや理

事長の指示が組織内に

徹底されるよう、内部統

制・リスク管理委員会に

おいて適切な対応を行う

とともに、適正かつ効率

的な内部監査体制を整

備する。 

コンプライアンスに関

しては、コンプライアンス

研修の開催等により職

員への意識の浸透を図

る取組を実施するととも

に、必要に応じて規程や

関係する取組の見直しを

行う。 

 

（１）内部統制に関する事項 

内部統制については、「「独立行政法人の

業務の適正を確保するための体制等の整備」

について」（平成 26 年 11 月 28 日行政管理

局長通知）に基づき、業務方法書に定めた事

項の運用を確実に図る。理事長のリーダーシ

ップの下で、内部統制に関するマネジメントを

推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、内部統制機能が確実に発揮される

よう、法人のミッションや理事長の指示が組織

内に徹底されるよう、内部統制・リスク管理委

員会において適切な対応を行うとともに、監査

室において適正かつ効率的な内部監査を行

う。 

 

 

 

 

コンプライアンスに関しては、コンプライアン

ス研修の開催、改正された関係する規程の適

切な適用等により職員への意識の浸透を図る

取組を実施するとともに、必要に応じて規程

や関係する取組の見直しを行う。 

本年度は、研究員を含む研究所のすべて

の役職員に対し、コンプライアンス違反防止の

ための研修を２回以上行う。 

 

１．評価軸 

○内部統制システムは

機能しているか。 

 

○若手研究者等の育

成が適切に図られてい

るか。 

 

○公正で透明性の高

い人事評価が行われ

ているか。 

 

○外部有識者による評

価結果が、研究業務の

運営に反映されている

か。 

 

○情報公開を促進して

いるか。 

 

○施設・設備の計画的

な整備及び管理がなさ

れているか。 

 

２．評価指標 

○内部監査、監事監査

の指摘に対する対応状

況 

 

○コンプライアンス違

反防止のための研修

実施回数 

 

○若手研究者等の育

成に関する取組状況 

１．内部統制に関する事項 

（１）内部統制の推進 

内部統制について、業務方法書に定めた

事項の運用を確実に図るとともに、内部

統制機能が確実に発揮されるよう、「内部

統制の推進及びリスク管理に関する規

程」を整備し、研究所における内部統制及

びリスク管理に関する事項の報告、改善

策の検討及び各管理責任者間における

連絡及び調整を行う組織として、内部統

制・リスク管理委員会を引き続き設置し、

適切な運用を行った。 

令和 6 年度は、同委員会において、研究

所の業務継続基本計画及びコンプライア

ンスマニュアルの見直しを行うとともに、

研究所全体の重要リスクについて把握及

び分析を行い、適正な業務を確保するた

めに取り組んだ。 

また、内部監査について、内部統制シス

テムの中のモニタリング機能としてその役

割を適正かつ効果的に発揮させるため、

第 2 期中長期目標期間開始から理事長

のもとに各研究所から独立した監査室を

設置し、内部統制の強化を実施した。 

 

 

（２）コンプライアンス違反防止のための取組 

令和 6 年度においては、コンプライアンス

違反防止のための取り組みとして、研究

者を含む役職員に対して、研究倫理研

修、安全保障輸出管理研修、コンプライア

ンス研修を実施した。 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

根拠： 

年度計画の目標を着実に達成 

 

〇研究所全体の重要リスクの把握及び分

析、コンプライアンスマニュアルの見直し

を実施、コンプライアンス違反防止のた

めの研修を実施など、内部統制システ

ムが適切に機能するよう取り組んだ。 

 

〇OJT プログラムや各種研修の実施、若

手研究者への論文の積極的投稿の指

導を実施し、若手研究者等の育成が適

切に図られた。 

 

〇職員の勤務成績を考慮した適切な人事

評価や研究者独自の評価制度を実施

し、公正で透明性の高い人事評価を実

施している。 

 

〇クロスアポイントメント制度の促進、研究

者の博士号取得の奨励、英語力向上の

ための研修を実施しており、多様性のあ

る将来の人財育成に寄与した。 

 

〇外部有識者による評価委員会を実施

し、研究業務の運営として、研究資源の

適時・適切な配分に反映させている。外

部有識者から頂いたコメントは、ホーム

ページで公表しており、透明性の確保研

究の重点化に大きく寄与した。 

 

評定  
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また、研究不正へ

の対応は、研究開発

活動の信頼性確保、

科学技術の健全な

発展等の観点からも

極めて重要な課題で

あるため、職員の意

識浸透や不正行為

防止を図る取組を実

施するとともに、必

要に応じて規程の見

直しを行うなど組織

として取り組む。な

お、万が一研究不正

が発生した場合には

厳正に対応する。 

 

 

情報セキュリティ

については、情報化

の進展に伴い、機密

情報の流出などの

情報セキュリティイン

シデントを未然に防

ぐ必要があることか

ら、「サイバーセキュ

リティ戦略」（令和 3

年 9 月 28 日閣議決

定）等の政府の方針

を踏まえ、研究開発

を含む研究所で実

施する業務におい

て、適切な情報セキ

ュリティ対策を推進

する。情報システム

の整備及び管理に

ついては「情報シス

テムの整備及び管

理の基本的な方針」

また、研究不正への

対応は、研究開発活動

の信頼性確保、科学技

術の健全な発展等の観

点からも極めて重要な課

題であるため、職員の意

識浸透や不正行為防止

を図る取組を実施すると

ともに、必要に応じて規

程の見直しを行うなど組

織として取り組む。なお、

万が一研究不正が発生

した場合には厳正に対

応する。 

 

 

 

 

情報セキュリティにつ

いては、情報化の進展

に伴い、機密情報の流

出などの情報セキュリテ

ィインシデントを未然に

防ぐ必要があることか

ら、「サイバーセキュリテ

ィ戦略」（令和３年９月 28

日閣議決定）等の政府

の方針を踏まえ、情報セ

キュリティポリシーの定

めに基づき、研究開発を

含む研究所で実施する

業務において、適切な情

報セキュリティ対策を実

施する。 

また、情報システムの

整備及び管理について

は「情報システムの整備

及び管理の基本的な方

針」（令和３年 12 月 24

また、研究不正への対応は、研究開発活動

の信頼性確保、科学技術の健全な発展等の

観点からも極めて重要な課題であるため、職

員の意識浸透や不正行為防止を図る取組を

実施するとともに、必要に応じて規程の見直し

を行うなど組織として取り組む。なお、万が一

研究不正が発生した場合には厳正に対応す

る。加えて、研究の国際化やオープン化に伴

う新たなリスクに対して新たに確保が求めら

れる、研究の健全性・公正性の確保に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

情報セキュリティについては、情報化の進

展に伴い、機密情報の流出などの情報セキュ

リティインシデントを未然に防ぐ必要があるこ

とから、「サイバーセキュリティ戦略」（平成 ３ 

年９月 28 日閣議決定）等の政府の方針を踏

まえ、情報セキュリティポリシーの定めに基づ

き、研究開発を含む研究所で実施する業務に

おいて、適切な情報セキュリティ対策を実施す

る。 

また、情報システムの整備及び管理につい

ては「情報システムの整備及び管理の基本的

な方針」（令和３年 12 月 24 日デジタル大臣

決定）に則り適切に対応するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○外部評価の実施回

数 

 

○情報公開事例 

 

（３）不正防止に関する取組 

研究活動における不正行為の防止、不正

行為への対応、倫理の保持、法令遵守等

について徹底を図るため、「研究活動にお

ける不正行為の防止並びに公的研究費

等の執行及び管理に関する規程」、「研究

活動並びに公的研究費等の執行及び管

理における行動規範及び不正防止対策

の基本方針」及び「不正防止計画」を整備

し、不正を事前に防ぐための体制を整え、

適切な運用を行った。令和 6 年度におい

ては、上記研究倫理研修や内部監査を実

施するなど不正防止の徹底を図った。ま

た、研究の国際化やオープン化に伴う新

たなリスクに対して新たな確保が求められ

る、研究の健全性・公平性の確保に取り

組んだ。 

 

（４）個人情報等保護に関する取組 

全ての役職員等が、「海上・港湾・航空技

術研究所情報セキュリティポリシー」の各

遵守項目について、適切な運用を行って

いるか否について自らが点検を行い、改

善すべき事項等について、点検を実施し

た者あるいはその管理者により必要な改

善を行うことを目的に、情報セキュリティに

関する自己点検および教育を実施した。

令和 6 年度は例年の自己点検および教

育に加えて、標的型攻撃メール訓練を実

施した。 

また、「政府機関等のサイバーセキュリテ

ィ対策のための統一基準」の改定を受け

て、海上・港湾・航空技術研究所情報セキ

ュリティポリシーの改定案及び関係規程

の新設の検討を実施した。 

さらに、情報セキュリティポリシーに基づき

実施された内部監査、および内閣サイバ

〇各規程・計画などを HP で公表し、適切

かつ積極的な情報公開を促進している。 

 

〇施設・設備の整備について、施設整備

費補助金により、年度計画に従い施設・

設備の整備・改修を着実に実施し、既存

の施設・設備の維持に必要となる予算

については、国土交通省と連携・調整し

所要額を確保、また、適時適切なメンテ

ナンスによる効率的な施設運営および

使用状況調査に基づく保有資産の見直

しを実施し、適切に管理等されている。 

 

これらを踏まえて B と評価する。 
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（令和 3 年 12 月 24

日デジタル大臣決

定）に則り適切に対

応するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事に関する事

項 

多様化する政策

課題への対応に必

要な人材や様々な

経歴を有する人材の

確保・育成に向けた

活動、組織の横断的

連携等を通して、高

度な専門性・多様性

が求められる研究開

発を継続するための

体制を強化する。職

員の専門性やマネ

ジメント力を高める

ための能力開発の

実施等により若手研

究者等の育成を進

めるとともに、職員

の勤務成績を考慮し

た人事評価の適切

日デジタル大臣決定）に

則り適切に対応するもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事に関する事項 

多様化する政策課題

への対応に必要な人材

や様々な経歴を有する

人材の確保・育成に向け

た活動、組織の横断的

連携等を通して、高度な

専門性・多様性が求めら

れる研究開発を継続す

るための体制を強化す

る。職員の専門性やマネ

ジメント力を高めるため

の能力開発の実施等に

より若手研究者等の育

成を進めるとともに、職

員の勤務成績を考慮し

た人事評価の適切な実

施等により能力本位の

公正で透明性の高い人

事システムを確立し、卓

越した研究者等の確保

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事に関する事項 

多様化する政策課題への対応に必要な人

材や様々な経歴を有する人材の確保・育成に

向けた活動、組織の横断的連携等を通して、

高度な専門性・多様性が求められる研究開発

を継続するための体制を強化する。職員の専

門性やマネジメント力を高めるための能力開

発の実施等により若手研究者等の育成を進

めるとともに、職員の勤務成績を考慮した人

事評価の適切な実施等により能力本位の公

正で透明性の高い人事システムを確立し、卓

越した研究者等の確保を図るとともに研究所

内での人事交流を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーセキュリティセンター（NISC）による外部

監査を受けた。 

情報システムの関係としては、令和 9 年

度を運用開始とする新たな情報システム

を一括して調達するため、システムの構

築方法や機器の仕様書を作成した。情報

システムベンダーに対して、見積の作成を

依頼し、一括調達に向けた手続きを開始

した。 

また、うみそら研および各研究所で使用し

ているサーバ証明書（SSL 証明書）の発

行に関して、令和 6 年度に契約を一本化

した。 

 

（５）テレワークの定着  

新型コロナ感染症対策として令和２年度      

から本格的に実施しているテレワークに

ついて、多様な働き方を定着させる観点

から更なる取り組みを推進した。 

 

２．人事に関する事項 

職員の専門性を高めるための能力の開

発や若手研究者の育成のための取り組

みとして、ＯＪＴプログラムや各種研修の

実施、若手研究者への論文の積極的投

稿の指導を行った。 

職員の勤務成績を考慮した適切な人事評

価を行うため、国の人事評価制度に準じ

た制度を導入し、適切な実施に努めるとと

もに、卓越した研究者を確保するため、独

自の研究者評価制度や外部有識者によ

る研究者格付審査委員会により、研究者

の評価を実施した。 

また、人材活用等に関する方針に基づ

き、優れた人材の採用及び育成を行い、

その能力が発揮できる環境の形成に努め

た。 

さらに、研究者が、研究所と外部機関等

の間で、それぞれ雇用契約関係を結び、
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な実施等により能力

本位の公正で透明

性の高い人事システ

ムを確立し、卓越し

た研究者等の確保

を図るとともに研究

所内での人事交流

を促進する。 

また、達成すべき

ミッションと整合的な

人材確保・育成を図

るために、法人を取

り巻く環境変化を踏

まえ、人材の活用等

に関する方針の見

直しを進める。 

給与水準につい

ては、国家公務員の

給与水準も十分考

慮し、手当を含め役

職員給与の在り方に

ついて厳しく検証し

た上で、研究開発業

務の特性等を踏まえ

た柔軟な取扱いを可

能とするとともに、透

明性の向上や説明

責任の一層の確保

が重要であることに

鑑み、給与水準及び

その妥当性の検証

結果を毎年度公表

する。 

 

（３）外部有識者によ

る評価の実施、反映

に関する事項 

研究分野における

業務計画、運営、業

を図るとともに研究所内

での人事交流を促進す

る。 

 

 

 

 

 

また、達成すべきミッ

ションと整合的な人材確

保・育成を図るために、

法人を取り巻く環境変化

を踏まえ、人材の活用等

に関する方針の見直しを

進める。 

 

給与水準については、

国家公務員の給与水準

も十分考慮し、手当を含

め役職員給与の在り方

について厳しく検証した

上で、研究開発業務の

特性等を踏まえた柔軟

な取扱いを可能とすると

ともに、透明性の向上や

説明責任の一層の確保

が重要であることに鑑

み、給与水準及びその

妥当性の検証結果を毎

年度公表する。 

 

 

 

 

３．外部有識者による評

価の実施・反映に関する

事項 

研究分野における業

務計画、運営、業績につ

 

 

 

 

 

 

 

 

また、達成すべきミッションと整合的な人材

確保・育成を図るために、法人を取り巻く環境

変化を踏まえ、人材の活用等に関する方針の

見直しを進める。 

 

 

 

 

給与水準については、国家公務員の給与

水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の

在り方について厳しく検証した上で、研究開発

業務の特性等を踏まえた柔軟な取扱いを可

能とするとともに、透明性の向上や説明責任

の一層の確保が重要であることに鑑み、給与

水準及びその妥当性の検証結果を毎年度公

表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）外部有識者による評価の実施・反映に関

する事項 

研究分野における業務計画、運営、業績に

ついては、目標の達成状況を随時把握し、必

要に応じ研究開発の継続そのものに関する助

各機関の責任の下で業務を行うことが可

能となる仕組みである「クロスアポイントメ

ント制度」を促進した。そのほか、研究所

内外で開催されている講習会・勉強会や

研修への参加を奨励、研究者の博士号取

得の奨励、英語力向上のための研修な

ど、関係者の専門性を向上させる取り組

みを進め、研究所全体のポテンシャルの

向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．外部有識者による評価の実施・反映に関

する事項 
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績については、目標

の達成状況を随時

把握し、必要に応じ

研究開発の継続そ

のものに関する助言

や指導を行う外部有

識者から構成される

研究評価を行い、評

価結果に基づいて

研究資源の適時・適

切な配分や研究開

発業務の重点化を

図るなど評価結果を

積極的に活用する。 

 

 

 

 

 

 

（４）情報公開の促進

に関する事項 

情報公開、個人情

報保護については

適正な業務運営を

確保し、かつ、社会

に対する説明責任を

確保するため、適切

かつ積極的に広報

活動及び情報公開

を行うとともに、個人

情報の適切な保護

を図る取組を推進す

る。具体的には、独

立行政法人等の保

有する情報の公開

に関する法律（平成

13 年法律第 140

号）に基づき、組織、

いては、目標の達成状

況を随時把握し、必要に

応じ研究開発の継続そ

のものに関する助言や

指導を受けるため、外部

有識者から構成される評

価委員会等による研究

評価を行う。 

評価結果については、

研究資源の適時・適切な

配分に反映させ、研究成

果の質の向上を図るとと

もに、研究開発業務の重

点化を図る。また評価の

プロセス、評価結果等を

研究所のホームページ

への掲載等を通じて公

表し、透明性を確保す

る。 

 

４．情報公開の促進に関

する事項 

情報公開、個人情報保

護については適正な業

務運営を確保し、かつ、

社会に対する説明責任

を確保するため、適切か

つ積極的に広報活動及

び情報公開を行うととも

に、個人情報の適切な

保護を図る取組を推進

する。具体的には、独立

行政法人等の保有する

情報の公開に関する法

律（平成 13 年法律第

140 号）に基づき、組織、

業務及び財務に関する

基礎的な情報並びにこ

れらについての評価及

言や指導を受けるため、外部有識者から構成

される評価委員会等による研究評価を行う。 

評価結果については、研究資源の適時・適

切な配分に反映させ、研究成果の質の向上を

図るとともに、研究開発業務の重点化を図る。

また評価のプロセス、評価結果等を研究所の

ホームページへの掲載等を通じて公表し、透

明性を確保する。 

本年度計画期間中に３回以上の外部有識

者からの研究評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）情報公開、個人情報保護の促進に関する

事項 

情報公開、個人情報保護については適正

な業務運営を確保し、かつ、社会に対する説

明責任を確保するため、適切かつ積極的に広

報活動及び情報公開を行うとともに、個人情

報の適切な保護を図る取組を推進する。具体

的には、独立行政法人等の保有する情報の

公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 

号）に基づき、組織、業務及び財務に関する

基礎的な情報並びにこれらについての評価及

び監査に関する情報等をホームページで公開

するなど適切に対応するとともに、個人情報

の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 

号）に基づき、保有する個人情報を適正に管

理する。 

 

 

 

研究分野における業務計画、運営、業績

については、目標の達成状況を随時把握

し、必要に応じ研究開発の継続そのもの

に関する助言や指導を受けるため、各研

究所において外部有識者により構成され

る評価委員会を設置したうえで評価を実

施することとしている。 

令和 6 年度においては、「船舶に係る技

術及びこれを活用した海洋の利用等に係

る技術に関する評価」、「港湾、航路、海

岸及び飛行場等に係る技術に関する評

価」及び「電子航法に関する評価」をそれ

ぞれ実施し、合計 3 回の外部有識者によ

る評価委員会を開催した。 

評価の結果については、研究資源の適

時・適切な配分に反映させることで、研究

開発業務の重点化等に活用しており、各

研究所のホームページで公表した。 

 

 

 

 

 

４．情報公開の促進に関する事項 

情報公開については、ホームページにて

法令等で公開することとされている、組

織、業務及び財務に関する基礎的な情報

並びにこれらについての評価及び監査に

関する情報等を公表している。同様に、情

報公開窓口及び手続きに関して周知して

おり、適切かつ積極的に情報の公開を行

っている。 

また、個人情報保護に関しては、研修（e-

ラーニング）を実施するなど、個人情報の

適切な保護を図る取組を実施し、保有す

る個人情報を適切に管理している。 
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業務及び財務に関

する基礎的な情報

並びにこれらについ

ての評価及び監査

に関する情報等をウ

ェブページで公開す

るなど適切に対応す

るとともに、個人情

報の保護に関する

法律（平成 15 年法

律第 57 号）に基づ

き、保有する個人情

報を適正に管理す

る。 

 

（５）施設・設備の整

備及び管理等に関

する事項 

研究ニーズの変

化及び実験施設の

老朽化に対応するた

め、ハード面のほ

か、デジタル技術も

活用した研究手法の

充実も視野に入れつ

つ、新たな実験施設

の導入及び従来か

ら活用している実験

施設の補修に取り組

む。 

また、保有資産の

必要性についても不

断に見直しを行う。 

び監査に関する情報等

をホームページで公開す

るなど適切に対応すると

ともに、個人情報の保護

に関する法律（平成 15

年法律第 57 号）に基づ

き、保有する個人情報を

適正に管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

５．施設・設備の整備及

び管理等に関する事項 

研究ニーズの変化及

び実験施設の老朽化に

対応するため、中長期目

標期間中に別表４に掲

げる施設を整備・改修す

る。その際、ハード面の

ほか、デジタル技術も活

用した研究手法の充実

も視野に入れることとす

る。また、既存の施設・

設備を適切に維持管理

していくため、必要な経

費の確保に努めるととも

に、効率的に施設を運営

する。また、保有資産の

必要性についても不断

に見直しを行う。 

 

６．積立金の処分に関す

る事項 

 前中長期目標期間繰

越積立金は、前中長期

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）施設・設備の整備及び管理等に関する事

項 

研究ニーズの変化及び実験施設の老朽化に

対応するため、別表４に掲げる施設を整備・改

修する。その際、ハード面のほか、デジタル技

術も活用した研究手法の充実も視野に入れる

こととする。また、既存の施設・設備を適切に

維持管理していくため、必要な経費の確保に

努めるとともに、効率的に施設を運営する。加

えて、保有資産の必要性についても不断に見

直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．施設・設備の整備及び管理等に関する

事項 

施設・設備の整備及び管理等について

は、施設整備費補助金により実施すると

ともに、既存の施設・設備の適切な維持

管理のため、自己収入による財源の確保

に努めている。 

また、効率的な施設の運営のための具体

的な取り組みとして、円滑な使用・管理・

運営のために主要研究施設の必要なメン

テナンス等を行うことにより適切な維持管

理を実施するとともに、研究所の研究活

動に影響を及ぼさない範囲における外部

利用の実施を行った。 

さらに、保有資産の必要性の見直しを進

めるため、保有施設に関して毎年度使用

状況調査を実施し、必要に応じて減損を

認識することとした。 
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目標期間中に自己収入

財源で取得し、研究所の

当中長期目標期間へ繰

り越した有形固定資産の

減価償却に要する費用

等に充当する。 

 

 

４．その他参考情報 

 


